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第一章 
序 論 
1 
 
第１節 研究目的  
  
 現在、我が国の人口構造は、若年人口および生産年齢人口が減少し、高齢者
人口が増加している。また、総人口は停滞の傾向であるが、近いうちに減少傾
向に転ずることが見込まれている（厚生労働白書、2011）。その中で寿命は延び
続けており、少ない若年・生産年齢層で多くの高齢者層を支えていかなくては
ならない社会構造へと進行している。これからの若年・生産年齢層は過重な労
働負担が予想されるとともに、自身が高齢になった時に自分の身の回りのこと
は自分でできるだけの体力と健康を保持していなくてはならない。つまり、“い
かに健康に長生きするか”が国民の重要な課題となっている。また、労働現場
においては、定期健康診断における有所見者の増加や仕事、職業生活に関する
強い不安、悩み、ストレスを感じる従業員の増加、自殺者の増加など、職場環
境の厳しさが指摘されるとともに、労働災害に対する改善が必要であることも、
これらの情報から明白である。  
 健康については様々な視点（医学的、予防・公衆衛生的、人道主義的、生物
学的、哲学的、精神医学的、生態学的）から捉えられているが、近年の傾向で
は病気や疾病に対応する概念としてではなく、個人が毎日の生活を満足に送る
ことができるかどうかが焦点となっている。平成 19 年度労働者健康状況調査結
果によれば、現在“健康”もしくは“まあ健康”と自己評価する労働者は 7 割
を超えていた。しかし、一方で将来の健康に不安を抱えていると回答した人は
8 割以上であった。労働者の職場環境の厳しさに加え、将来の健康不安が明ら
かになり、これに対する何らかの対応策が必要である。健康の増進には、科学
的根拠の重要性が指摘されており（久野、2006）、そこに研究機関が果たせる役
割は大きいのではないかと考えられる。  
そこで、本研究では、健康維持・促進に役立つ労働現場と研究機関の連帯を
基盤にした健康管理促進システムの構築を模索することを目的とした。
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第２節 研究の意義  
 
 わが国の疾病構造は、昭和 30 年以降、悪性新生物、虚血性心疾患、脳卒中な
どに代表される病気や、生活習慣病に含まれる高血圧、糖尿病、脂質異常症な
どが多くを占めるようになった。さらに近年は精神疾患の増加も指摘されてい
る。また、これらに伴う要介護状態の高齢者の増加も危惧されている。このよ
うな背景から、厚生労働省では、平成 12 年より国民の生活習慣病に対する第一
次的な予防に主眼を置き、“1 に運動 2 に食事 しっかり禁煙 最後にくすり”
のスローガンのもと「21 世紀における国民健康づくり運動（健康日本 21）」を
推進している。また、メタボリックシンドロームへの改善指導のための「特定
健康診査（特定健診）」や「健康づくりのための運動指針 2006」が策定され、
広く国民に健康的な生活習慣を確立する必要性を示している。つまり、現在の
わが国における健康管理の視点は、生活習慣病予防に重点が置かれていること
が把握される。一方、生産年齢層においては事業所で過ごす時間が 1 日の 3 分
の 1 以上を占めることから、事業所の環境も健康に影響を及ぼすであろう。雇
用形態、労働時間、作業量や作業負担、労働災害、職場組織やコミュニケーシ
ョンなどは、業種・職種により多少の偏りは考えられるものの、労働者の心身
の健康を左右する。  
 労働者の健康については、労働安全衛生法により事業者の義務として定健康
診断の受診が定められており、過去 1 年間に実施した事業所の割合は 86.2%と
報告されている(平成 19 年度労働者健康状況調査)。また、厚生労働省では、労
働者の心身の健康保持・増進を目指した「事業場における労働者の健康保持増
進のための指針」を策定し、それに基づき THP（トータル・ヘルスプロモーシ
ョン・プラン）による健康づくりを推進している。THP は、中長期的な健康保
持増進計画をもとに、健康保持増進スタッフによる健康測定、健康指導に基づ
き個人が生活習慣を改善するとともに職場の活性を目指すものである。このよ
うに、国により労働者の健康保持に対する具体的な指針は昭和 63 年から公表さ
れており、平成 9 年、19 年の改訂を経て現在に至っている。しかし、健康改善
への取組がそれぞれの労働現場において適切かつ効果的になされているかにつ
いては疑問が残る。また、国が推奨している THP による健康づくりの実施につ
3 
 
いては 5000 人以上規模の事業所では 51.9%にとどまっており、1000 人未満規
模の事業所では 10.9%、それよりも小さい規模となると実施率は１桁にまで低
下している。つまり、事業所の規模が小さくなるに従い、健康の保持・増進へ
の取組が少なくなる実態が明らかにされ、事業所ごとに労働者の健康管理の状
況にばらつきがあることが推察される。これまで、地域社会において健康増進
活動を成功させている例が報告されている（久野、2006）。しかし、そのような
取り組みに参加できない場合や取り組み自体がなされていない自治体の住民に
おいては、自分の力で健康保持・増進への活動を行わなければならず、個人の
負担も大きくなることが推測される。また、久野（2007）も指摘するように、
健康を個人の問題ではなく社会の問題として捉えることも重要であると考える。
個人の健康保持増進を実現するためには、その人が属する集団における健康へ
の意識向上と行動変容が不可欠である。  
 このような現状に対して、研究機関が教育現場や労働現場（企業）と連携し、
その学校に所属する児童生徒や企業で働く従業員に個別の健康情報を提供する
ことができれば、個人の自発的な健康改善行動への一助となると考えられる。
さらに、企業においては健康な従業員の確保が可能となり、より活発な職場環
境を整えることにもつながると考えられる。  
 
 
 
 
第二章 
文献研究の概要 
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第１節 労働現場における健康管理の概念  
  
 我が国では労働安全衛生法に基づく企業労働者の健康管理対策がなされて
いる。旬刊労働実務（2003）によれば、企業の安全配慮義務は典型的な職業
病や労災事故を出発点として、非典型的職業病、さらには健康の問題まで重
点が移行してきた。また、竹田（2004）によれば産業保健の健康管理活動は
有害作業による健康障害の防止・職業病対策を中心とした活動から労働者の
健康全般の保持増進へと範囲を広げており、近年では生活習慣病対策に重点
が置かれるようになっていることが報告されている。このことは、我が国の
疾病構造の変化による生活習慣病予防への意識の高まりとともに、労働現場
における安全衛生への対策が進んだ結果であると考えられる。このような背
景から、企業は従業員の定期健康診断の実施が義務付けられ、労政時報（2008）
の調査によれば、96.7％の企業が就業時間内での実施を行っている。また、従
業員の家族に対する補助も特に配偶者について 97.2％が補助対象としている
ことも明らかにされている。また、健康づくり、生活習慣病対策は企業の規
模に左右され、特に 1000 人以上の大手企業においては 80.9％と実施率が高い。
しかし、企業の規模が小さくなるに従い実施率は低下していることから、中
小企業では取り組みが進んでいないことが分かる。  
 佐藤（2008）は、従業員の健康と仕事への意欲・効率向上にワーク・ライ
フ・バランスが重要であることを述べている。佐藤（2008）は、ワーク・ラ
イフ・バランスが企業の人材活用に重要になった背景として生活関心の所在
やライフスタイルの多様化を挙げている。つまり、現代社会においては企業
において、従業員の仕事以外の時間－家庭生活や地域生活に参加できる時間
を確保することが求められている。従業員個人としての健康管理としては、
竹田（2004）は健康障害や疾病の予防という概念ではなく、自らの健康観や
人生観といった価値観に目を向けた主観的健康感の重要性を説いている。従
業員が仕事とそれ以外の生活時間をバランスよく確保し、自ら健康管理でき
るようになることが望ましいと考えられる。さらに、主観的健康感を高める
ために、専門家による客観的な健康指導および保健指導が加わることにより、
さらに自律的な健康管理促進が実現すると考えられる。  
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第２節 子どもが抱える健康問題に関する文献研究  
 
わが国では、子どもの体力低下が指摘されて久しい。文部科学省から発表さ
れた平成21年度の体力・運動能力調査結果では、新体力テスト施行後の12年間
でみると、一部の学年を除き、低下傾向の指摘が少なくなり、逆に向上してい
る体力・運動能力もみられる。子どもの体力低下については、日本では、西嶋
(2002)(2003)が文部科学省の統計調査をもとに児童・青少年の体力低下を検討し
ている。確かに、1980年から85年をピークに体力の低下が示され、現在でもそ
の歯止めは掛かっていないようである。このような問題は西嶋以外にも青山
(1994)、加賀谷(1997)、脇田(1996)(1997)によっても検討されている。八田(2002)、
佐々木(2002)、松元(2002)は大学生の体力の年次推移を検討し、テスト項目によ
っては停滞傾向もあるが、全般的には1985年以降低下傾向にあることを指摘し
ている。このような問題は、日本のみならず韓国においても報告されている。
Kim et al.,（2002）は、体格の増大に反する青少年の体力低下を指摘している。
また、Tomkinson et al.,（2007）は、1968年から2000年における6歳から18歳ま
での韓国人児童・生徒のデータを分析したところ、1968年から有酸素能力は低
下し続けている一方でBMIは増加していることを報告している。韓国統計庁
(2005)による2004年度の生活時間調査結果によると、高校生では１日10時間程
度を学習や通学に使用しており、その中で学習時間は9時間程度となっている。
しかし、体育の授業は選択制を取っており年間4単位しか取れず、身体活動の時
間は著しく少なくなっている。さらに余暇時間におけるパソコンやインターネ
ット、テレビの使用時間が半分程度を占めることが報告されている。このよう
な生活状況の中で脂肪や糖分の過剰摂取、女子の過激なダイエット指向といっ
た生活習慣も体力低下の要因と指摘される。さらに、Yamauchi[2007]の報告で
は、韓国の児童は中国の児童に比べて男女ともに体脂肪率が有意に高い結果が
示されており、韓国人の子どもにおける肥満傾向も指摘される。田中（2008）
は、日本と韓国の男子中学生のBMIを比較したところ、韓国人中学生のBMIは
日本人の高等学校程度であることを指摘し、韓国の都市部の青少年における身
体早熟化を指摘している。韓国では、1951年から行われてきた小学校5年生から
高校3年生までを対象とした「学生身体能力検査」という体力検査システムがあ
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るが、測定結果がこのような問題点の指摘と一致しているとはいえない。韓国
では、このような問題に対する基礎的資料や報告が数少ないのが現状である。 
引原ら(2007)は、思春期における日常の身体活動量と体力の関連について報
告しており、戸田ら(2007) は日常の身体活動量が多い者は体力が高いこと、安
部ら(2003)は肥満者は非肥満者に比べて身体活動量が少ないことを報告してい
る。このような体力低下および肥満改善に有用な知見が教育現場に理解される
とともにうまく還元され、活用されれば現在の韓国や日本における問題解決に
役立つと考えられる。  
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第３節 成人が抱える身体的健康問題に関する文献研究  
 
平成22年度国民健康栄養調査結果によると、医療機関や検診において脳卒中、
高血圧、糖尿病と言われた者の割合が10年前と比較して男女ともに増加してお
り、生活習慣病罹患者がますます増加していることが懸念される。  
労働者層の健康と体力の関係については、心肺体力レベルとメタリックシン
ドロームのリスク保有数（青山ら、2009）の報告では、男性では心肺体力レベ
ルが高ければリスク保有数が低値であり、女性では心肺体力レベルが低ければ
リスク保有数が有意に高値であるとの指摘がなされている。大河原ら（2010）
の報告では、高身体活動量かつ高持久性体力レベルの者は死亡リスクが低いと
の報告もなされており、身体機能および能力の高さが健康につながることが示
唆されている。つまり、成人後の健康の保持については、生活習慣病の基礎疾
患となる肥満の予防と身体活動の影響が大きいことが示唆される。  
肥満の問題については見た目には判断しにくい隠れ肥満への注意も喚起され
ている。隠れ肥満には、生活習慣病との関係が報告されている（梶岡、1996）
とともに、体力・運動能力の低さも指摘されている（藤瀬、1999）特にこの問
題には女性のやせ願望が関わっているとの指摘もある。隠れ肥満を明らかにす
るためには、体格やBMIの測定と同時に身体組成の測定から体脂肪率や除脂肪
量を知る必要がある。身体組成を測定する必要性を広く普及することが望まれ
る。  
また、労働者においては勤務時間とそれ以外の時間の過ごし方や個々のライ
フスタイルが健康状態や身体機能の保持に影響をおよぼすことが考えられる。
太田ら（2004）は余暇を活用した生活習慣修正指導は体力を改善することがワ
ークアビリティを増加させることに寄与すると考えられると述べ、生活習慣や
身体活動に対する改善指導の有効性を示している。また、佐々木ら（1995）は、
自動車部品製造業従事者を対象にした測定、調査から、労働者の健康保持増進
や疲労耐性を高めるためには余暇に積極的に運動やスポーツを行い相対的に高
水準の体力を保持することが必要であると述べている。これらのことから、身
体活動の観点に限れば、それぞれの労働形態や業種、作業内容に左右されない
個々の勤務外時間における健康関連行動の重要性が示唆される。  
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第４節 労働者の労働環境と健康問題に関する文献研究  
 
我が国では、近年の科学技術の発展により労働形態が変化し、労働負担の増
大が労働者の心身の健康にかかわる問題として取り上げられている。大西
(2007)によれば、労働は械化され、エネルギー消費量的には著しく軽減された
が、神経的緊張の継続する細分化された労働負担は、疲労回復を容易にしない
側面があることが指摘されている。また、このような労働の機械化の他にも雇
用形態の多様化や長時間労働、高年齢労働者の増加、成果主義や業績主義のよ
うな労働環境も労働者の心身の健康保持を阻害する要因となっている。また、
労働環境だけでなく、日常生活習慣における省力化は、体力低下させ生活習慣
病を増加させる要因となっている。文部科学省の平成21年度体力・運動能力調
査結果報告によれば、19歳の握力、走、跳、投、持久能力は体力水準の高かっ
た昭和60年頃と比較すると低い水準であることが報告されている。佐々木ら
(1995)は、身体活動が労働者の体力に与える影響について検討した報告の中で、
年齢による体力の影響について、16-29歳の労働者においては男女ともに体力が
劣る者の比率が50-69歳の労働者よりも高いことを報告している。労働者の高齢
化が進む中で若年労働者の労働力は重要な位置を占めると考えられる中で、若
年者の体力低下は食い止めなければならない課題であろう。また、この様な若
年者の体力低下問題だけでなく、加齢に伴う体力低下が労働に及ぼす影響も危
惧される。小山田ら（2006）は、建設業における年齢別の労働災害傾向とリス
クの程度について分析し、年齢別災害発生率は低年齢層と高年齢層において高
く、特に高年齢層においては加齢－体力曲線との相関が高いことを明らかにし
ている。各体力要素は低下の程度は異なるものの加齢とともに低下することが
明らかにされており、ある程度の体力保持が健康保持増進のみならず労働災害
の防止につながることが考えられる。  
 また、長時間労働に起因する健康問題も課題が多くあると考えられる。岩崎
（2008）は、長時間労働が睡眠時間、疲労、能・心臓疾患に大きな影響を与え
ることを文献研究により明らかにしている。また、近年、問題視されているメ
ンタルヘルスについてもさらに研究を進める必要があると指摘している。  
  
 
 
第三章 
方 法 
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第1節 研究の手順  
 
 本研究は、次のような研究手順に従って進める。  
 
1．乳幼児期の身体発育に関する検証（基礎研究）  
↓  
↓  
↓  
 
 
2．青少年期の女子身体発育に関する検証（基礎研究）  
 
韓国人一般女子(規則的なスポーツトレーニングを実施していない
女子)の身体発育資料および初経調査資料収集  
各年齢時点における発育現量値、LPV、LPV 年齢、FLPV、FLPV 年
齢の特定により、1960 年度と 2000 年度の比較を行い、現代の乳幼児
における身体発育の特徴について検証する  
・1960 年年度および 2000 年年度の各データに対するウェーブレット
補間法により導かれた発育現量値曲線から、両年度の比較を行う  
・1960 年および 2000 年の調査データに対するウェーブレット補間法
により導かれた発育速度曲線から、乳幼児期の局所的極大発育速度
（Largest  Peak Velocity : LPV）および LPV 年齢、第 1 局所的極大
速度(First local peak velocity：FLPV)および FLPV 年齢を特定する  
乳幼児の出生時から半年ごとの年齢における身長、体重、胸囲、頭
囲、BMI の横断的発育データを使用し、ウェーブレット補間法を適
用して発育現量値曲線と発育速度曲線を描く  
1960 年度、1970 年度、1980 年度、1990 年度、2000 年度の乳幼児発育
資料を収集する  
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↓  
 
↓  
 
↓  
 
↓  
 
 
3．学齢期における身体健康度指標の構築とその検証（基礎研究）  
 
↓  
 
身長、体重、BMI、体脂肪率、筋肉率、体力の資料整理を行い、基
礎統計値を算出する  
個人の誕生月を考慮した個々の BMI 加齢現量値に対してウェーブレ
ット補間法を適用し、個人における加齢現量値曲線と加齢速度曲線
を描く。  
・BMI の平均縦断的加齢現量値に対してウェーブレット補間法を適
用し、平均加齢現量値曲線と平均加齢速度曲線を描く  
・BMI の平均加齢速度曲線から最大発育速度（MPV : Maximum Peak 
Velocity）年齢を特定し、初経年齢との差を検討する  
韓国人男女中学生の身体情報および体力の資料収集  
個人の BMI 加齢現量値に対してウェーブレット補間法により導かれ
た加齢速度曲線から個々の最大発育速度（MPV : Maximum Peak 
Velocity）年齢を特定し、それらを平均化して初経年齢との差を検討
する  
・回収された資料における個人の 7~17 歳までの身長と体重からそれ
ぞれの年齢時における BMI を算出する  
・身長、体重、BMI の縦断的発育資料から、基礎統計値を算出する  
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↓  
 
↓  
 
↓  
 
↓  
 
↓  
 
・BMI による身体肥痩度タイプ別に身体健康度の群間の体格、身体
組成、体力の比較を行い、身体健康度による影響を検証する  
・BMI による身体肥痩度タイプと身体健康度評価の双方からの判断
基準を複合化させた身体タイプの体格、身体組成、体力の比較を
行う  
標準回帰評価チャートから個人の形態の質を判定し、身体健康度の
評価として 3 群に分類する  
・導かれた回帰多項式について、次数の妥当性を検討するために妥
当性の基準として赤池情報量基準（AIC）、決定係数、残差平方和
を算出する  
・上記の基準より妥当と判断された次数の多項式を用いて、5 段階の
標準回帰評価チャートを構築する  
個々の身体健康度を“BMI に対して体脂肪率が高いか(低いか)”“BMI
に対して筋肉率が高いか(低いか)”という「形態の質」の観点から判
定するために、BMI に対する体脂肪率または筋肉率の最小二乗近似
多項式による 1 次から 3 次の回帰多項式を導く  
・個々の身体肥痩度を判断するために BMI の平均値と標準偏差を用
いた平均値評価法による評価基準を設定する  
・BMI による平均値評価法による身体肥痩度判定から、個人を標準、
肥満、痩身の 3 タイプに分類する  
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4．健康管理促進システムの構築とその活用（応用研究）  
 
↓  
 
↓  
 
↓  
 
↓  
 
↓  
・若年労働者層の健康評価指標構築の対象として一般的な 20 代女性
の身長、体重、身体組成の資料を収集する  
・若年労働者層の健康評価対象として実業団女子スポーツ選手の身
長、体重、身体組成項目の資料を収集する。また、近い将来、労
働現場の一端を担う役割を持つ女子短期大学生についても同様の
資料を収集する  
構築が試案された健康管理促進システムの実用化への検証を行うた
めに、若年労働者層を対象とした身体健康情報を収集し、身体健康
度評価を行う  
決定された軸を有効に健康管理促進がなされるように研究機関と企
業（労働現場）に配置し、企業従業員健康管理促進システムの構築
を模索する  
分類した各項目をまとめた基本的枠組みを作り、一つ一つの枠組み
をつなげ、企業（労働現場）と研究機関との連携を主眼に置いた健
康管理促進システムを構築する   
現代社会において働く人の健康管理および健康促進に必要な健康に
関連する項目を「研究機関において実施可能な内容」「企業などの労
働現場もしくは個人において実施可能な内容」に分けて整理し、さ
らにその項目を分類する  
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↓  
 
・構築された若年労働者層の身体健康度評価チャートを用いて、実
業団女子スポーツ選手および女子短期大学生の個々の身体健康度
を評価し、その集団が持つ全体的傾向を捉える  
・それぞれの集団の全体的傾向をもとに健康促進のための方策を検
討する  
基礎研究において構築した身体健康度評価チャートを、一般 20 代女
性に適用して若年労働者層の身体健康評価チャートを構築する  
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第2節 対象および調査・測定方法  
 
1．乳幼児期の身体発育に関する検証  
 
 乳幼児の身体発育に関する検証の対象は、厚生労働省から公表されている乳
幼児身体発育調査結果から、1960 年度、1970 年度、1980 年度、19990 年度、2000
年度の各年度における 0 歳から 6 歳までの 0.5 歳刻みの調査結果を使用した。
調査項目は、身長、体重、頭囲、胸囲であった。また、体重 (㎏ )÷[身長 (m)]2
の算出式より BMI を算出した。  
 厚生労働省の乳幼児身体発育調査は、日本の乳幼児の身体発育状況を全国的
に調査し、乳幼児の身体発育値および身体発育曲線を明らかにすることで、乳
幼児の保健指導に役立てる目的で、1950 年から 10 年周期で行われている。 
 なお、平成 23 年 10 月に 2010 年度（平成 22 年度）の資料が公表され、最新
のデータとなっているが、本研究におけるデータ解析を開始した時点では 2000
年度のデータが最新のものとなっている。  
 
2．青少年期の女子身体発育に関する検証  
 
韓国人における女子青少年の身体発育に関連する初経の問題検証の対象は、
韓国釜山近郊の女子高校生 390 名であった。アンケート調査により生年月日と
初経年齢を把握した。また、韓国で行われている健康診断票を後方視的に調査
し、小学校 1 年(7 歳)から高校 2 年(17 歳)(1996 年から 2008 年)までの身長と体
重の縦断的発育資料を得た。これらの対象者の身長、体重の縦断的測定値から
個々の小学校 1 年から高校 2 年までの各学年における BMI を算出した。尚、韓
国の一般高校においては、定期的な運動部の活動は実施されておらず、本研究
の対象者における初経年齢前後の運動経験はほとんどない。  
回収された資料を整理の上、データに欠損値がなく、初経年齢の月齢まで同
定できた者、263 名が解析に使用した。 
初経年齢調査についてはインフォームドコンセントを踏まえて施行された。 
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3．学齢期における身体健康度指標の構築とその検証  
 
対象は、韓国ソウル近郊の中学校に通う 14 歳男子生徒 201 名と女子生徒 148
名であった。身体成分は、segmental bioelectrical impedance analysis & 
multi-frequency bioelectrical impedance analysis 法によるボディコンポジション
アナライザー（InBody 3.2, Biospace）を用いて、体重、Total body water(TBW)、
筋肉量(Soft lean mass : SLM)、筋肉率、体脂肪率および体脂肪量(Fat mass)を測
定した。SLM はタンパク質量を加えて算出され、筋肉率は体重に対する SLM
の割合とした。体脂肪量は体重から SLM およびミネラル量を減じて算出され
ている。身長の測定は、デジタル身長計を使用した。BMI は体重(kg)を身長(m)
の 2 乗で除して算出した。  
体力の測定項目は、韓国で行われている体力テスト項目の内の上体起こし、
長座体前屈、腕立て伏せ、20m シャトルランであった。測定の方法は以下膿瘍
な手順で行われる。  
上体起こし：横臥の状態で足は膝を直角に曲げて約 30cm 程度広げ，両手を首
の後ろで組む．測定者の「はじめ」の合図とともに上体を起こし
両肘が膝についたら再び横になった姿勢になる．1 分間の記録を
取る．  
長座体前屈：被験者は両脚の裏が測定器具の垂直面に完全につくように膝を伸
ばして座る．両手をまっすぐ伸ばして左手を右手の上に重ね，「は
じめ」の合図に合わせ，測定器具の目盛下へ手を伸ばす．検者は
被験者の指の先が 2 秒程度止まった地点の目盛を読み記録する．  
腕立て伏せ：両脚を揃えた姿勢で両手を肩幅に広げ，腕が地面に対して直角に
なるようにする．2 秒に 1 回のペースで行い，反復できなくなる
まで実施する．  
20ｍシャトルラン：漸増速度により鳴る信号音が録音されたCDまたはオーディ
オ カセットに合わせて20m先の反対側ラインまで走る．信号音が
鳴る前にラインに到達できない場合には最小1回は信号が鳴る時
に方向を変えて走ることができるが，2回連続で信号音が鳴る前に
ラインに到達できない場合には脱落となる．被験者が実施した総
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回数を記録とする．漸増速度は1段階目は8km/hである．2段階目は
9km/hとなり，それ以降は段階が1段階上がるごとに0.5km/h速度が
加速する．  
被験者には事前に調査および測定の内容を説明し、測定参加に対する同意を
得た。なお、被験者には急性および慢性の疾患を患っている者は含まれていな
かった。  
 
4．健康管理促進システムの構築とその活用  
 
身体健康度評価指標の構築は、愛知県内のフィットネスクラブに通う 20 代の
一般女性 94 名を対象とした。身体成分は、segmental bioelectrical impedance 
analysis & multi-frequency bioelectrical impedance analysis 法によるボディコンポ
ジションアナライザー（ InBody 3.2, Biospace）を用いて、体重、Total body 
water(TBW)、筋肉量(Soft lean mass : SLM)、筋肉率、体脂肪率および体脂肪量(Fat 
mass)を測定した。SLM はタンパク質量を加えて算出される。体脂肪量は体重
から SLM およびミネラル量を減じて算出されている。身長の測定は、デジタ
ル身長計を使用した。BMI は体重(kg)を身長(m)の 2 乗で除して算出した。  
身体健康度の評価は、愛知県内の 20 代の実業団女子ソフトボール選手 15 名
と青森県の某短期大学生女子 89 名に対して行った。実業団女子ソフトボール選
手には、上腕後部、肩甲骨下部、腹部、側腹部、大腿部の皮下脂肪厚（栄研式，
明興社製）を測定した。体脂肪率は、長嶺らの指揮を用いて身体密度を算出し、
Brozek らの体脂肪率換算式により算出した。また、体格項目として身長と体重
を測定し、BMI は体重(㎏)を身長の 2 乗で除して算出した。測定は、シーズン
前（3 月）、シーズン中（6 月）、オフシーズン（12 月）に分け、2007 年 3 月か
ら 2009 年 6 月にかけて計 8 回行い、個人の縦断的測定データを得た。  
短期大学生女子に対しては、マルチ周波数体組成計（MC-190EM，タニタ社
製）を用いて体重、体脂肪率、脂肪量、除脂肪量、体水分量、BMI を測定した。
身長は体組成の測定直前に測定し、記録した。  
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第 3 節 解析手法  
 
1．  データ解析の概要  
 
（1）乳幼児期の身体発育に関する検証  
 乳幼児期の身体発育に関するデータ解析は、ウェーブレット補間法により行
った。  
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method：WIM)は、与えられた
発育データから真の発育曲線を近似的に記述するために、データとデータをウ
ェーブレット関数(基底関数は Meyer の mother wavelet)によって補間し、発育現
量値曲線を描き、その描かれた現量値曲線を微分して得られた発育速度曲線を
導き、思春期ピークや初経年齢時の発育現量値を調べる方法である。ウェーブ
レット補間法の特性は、局所的事象を敏感に読み取り、近似の精度が極めて高
いことである。ウェーブレット補間法の理論的背景や有効性の根拠については
藤井の先行研究(1995a)(1995b)(1995c)(1996a)(1996b)(1998a)(1998b)(1999)に詳細
に述べられている。  
このウェーブレット補間法を用いて、乳幼児に対しては、身長、体重、頭囲、
胸囲、BMI の 0 歳から 6 歳までの 0.5 歳刻みの発育測定調査結果を解析する。
そして、各項目の発育現量値を微分して導かれた発育速度曲線から LPV(Local 
peak velocity)と LPV 年齢、FLPV (First local peak velocity)と FLPV 年齢を
特定する。ウェーブレット補間法によるLPVおよびFLPVの特定については、本
章第 3 節 2 において詳細に説明する。 
 
（2）青少年期の女子身体発育に関する検証  
韓国人女子に対しては、ウェーブレット補間法を 7 歳から 17 歳までの BMI
加齢現量値に対して適用する。そして、描かれた加齢現量値曲線を微分して導
かれた速度曲線から MPV(Maximum Peak Velocity)年齢を特定する。これらの解
析により、初経年齢時の BMI が算出でき、また、BMI の MPV 年齢時における
BMI 値も算出が可能になる。これによって、初経年齢と BMI の MPV 年齢との
関係を検証する。ウェーブレット補間法による MPV の特定については、本章
18 
 
第 3 節 3 において詳細に説明する。  
  
（3）学齢期における身体健康度指標の構築とその検証  
 学齢期における身体健康度の評価は、BMI に対する体脂肪率もしくは筋肉率
の最小二乗近似多項式による回帰分析から標準回帰評価チャートを構築し、形
態の質を判断することにより行った。また、BMI による身体肥痩度タイプの判
定を同時に行い、BMI タイプ毎に身体健康度を評価した。さらに、BMI タイプ
と形態の質判定の双方を複合化させて身体健康度を評価し、身体健康度評価の
細分化を行った。また、これら身体健康度に付随する機能および能力としての
体力の比較を行った。  
  
（4）健康管理促進システムにおける身体健康度指標の活用  
健康管理促進システムの構築は、研究機関と企業（労働現場）との連携を主
眼にし、健康管理促進を遂行するための内容整理と分類した。それにより、「広
報システム」「測定システム」「分析・評価システム」「健康促進システム」の 4
つのシステムを軸として構築を模索した。  
試案された企業従業員を対象とした健康管理促進システムにおける身体健
康度評価の活用は、学齢期において構築された多項式回帰分析と同様の手法に
おいて行った。つまり、一般女性を対象に BMI に対する体脂肪率の最小二乗近
似多項式による回帰分析から標準回帰評価チャートを構築する。構築された身
体健康度評価チャートに実業団女子スポーツ選手および女子短期大学生の身体
データを当てはめ、個々の身体健康度評価を行うとともに、構築された身体健
康度評価チャートの活用可能性を検証する。  
 
2．  ウェーブレット補間法による局所的極大発育速度（Largest  Peak Velocity : 
LPV）およびその年齢、第 1 局所極大発育速度（First Local Peak Velocity : 
FLPV）およびその年齢の特定  
 
ウェーブレット補間法によって記述された発育曲線から、藤井はウェーブレ
ット補間法によって導かれる乳幼児期の局所的ピークの概念を提唱した。つま
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り、ウェーブレット関数によって導き出された一次微分曲線において、乳幼児
期に出現する局所的ピークの最大値を Local  Peak  Velocity（LPV）と名称化
した。これは、乳幼児期の局所的極大発育ピーク速度と呼ばれることになり、
体格要素のすべてに共通して適用される名称となる。さらに、LPV 出現後に検
出される僅かな局所的速度の変化は、LPV 出現後の最初に出現することから第
1 局所極大速度（First local peak velocity：FLPV)と名称化された。  
ウェーブレット補間法のアルゴリズムは、以下のように説明できる。  
（1） 測定データ{ ( ti, yi ) : i =1、2、3、4････12 }を得る。（本研究では、ti
は年齢、yi は身長、体重、頭囲、胸囲、BMI の現量値とする）  
（2） 以下の条件を満たすように測定データを調整する。  
t＜0 または t＞1 のとき ｜ψ（x）｜≦ε.（ε＝0.01 にとる）  
（3） 次の条件を満たす 12 個の整数の組（j，k）を決定する。  
J ≦ P(Pは-1または0)、-10 ≦ k ≦10とする。  
｜ψ（2jti－k）｜≦ε 
（4）条件を満たす整数の組 ( j, k ) は、(j, k)=(j1, k1),････(jn1, kn2)のようにと
り、 j, kの任意の組み合わせによる以下の連立方程式を決定する。
n1,n2
y i = Σ a j,k Ψ (2 j t i  - k)
j,k  
n1,n2
y n = Σ a j,k Ψ (2 j t n  - k)
j,k  
 
（5）以上で求めたウェーブレット係数{ a j, k ; j , k } を以下の式に代入し、F
と f の近似関数 y=Fn(t)と y=fn(t)のグラフをコンピュ－タで描く。  
n1,n2
F n (t) = Σ a j,k Ψ (2 j t  - k)
j,k  
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n1,n2
f n (t) = Σ a j,k Ψ (2 j t  - k)
j,k  
以上のアルゴリズムが、乳幼児期における 0 歳から 6 歳までの身長、体重、
頭囲、胸囲、BMI の横断的平均発育現量値に適用される。つまり、0 歳から 6
歳における年齢軸(t)に、0 歳から 6 歳までの 6 か月ごとの測定時年齢を、0、
0.5、1、1.5、2、・・・・6 歳とする。縦軸(y)は、各測定年齢時{ ti :i = 0、0.5、
1、1.5････ 6 } における体格項目(身長、体重、頭囲、胸囲、BMI)の発育現量
値を表す。この設定によって、12 個の時系列データ{ ( tｉ  , yｉ  ) : i =0、0.5、1、
1.5･･･････ 6 }が与えられている時、発育曲線 y＝F(t) と F の一次導関数 f(t) の
近似曲線は、ウェーブレット係数 aj，k を連立方程式から求めることにより導
かれる。  
近似曲線のコンピュータシミュレーションから一次導関数の f(t)の極大値時
点の t をまず特定する。特定された数値について、数学的には発育現量値を補
間した元の関数 F(t)の二次導関数 f'(t)=df(t)/dt＝0 となる時点 t を計算して特定
される。それが LPV 年齢および FLPV 年齢と決定されることになる。  
   
3．  ウェーブレット補間法による BMI の思春期最大発育速度（MPV :Maximum 
peak velocity）およびその年齢の特定  
 
ウェーブレット補間法を 7 歳から 17 歳までの BMI の加齢現量値に対して適
用する。つまり、7 歳から 17 歳における年齢軸(t)に、7 歳から 17 歳までの測
定時年齢を 7、8、9、10、・・・・17 歳とする。縦軸(y)は、各測定年齢時{ ti :i 
=7、8、9、10、･････17 } における BMI の加齢現量値を表す。この設定によっ
て、12 個の時系列データ{ ( ti , yi ) : i =7、8、9、10、・・・・17 }が与えられて
いる時、発育曲線 y＝F(t) と F の一次導関数 f(t) の近似曲線は、ウェーブレッ
ト係数 aj，k を連立方程式から求めることにより導かれる。  
そして、描かれた加齢現量値曲線を微分して導かれた速度曲線から
MPV(Maximum Peak Velocity)年齢を特定する。この BMI の MPV 年齢は思春期
における最大加齢変化速度年齢のことで、特にウェーブレット補間法から導か
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れた BMI の加齢現量値およびその微分である変化速度は、基本的にはウェーブ
レット関数から算出され、その手続きは Unix-workstation の Sunflare によって
計算されている。それによって初経年齢時の BMI が算出でき、また、BMI の
MPV 年齢時における BMI 値も算出が可能になる。  
 
4．  最小二乗近似多項式適用の妥当性  
 
回帰多項式は、一般的には2変量における回帰分析による回帰直線が適用され
る。しかし、2変量における回帰分析でも１次の関係より2次以上の関係がより
妥当と判断される場合もある。そのような場合には2次、3次、4次等の近似多項
式が適用されることがある。Matsuura and Kim (1991)は身長、体重発育に対して
最小二乗近似多項式を適用し、その発育パターンを検討している。また、Largo 
et al (1978)もSpline平滑化を適用して身長発育のパターンを検討した。これら方
法はいずれも最小二乗近似多項式を適用しており、有効な知見を導き出してい
る。このような報告から、本研究におけるBMIに対する体脂肪率の回帰多項式
における次数決定については、Matsuura and Kim (1991)が採用している残差平方
和の検討により妥当な次数を判断する方法を適用した。  
それと同時に赤池情報量基準(AIC)を適用して次数の妥当性を確認した。AICの
算出式は以下に示す。  
 1)(log2)(2nlognAIC  πｋ＋＋
σ 2  
 （但し、σ は偏差平方和、n はデータ数、ｋは説明変数の数）  
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第 4 節 研究の限界  
 
1．対象による限界  
  
 本研究では、健康管理促進システム活用の検証において、身体健康度評価指
標の構築の対象として愛知県内の 20 代一般女性、その評価対象として愛知県内
の実業団女子ソフトボール選手および青森県内の短期大学女子学生を対象とし
ている。この点において、健康管理促進システム活用は 10 代後半から 20 代の
女性において検証したことになる。また、実業団女子ソフトボール選手は日常
的に体力向上を目指した身体的トレーニングを行っている特殊な集団である。 
本研究の結論は、これらの対象による限界に基づいて述べている。  
 
2．方法による限界  
 
 本来、健康を評価する際は健康の決定因子となる様々な要素について検討し、
その改善について考える必要がある。本研究では、身体的要素である BMI、体
脂肪率、筋肉率を基に身体健康度評価指標を構築しており、健康の評価という
観点では非常に限定されており、基本的な身体健康情報のみを用いた評価であ
る。つまり、本研究の結果により健康全般を評価できるわけではない。  
本研究の結論は、これらの方法による限界に基づいて述べている。  
 
 
 
第四章 
検討課題Ⅰ 
乳幼児身体発育指標の時代的
変化に関する検証 
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第 1 節 本章の目的  
 
乳幼児身体発育指標の時代的変化における検討は、船川ら(1962)が1940年度
と1950年度に実施された全国規模の調査から、特に、1950年度における栗山ら
(1953)の結果と比較して、1960年度の身長、体重、胸囲、頭囲が高い数値を示
すことを報告している。高石ら(1991)は、1960年度、1970年度の結果からは身
体発育の顕著な増大を認めているが、1980年度の結果においては10年間では僅
少な伸びであり、さらに、1990年度までの10年間では、体重、胸囲、頭囲はや
や減少傾向がみられたことを報告している。  
 1960年度から2000年度までの乳幼児身体発育調査の報告については、経年的
変化の検討よりどちらかと言えば身体発育の基準値を作成する意味合いが強い
といえる。神岡と高石(1983a)(1983b)は胸囲と頭囲の基準値を作成するために、
1980年度の乳幼児身体発育調査の結果を利用して標準発育曲線グラフを作成し
ている。加藤ら(2001)は最も新しい2000年度の乳幼児身体発育調査の結果に対
して、パーセンタイル値および平均値に対してTango(1988)による平滑化法を適
用して標準化曲線を作成している。確かに標準化曲線作成の取り組みは不可欠
な行為と考えられるが、折角全国的な規模で実施した経年的なデータが導かれ
ているのに、経年的変化の詳細な検証は成されてきたのであろうか。学校保健
統計調査に関しても同様な問題があり、体格データの統計値から発育状態が平
均的な検討の報告はされているが、経年的変化を客観的な手法によって解析し
た知見はない。特に、発育の変化率、つまり速度曲線を解析することによって
導かれた報告はない。  
藤井ら(2006)は幼児の体格・運動能力の発育・発達の経年的変化を、変化率
つまり発育速度曲線をウェーブレット補間法によって描くことにより、速度曲
線の経年的変化を解析した。このような報告は従来になく、速度曲線を解析す
ることによって発育・発達が本来有する縦の変化として検証することができた
といえる。そこで、本研究は乳幼児身体発育記録が本来有する、全国規模の乳
幼児の身体発育指標としての意味に重点を置き、その指標の構図が時代の変化
とともにどのように変化したのかその点を検証することをねらいとした。しか
し、従来の解析手法では乳幼児期の発育現量値しか解析できず、発育の変化率
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で あ る 速 度 曲 線 の 解 析 が で き な い 欠 点 が あ る 。 そ こ で 、 藤 井
(1995a)(1995b)(1996a)(1996b)(1998a)(1998b)(1999)(2006)が提唱したウェーブレ
ット補間法を適用して発育速度曲線を導くことにより、その速度曲線を時代の
変化とともに解析することができる。特に、生後１年は人の一生で最大の発育
量を示す時期であり、その後の発育速度がどのように変化するか興味が示され
るところであり、よって、発育速度曲線上に出現するピーク速度の変化を過去
の乳幼児身体発育指標と比較することにより、従来では解析できなかった身体
発育項目（身長、体重、胸囲、頭囲）ごとの発育速度の時代的変化を解析し、
乳幼児身体発育指標の時代的変化構図を検証しようとした。  
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第 2 節 方法  
 
1. 対象  
対象データは、1960年度、1970年度、1980年度、1990年度、2000年度の厚生
労働省から公表された乳幼児身体発育調査記録である男女の身長、体重、胸囲、
頭囲のデータを使用する。そのデータから各年度の出生児、6ヶ月、1歳という
ように、半年ごとに6歳までのデータを使用する。  
 
2．解析の手続き  
1) 男女乳幼児の 1960 年度、1970 年度、1980 年度、1990 年度、2000 年度にお
ける身長、体重、胸囲、頭囲のデータに対して 0 歳から 6 歳まで、0.5 歳刻
みでウェーブレット補間法を適用する。  
2) 0 歳から 6 歳までの発育現量値曲線を微分して得られた速度曲線から最大発
育速度(Largest peak velocity：LPV)および LPV 年齢を求める。  
3) 身長、体重、胸囲、頭囲における LPV の出現状態を解析する。  
4) LPV 年齢および LPV について、身長、体重、胸囲、頭囲を解析する。  
5) 0 歳から 6 歳までの発育現量値曲線を微分して得られた速度曲線から第 1 局
所的極大速度(First local peak velocity：FLPV)および FLPV 年齢を求める。  
6) 身長、体重、胸囲、頭囲における FLPV の出現状態を解析する。  
7) FLPV 年齢および FLPV について、身長、体重、胸囲、頭囲を解析する。   
8) 身長、体重のデータから BMI を導き、加齢変化現量値曲線の最凸点と加齢
変化速度曲線の最凹点を求める。  
以上の解析手続きが 1960 年度から 2000 年度までのデータで実施されたが、
本研究では時代変化が明確に捉えられるように 1960 年度と 2000 年度の 2 点で
の比較検討を実施した。  
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第 3 節 結果  
 
1．Largest peak velocity (LPV) と  First local peak velocity (FLPV) の特定  
人の身体は出生後 1 年間が一生で最も発育する時期である。そして、次に発
育のピークを示す時期が思春期といえる。藤井(2006)は思春期における身体の
最大発育を Maximum peak velocity(MPV)と名称化した。特に、この名称は関数
で算出されたことにより名付けられている。したがって、本研究で出現した出
生後 1 年内での最大発育速度は Largest peak velocity(LPV)と名称化できよう。
そして、LPV 出現後に検出される僅かな局所的速度の変化は、藤井ら(2006)が
示した局所的極大速度(local peak velocity: LPV)と考えられ、その LPV 出現後の
最初に出現することから First local peak velocity(FLPV)と名付けることにする。 
Table 4-1, 4-2 は厚生労働省が公表している 1960 年から 2000 年までの乳幼児
身体発育記録である。これら記録から、Fig 4-1 は 1960 年度の男児の 0 歳から 6
歳までの身長の横断的発育データにウェーブレット補間法を適用したグラフで
ある。このグラフに示されているように出生直後に検出されるピークは人の一
生で最も発育する身長の最大発育速度(LPV)である。その後僅かに発育速度の
変化を示す局所的極大速度のピークが FLPV として確認できる。このように
LPV と FLPV の出現を身長、体重、胸囲、頭囲のデータについて解析すること
によって、1960 年度と 2000 年度との比較から乳幼児身体発育指標の時代的な
変化を検討していくことにする。  
 
2．1960 年度と 2000 年度との比較による時代的変化  
1) 身長   
身長の 1960 年度と 2000 年度について(Fig 4-1, 4-2, 4-3, 4-4)、まず出生時身長
は男女ともに 2000 年度の数値が 1cm 程度減少しているが、0.5 歳時から 6 歳時
では逆に 2000 年度が増大する。このことが示された発育現量値曲線からは両
年度とも、0 歳から 1 歳まではかなりの急増を示し、発育速度曲線においては、
出生直後に示される速度の最大を示すピークが出現した。このピークは最大発
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育速度(LPV)であり、このピーク年齢は男女とも 1960 年度が 0.1 歳、2000 年度
が 0.05 歳でほんの僅か早まっている。そして、LPV の後に出現する僅かな速
度の増大が示されたが、この速度の増大のピークは LPV 直後の最初に出現す
ることから第 1 局所的極大速度(FLPV)と特定できる。この FLPV 年齢をみると、
男子の 1960 年度で 1.6 歳、2000 年度で 1.55 歳、女子の 1960 年度で 1.65 歳、
2000 年度で 1.50 歳と若干早まっていることが示された。また、特筆すべきこ
とは速度曲線において LPV の数値が男子で 1960 年度から 2000 年度にかけて
38.87cm/yr から 46.55cm/yr に増大し、女子でも同様に 35.89cm/yr から
45.83cm/yr に増大したことである(Table 4-3, 4-4)。  
 
2) 体重   
体重の出生時は 2000 年度の数値が 0.5kg 程度減少しているが 0.5 歳時から 6
歳時には逆に 2000 年度が増大する。このことが示された発育現量値曲線から
は両年度とも、0 歳から 1 歳まではかなりの急増を示し、発育速度曲線におい
ては、出生からすぐに速度の最大を示す LPV 年齢は男子の 1960 年度で 0.05 歳、
2000 年度で 0.05 歳、女子の 1960 年度で 0.1 歳、2000 年度で 0.01 歳となり女子
でほんの僅か早まっている。FLPV 年齢をみると、男子の 1960 年度で 1.7 歳、
2000 年度で 1.65 歳、女子の 1960 年度で 1.65 歳、2000 年度で 1.65 歳とこちら
は男子でほんの僅か早まっていることが示された。速度曲線においては LPV
の数値が男子で 1960 年度から 2000 年度にかけて 11.7kg/yr から 12.8kg/yr に増
大し、女子でも同様に 10.07kg/yr から 12.01kg/yr に増大した(Tables 4-3, 4-4; 
Figs. 4-5, 4-6, 4-7, 4-8)。  
 
3) 胸囲   
胸囲の出生時は 2000 年度の数値が 1cm 程度減少しているが 0.5 歳時から 6
歳時には逆に 2000 年度が増大する。発育現量値曲線からは両年度とも、0 歳か
ら 1 歳まではかなりの急増を示し、発育速度曲線においては、出生からすぐに
速度の最大を示す LPV 年齢は男子の 1960 年度で 0.05 歳、2000 年度で 0.05 歳、
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女子の 1960 年度で 0.05 歳、2000 年度で 0.05 歳と変化はなかった。FLPV 年齢
をみると、男子の 1960 年度で 1.5 歳、2000 年度で 1.5 歳、女子の 1960 年度で
1.65 歳、2000 年度で 1.45 歳とこちらは女子のみ若干早まっていることが示さ
れた。このピーク年齢は両年共に身長、体重よりも若干早くなっている。速度
曲線においては LPV の数値が男子で 1960 年度から 2000 年度にかけて
29.92cm/yr から 33.23cm/yr に増大し、女子でも同様に 26.61cm/yr から
30.30cm/yr に増大した(Tables 4-3, 4-4; Figs. 4-9, 4-10, 4-11, 4-12).  
 
4) 頭囲  
頭囲の出生時は 2000 年度の数値が 0.7cm 程度減少しているが 1 歳時から 6
歳時には逆に 2000 年度が増大する。発育現量値曲線からは両年度とも、0 歳か
ら 1 歳まではかなりの急増を示し、3 歳頃まで漸次増大をする。3 歳頃から 6
歳までは僅かな増大傾向に留まる。1 歳までの急増に関しては、身長、体重と
それほど変わりはないが、その後の増大傾向が、身長、体重に比べれば緩やか
な停滞に近い傾向を示す。発育速度曲線においては、出生からすぐに速度の最
大を示す LPV 年齢は男子の 1960 年度で 0.05 歳、2000 年度で 0.05 歳、女子の
1960 年度で 0.05 歳、2000 年度で 0.05 歳と変化はなかった。FLPV 年齢をみる
と、男子の 1960 年度で 1.3 歳、2000 年度で 1.5 歳、女子の 1960 年度で 1.4 歳、
2000 年度で 1.35 歳とこちらは男子で若干遅くなり、女子ではほんの僅か早ま
っていることが示された。速度曲線では LPV の数値が男子で 1960 年度から
2000 年度にかけて 25.62cm/yr から 26.65cm/yr に増大し、女子でも同様に
22.42cm/yr から 24.93cm/yr と増大したが、身長、体重、胸囲に比べ僅かである
(Tables 4-3, 4-4; Figs. 4-13, 4-14, 4-15, 4-16).  
 
5) BMI  
BMI の出生時は 1960 年度の男子で 12.4，女子で 12.1，2000 年度の男子で
12.7，女子で 12.6 と両年度であまり変わらない。加齢変化現量値曲線をみると、
男子の 1960 年度で 0.5 歳、2000 年度で 0.6 歳、女子の 1960 年度で 0.55 歳、2000
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年度が 0.6 歳で最凸点を示し、その後 1 歳から 1.5 歳まで急減し、5.5 歳まで漸
次緩やかに減少を示す。男女とも 2000 年度では 1.5 歳から 6 歳まで BMI 値は
ほぼ一定値を示していた。加齢変化速度曲線における最凹点をみると、1960
年度の男子で 0.7 歳を示し、以後 2000 年度の 0.9 歳まで若干ではあるが年齢が
高くなるようである。1960 年度の女子では最凹点は 0.8 歳を示し、男子同様に
2000 年度の 0.9 歳まで若干高くなるようである。そして、加齢変化速度曲線は
加齢変化現量値曲線と同じように、1.5 歳頃から 6 歳までほぼ一定値を示す傾
向が 1960 年度と 2000 年度では変化がなかった  (Tables 4-3, 4-4; Figs. 4-17, 4-18, 
4-19, 4-20).  
 
3．発育現量値および速度曲線の挙動   
発育現量値曲線において、1960 年度より 2000 年度の方が身長、体重、胸囲、
頭囲のすべてで 0.5 歳頃まで急増を示す構図は変わらないが、特に頭囲におい
ては急増が著しい。そして、身長、体重、胸囲は 1 歳頃から 6 歳まで一定した
傾きの増大傾向を示すが、頭囲は 1 歳頃から 6 歳まで僅かな傾きの増大傾向を
示すだけであった。発育速度曲線においては、FLPV の後の変動はすべての項
目で 1960 年度には波動の振幅が大きい挙動を示しているが、その振幅の挙動
が 2000 年度にはほとんど滑らかな挙動を示していた。BMI も加齢変化現量値
曲線、加齢変化速度曲線とも 2000 年度には滑らかな挙動を示した。  
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第 4 節 考察  
 
乳幼児に関する身体発育の調査は、国家的なプロジェクトとしては厚生労働
省児童家庭局が行政調査として全国的規模で実施している。この調査は、1960
年度を初年度に、2000年度までの間に10年ごとに実施されてきた。このような
身体発育の測定は非常に重要であり、日本人としての乳幼児の基準が明確化さ
れることは、他の国との比較を可能にすることからも非常に意義のある調査で
ある。しかし一方で、このような全国規模のデータが十分活かされているであ
ろうか。つまり、標準的な発育・発達の基準から現時点での個々の評価は可能
になるが、それは発育・発達プロセスを評価しているわけではない。発育・発
達の変化率が解析されない限り、個々の縦断的な発育・発達を評価することは
不可能である。周知のように平均的なデータから導かれた年間発育・発達量に
は、Tanner(1962)が指摘した縦断的データとの位相差効果(phase difference effect)
が影響する。このことは発育・発達の変化率を評価する場合、重要な問題とな
る。したがって、このような問題点を克服するには縦断的なデータの解析が不
可欠となる。  
 現在のシステムにおいて、乳幼児身体発育調査の原簿となる母子健康手帳、
幼稚園や保育園における健康診断手帳からも乳幼児の縦断的データを確保でき
る。しかし、縦断的なデータが確保されても、その解析手法が確立されていな
い問題が浮上する。そこで、藤井 (1995a)(1995b)(1996a)(1996b)(1998a)(1998b) 
(1999)はこれらの問題を提起しながら、縦断的データの解析手法としてウェー
ブレット補間法を提唱した。ウェーブレット補間法を適用して、学齢期の身長、
体重、胸囲、座高、下肢長の発育を解析した報告や、BMIの加齢変化に適用し
た報告によって新たな知見を導いてきたが、乳幼児に対してその身体的発育の
経年的な変化に適用した報告はまだない。したがって、本研究では1960年度か
ら2000年度までの乳幼児身体発育に対してウェーブレット補間法を適用し、身
体発育指標の有する構図の時代的変化について検討した。  
 船川ら(1962)、高石ら(1991)、加藤ら(1953)による乳幼児身体発育調査の結果
が報告されているが、現量値から検討した結果を過去のデータと比較して論じ
ている。本研究は身長、体重、胸囲、頭囲、BMIのデータをウェーブレット補
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間法の適用によって解析し、従来にはない新たな知見を導くことができた。そ
れは、ウェーブレット補間法によって速度曲線を導くことができた点である。
つまり、1960年度と2000年度における発育速度曲線による身長、体重、胸囲、
頭囲の速度の変化が明確化され、従来から指摘されていた出生後1年間の急激な
増大は、実は出生直後1ヶ月が最も顕著で、その後は急減することが示された点
である。最初に検出されたLPVは、男女児とも一生涯で発育速度の最大ピーク
であり、その後に示されたFLPVは局所的な極大速度としては最初に検出される
局所的なピークである。これら両ピークを過去と比較してみると、LPV年齢で
は男女児ともすべての身体項目で過去と比較してあまり変化が示されなかった。
しかし、LPVでは男女児ともすべての身体項目において過去と比較して増大傾
向を示していた。このことは近年における体格の増大が、頭囲を含めて生後1
ヶ月の発育急増期にその増大要因が認められたことである。このことは同時に
成熟度の早さも指摘している。つまり、過去と比較して早熟化の傾向が示唆さ
れることになる。  
同様な解析として、FLPV年齢では男児ではすべての項目において過去に比べ
てそれほどの変化は示されなかったが、女児ではすべての項目において若干で
はあるが早まる傾向が示された。明確なことはいえないが、過去に比べて女児
の早熟性が男児より若干検出されたものと推測される。しかし、FLPVについて
は男女児ともすべての項目において過去との変化は示されなかった。やはり過
去に比べて体格の増大要因と早熟性はLPVによって影響されると推測される。  
本研究において速度曲線を記述した点が重要であり、その速度曲線の挙動を
過去と比較してみると、すべての身体的項目で1960年度では速度曲線の波動の
振幅が大きい傾向を示しているが、2000年度では波動の振幅が滑らかに変化す
る傾向を示す。この傾向は男女児で共通しており、速度曲線における波動の振
幅が時代的な変化にともなって均される傾向が明らかにされた。このような現
象は従来の報告になく、本研究で初めて指摘されたことになる。この解釈につ
いて、食生活の変容が推測される。つまり、食生活の欧米化によってタンパク
質が取りやすくなり、骨強度に影響するCa等も乳製品から取りやすくなった。
このことは、従来の日常生活における和食スタイルが変化したわけで、日本で
は季節によって食の摂取が異なり、従来までその影響が各項目に影響していた
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と考えられる。つまり、各身体発育に影響するCa、タンパク質等の摂取に時間
差(季節差)があるので発育速度曲線の波動振幅に増減があったのが、近年では
食生活の変容によって、1年中Ca、タンパク質等が摂取できるようになったた
めに食物摂取が発育速度曲線に対して波動振幅に増減のない発育成就を結果し
たものと推測される。  
最後に、身長と体重を合わせた身体充実指数として取り上げられている
BMI(Body Mass Index)の加齢変化をみてみると、1960年度では速度曲線上の波
動が他の身体的項目と同様に大きかったが、2000年度では波動が均される傾向
を示した。しかしながら、幼児期におけるBMIの安定性は保証されると考えら
れる。通常、BMIは肥満判定の指標として国際的に認められている指数である
が、幼児期では特にカウプ(Kaup)指数として知られている。古くはケトレー指
数として知られていた。本研究の結果から、BMIは近年では少なくとも3歳から
安定することが理解され、3歳頃からBMIによる肥満、痩身の評価を実施するこ
とが可能であることが示された。  
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第 5 節 結論  
 
1960 年度と 2000 年度の乳幼児身体発育調査記録について、身長、体重、胸
囲、頭囲、BMI の 0 歳から 6 歳までの 0.5 歳刻みのスパンにウェーブレット補
間法を適用し、発育現量値および速度曲線が描かれた。出生時の値はすべての
項目の男女ともに 1960 年度が高く、2000 年度が低かった。だが 0.5 歳時から 6
歳時には 2000 年度の方が大きくなっていた。次に速度曲線の解析から、出生
後 1 年間の急激な増大は、出生直後 1 ヶ月が最も顕著であることが示された。
その最大速度のピーク(Local peak velocity：LPV)年齢をみると、男女共に明確
な時代的変化を示す知見は得られなかったが、LPV については男女ともすべて
の項目で 1960 年度より 2000 年度の方が明確な増大傾向が示された。2 つ目の
速度のピーク(First local peak velocity：FLPV)年齢をみてみると、男児の身長、
体重、胸囲ではそれほど大きな変化はないが、頭囲では逆に少し年齢が遅くな
る傾向が示されていた。女児の身長では若干早まっている傾向が伺えるが、体
重では変化がなく、胸囲で若干早まる傾向が示された。頭囲では 1960 年度よ
り 2000 年度で早まる傾向を示した。FLPV の過去との比較では、男女児ともす
べての項目で大きな変化は示されなかった。また、すべての項目で FLPV の後
に 1960 年度は振幅が大きい波動を示しているが、その振幅の挙動は 2000 年度
にはほとんど滑らかな挙動を示していた。このことから、乳幼児身体発育指標
における構図の時代的変化は、少し小さく生まれて、成熟度は早く、身体は大
きく発育する構図が確立された。 
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Table4-1 Statistics for physical grow
th (height, w
eight, chest circum
ference, head circum
ference) in boys 
0 
0.5 
1 
1.5 
2 
2.5 
3 
3.5 
4 
4.5 
5 
5.5 
6 
H
eight (cm
) 
1960 
50.0 
67.0
74.1
79.4
85.0
88.5
91.9 
95.0
98.2
101.4
104.4
107.4
―
1970 
50.2 
68.2
75.4
80.8
87.1
90.8
94.4 
97.8
101.2
104.3
107.1
109.6
―
1980 
49.7 
68.1
75.5
81.0
87.2
91.1
94.8 
98.2
101.5
104.6
107.6
110.6
113.6 
1990 
49.6 
68.5
75.4
81.5
87.4
91.3
95.0 
98.6
102.1
105.4
108.6
111.6
114.5 
2000 
49.0 
68.3
75.5
81.1
87.1
91.0
94.7 
98.3
101.6
104.9
108.1
111.4
114.9 
W
eight (kg) 
1960 
3.1 
7.8
9.1
10.2
11.6
12.5
13.3 
14.2
15.0
15.8
16.6
17.4
―
1970 
3.2 
8.2
9.5
10.6
12.3
13.2
14.1 
15.0
15.8
16.6
17.4
18.2
―
1980 
3.2 
8.2
9.7
10.7
12.2
13.3
14.3 
15.2
16.1
17.0
17.9
18.9
19.9 
1990 
3.2 
8.1
9.6
10.8
12.3
13.4
14.3 
15.3
16.2
17.2
18.3
19.4
20.6 
2000 
3.0 
8.2
9.5
10.6
12.1
13.1
14.1 
15.2
16.2
17.3
18.4
19.5
20.6 
C
hest 
circum
ference 
(cm
) 
1960 
32.8 
43.9
45.7
47.4
49.3
50.5
51.4 
52.3
53.1
53.9
54.6
55.4
―
1970 
32.8 
44.7
46.9
48.2
50.1
50.9
51.8 
52.6
53.4
54.2
54.9
55.6
―
1980 
32.5 
44.6
47.0
48.2
50.1
51.0
52.0 
52.8
53.7
54.4
55.3
56.1
57.1 
1990 
32.2 
44.2
46.5
47.9
49.6
50.6
51.6 
52.7
53.7
54.6
55.5
56.4
57.6 
2000 
31.8 
44.2
46.2
47.6
49.2
50.3
51.3 
52.2
53.2
54.2
55.3
56.3
57.2 
H
ead 
circum
ference 
(cm
) 
1960 
34.0 
43.9
46.0
47.5
48.5
49.0
49.4 
49.6
49.9
50.1
50.3
50.5
―
1970 
33.5 
43.9
46.5
47.8
48.9
49.4
49.8 
50.1
50.4
50.6
50.8
51.0
―
1980 
33.6 
43.7
46.4
47.5
48.7
49.2
49.7 
50.1
50.4
50.7
50.9
51.1
51.2 
1990 
33.5 
43.6
46.3
47.6
48.8
49.3
49.7 
50.1
50.5
50.7
51.0
51.2
51.4 
2000 
33.3 
43.7
46.3
47.5
48.6
49.1
49.6 
50.0
50.4
50.7
51.1
51.3
51.6 
B
M
I          
(kg/m
2) 
1960 
12.4 
17.4
16.6
16.2
16.1
16.0
15.8 
15.7
15.6
15.4
15.2
15.1
―
1970 
12.7 
17.6
16.7
16.2
16.2
16.0
15.8 
15.7
15.4
15.3
15.2
15.2
―
1980 
13.1 
17.6
17.0
16.4
16.0
16.0
15.9 
15.8
15.7
15.6
15.5
15.4
15.4 
1990 
12.8 
17.2
16.9
16.2
16.1
16.0
15.9 
15.7
15.6
15.5
15.5
15.6
15.7 
2000 
12.7 
17.5
16.7
16.0
15.9
15.8
15.8 
15.7
15.7
15.7
15.7
15.7
15.6 
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Table4-2  Statistics for physical grow
th (height, w
eight, chest circum
ference, head circum
ference) in girls 
 
 
 
 
0.0 
0.5 
1.0 
1.5 
2.0 
2.5  
3.0 
3.5 
4.0 
4.5 
5.0 
5.5 
6.0  
H
eight (cm
) 
1960  
49.8 
65.4 
72.7 
77.8 
83.7 
87.2  
90.7 
94.1 
97.3 
100.4 
103.3 
106.3 
1970  
49.7 
66.6 
74.2 
79.5 
86.1 
89.5  
93.0 
96.4 
99.8 
103.1 
106.2 
109.1 
1980  
49.3 
66.8 
74.1 
79.9 
86.3 
90.2  
93.9 
97.5 
100.9 
104.1 
107.1 
109.8 
112.2  
1990  
48.9 
66.8 
74.2 
80.3 
86.0 
90.1  
94.0 
97.7 
101.3 
104.7 
107.9 
110.9 
113.8  
2000  
48.4 
66.9 
73.8 
80.0 
86.0 
89.9  
93.7 
97.4 
101.0 
104.3 
107.6 
110.8 
113.8  
W
eight (kg) 
1 960  
3.0 
7.2 
8.5 
9.6 
11.1 
12.0  
12.9 
13.8 
14.6 
15.4 
16.2 
17.0 
 
 
1970  
3.1 
7.7 
9.1 
10.0 
11.7 
12.6  
13.4 
14.3 
15.2 
16.1 
17.0 
18.0 
1980  
3.2 
7.7 
9.1 
10.3 
11.9 
12.9  
13.9 
14.8 
15.8 
16.7 
17.6 
18.4 
19.2  
1990  
3.1 
7.5 
9.0 
10.1 
11.7 
12.8  
13.8 
14.9 
15.9 
16.9 
18.0 
19.1 
20.1  
2000  
3.0 
7.5 
8.9 
10.0 
11.6 
12.6  
13.6 
14.6 
15.7 
16.8 
17.9 
18.9 
20.0  
C
hest 
circum
ference 
(cm
) 
1 960  
32.5 
42.8 
44.8 
46.3 
48.2 
49.4  
50.3 
51.2 
51.9 
52.6 
53.3 
54.1 
 
 
1970  
32.6 
43.6 
45.7 
47.0 
48.9 
49.6  
50.4 
51.1 
51.9 
52.7 
53.5 
54.4 
1980  
32.4 
43.6 
45.7 
47.1 
48.9 
49.8  
50.8 
51.6 
52.4 
53.1 
53.9 
54.7 
55.5  
1990  
32.0 
43.1 
45.4 
46.7 
48.3 
49.2  
50.1 
51.2 
52.4 
53.4 
54.4 
55.4 
56.3  
2000  
31.6 
43.1 
45.1 
46.5 
47.8 
48.7  
49.6 
50.6 
51.7 
52.9 
54.0 
55.1 
56.2  
H
ead 
circum
ference 
(cm
) 
1 960  
33.6 
42.6 
44.9 
46.3 
47.5 
48.0  
48.4 
48.7 
49.0 
49.3 
49.6 
49.9 
1970  
33.1 
42.7 
45.5 
46.5 
47.8 
48.2  
48.5 
48.9 
49.3 
49.6 
49.9 
50.1 
1980  
33.2 
42.6 
45.3 
46.5 
47.6 
48.1  
48.7 
49.1 
49.4 
49.7 
50.0 
50.2 
50.5  
1990  
33.1 
42.4 
45.1 
46.4 
47.6 
48.1  
48.7 
49.2 
49.7 
50.0 
50.3 
50.7 
50.9  
2000  
32.9 
42.6 
45.0 
46.5 
47.6 
48.2  
48.7 
49.2 
49.6 
50.0 
50.4 
50.6 
50.9  
B
M
I       
(kg/m
2) 
1 960  
12.1 
16.8 
16.1 
15.9 
15.8 
15.8  
15.7 
15.6 
15.4 
15.3 
15.2 
15.0 
1970  
12.6 
17.4 
16.5 
15.8 
15.8 
15.7  
15.5 
15.4 
15.3 
15.2 
15.1 
15.1 
1980  
13.0 
17.3 
16.6 
16.1 
16.0 
15.8  
15.7 
15.6 
15.5 
15.4 
15.3 
15.3 
15.2  
1990  
12.8 
16.9 
16.4 
15.7 
15.9 
15.8  
15.7 
15.6 
15.5 
15.4 
15.5 
15.5 
15.6  
2000  
12.6 
16.9 
16.3 
15.7 
15.6 
15.6  
15.5 
15.4 
15.4 
15.4 
15.5 
15.4 
15.5  
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Table4-3 Largest peak velocities and first local peak velocities in boys for height, 
weight, chest circumference and head circumference 
 
Growth Indicaotr Year
Largest peak velocity
(LPV) 
First local peak 
velocity (FLPV) 
Age 
(years) Velocity 
Age 
(years) Velocity 
Height (cm) 
1960 0.10 38.87 1.60 12.12 
2000 0.05 46.55 1.55 13.12 
Weight (kg) 
1960 0.05 11.72 1.70 2.91 
2000 0.05 12.80 1.65 3.21 
Chest circumference (cm) 
1960 0.05 29.92 1.50 3.99 
2000 0.05 33.23 1.50 3.82 
Head circumference (cm) 
1960 0.05 25.62 1.30 3.20 
2000 0.05 26.65 1.50 2.78 
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Table4-4  Largest peak velocities and first local peak velocities in girls for height, 
weight, chest circumference and head circumference 
 
Growth Indicaotr Year
Largest peak velocity
First local peak 
velocity 
Age 
(years) Velocity 
Age 
(years) Velocity 
Height (cm) 
1960 0.10 35.89 1.65 12.64 
2000 0.05 45.83 1.50 13.79 
Weight (kg) 
1960 0.10 10.07 1.65 3.18 
2000 0.01 12.01 1.65 3.24 
Chest circumference (cm) 
1960 0.05 26.61 1.65 4.01 
2000 0.05 30.30 1.45 3.44 
Head circumference (cm) 
1960 0.05 22.42 1.40 2.96 
2000 0.05 24.93 1.35 3.22 
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Table4-5 Highest BMI and lowest velocity of change in BMI in boys 
 
 
 
 
 BMI             
(kg/m2) 
Velocity of change in BMI   
(kg/m2 per year) 
Year Age (years) Highest Age (year) Lowest 
1960 0.50 17.38 0.70 -2.48 
2000 0.60 17.60 0.90 -2.91 
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Table4-6 Highest BMI and lowest velocity of change in BMI in girls 
 BMI            
(kg/m2) 
Velocity of change in BMI   
(kg/m2 per year) 
Year Age (years) Highest Age (year) Lowest 
1960 0.55 16.87 0.80 -2.33 
2000 0.60 16.97 0.90 -2.30 
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Fig 4-1 Growth distance and velocity curves in height from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-2 Growth distance and velocity curves in height from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-3 Growth distance and velocity curves in height from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-4 Growth distance and velocity curves in height from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-5 Growth distance and velocity curves in weight from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-6 Growth distance and velocity curves in weight from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-7 Growth distance and velocity curves in weight from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-8 Growth distance and velocity curves in weight from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-9 Growth distance and velocity curves in chest girth from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-10 Growth distance and velocity curves in chest girth from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-11 Growth distance and velocity curves in chest girth from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-12 Growth distance and velocity curves in chest girth from 0 to 6 years by 
wavelet interpolation method 
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Fig 4-13 Growth distance and velocity curves in head circumference from 0 to 6 
years by wavelet interpolation method 
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Fig 4-14 Growth distance and velocity curves in head circumference from 0 to 6 
years by wavelet interpolation method 
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Fig 4-15 Growth distance and velocity curves in head circumference from 0 to 6 
years by wavelet interpolation method 
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Fig 4-16 Growth distance and velocity curves in head circumference from 0 to 6 
years by wavelet interpolation method 
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Fig 4-17 Growth distance and velocity curves in BMI from 0 to 6 years by wavelet 
interpolation method 
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Fig 4-18 Growth distance and velocity curves in BMI from 0 to 6 years by wavelet 
interpolation method 
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Fig 4-19 Growth distance and velocity curves in BMI from 0 to 6 years by wavelet 
interpolation method 
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Fig 4-20 Growth distance and velocity curves in BMI from 0 to 6 years by wavelet 
interpolation method 
 
 
第五章 
検討課題Ⅱ 
ウェーブレット補間法から 
導かれる韓国人女子 BMI の 
加齢変化曲線から導かれる    
初経発来臨界期の構図 
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第 1 節 本章の目的  
 
BMI(Body Mass Index)は、通常医学的には肥満の程度を表す指標として国際
的にも広く活用されている指数である。この指数は身長と体重の数値から導か
れたもので体脂肪量は当然考慮されていない。しかし、体脂肪量と相関する指
数とみなされ(Garrows and Webster，1985)、肥満を判定する指標としては簡便で
安定しているといえる。肥満の程度を表す指標としては他に Rohrer 指数{(体重
g/(身長 cm)3×107}、Livi 指数[Benn 指数、Ponderal 指数：{(体重 g1/3)/身長 cm×102}]、
Kaup 指数{体重 g/(身長 cm)2×10}等があるが、この内 Kaup 指数は幼児期におい
て、Rohrer 指数は学齢における肥満判定にそれぞれ適用される場合が多い。  
 BMI に関しても経年変化を扱った報告はないが、実は BMI は他の事象や要素
とも関連を持ち、例えば白内障は BMI が大であるとなりやすいことが Glyma et 
al(1995)、Hiller et al (1998)によって報告されている。さらに、老年期痴呆患者の
入院後における BMI の低下が綿貫ら (1998)により報告され、老年痴呆患者の
ケアの判断基準としての有効性が示唆されている。このように、BMI は単に肥
満を判定する指標だけに留まらず、臨床面における問題解決の指針としての意
味も有している。  
 一方で BMI は初経発来の目安とされる場合がある。Frisch and Revelle (1970)、
Frisch (1976)によれば初経発来には一定量の体脂肪量が必要である。Garrows 
and Webster (1985)による体脂肪量との相関指標であるとする報告を考慮すれば、
BMI は体脂肪量の目安となり、ある程度初経発来の予測が可能と考えられる。
しかしながら、初経発来の目安を導くためには、初経時の BMI、すなわち身長
と体重値が必要となるわけだが、従来までの研究ではこの初経時の身長と体重
を求めるために、本人の記憶によるか、初経発来日における学年の身長、体重
値に、年間増加量×(4 月から初経年齢時までの月数/12 ヶ月)を加えた方法が採
用されていた。Frisch and Revelle (1970)も Interpolation による方法で初経時の身
長、体重を推定している。  
 このような方法では、単に与えられた発育現量値間を直線的に補間したにす
ぎず、真の身長、体重の発育曲線を近似するための理論的根拠を備えた手法と
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は言えず、初経時の身長、体重を近似するためには妥当ではない。そこで、藤
井と山本(1995b)、Fujii and Mtsuura (1999)が提唱したウェーブレット補間法を身
長と体重の縦断的発育データに適用することでこのような問題は解決できると
考えた。つまり、ウェーブレット補間法によって身長と体重の発育現量値を近
似的に記述することが出来るため、初経時の身長、体重値を特定することがで
きる。そこで、BMI の加齢変化を検討するために、BMI の加齢変化に対してウ
ェーブレット補間法を適用した場合、初経年齢時の BMI は特定でき、さらに
BMI の加齢変化と初経年齢との対応関係を導くことができる。つまり、BMI の
加齢変化速度は体脂肪量の増大速度を推定していると仮定した場合、この増大
速度は初経発来に対する体脂肪量の臨界期を推定する目安と仮説される。本研
究における臨界期の意味は、女子の身体が思春期に入り感受性が亢進する特定
の時期として、初経が正に発来しようとしている一生に一度の時期と考える。
したがって、初経発来が臨界期を過ぎても生起しなければ、初経遅延の現象も
検出できる可能性がある。特に臨界期を過ぎても生起しない初経の遅延はスト
レス性による初経遅延の推測が可能となる。それはスポーツ選手の場合のよう
に、除脂肪量の増大による初経遅延であれば体脂肪量が臨界期に達しておらず、
結局、臨界期そのものが遅れることになる。しかし、臨界期を過ぎても初経発
来がないということは、何らかのストレスが関与していることを示す証左と考
えられる。このような場合は一般女子に対しても適用することができる。  
 このように BMI の MPV(最大加齢速度：Maximum Peak Velocity)年齢を特定す
ることは、初経発来に対する新たな目安が構築されることになる。藤井(2006c)
は日本人一般女子を対象にすでに解析を実施し、BMI の MPV 年齢が初経発来
の臨界期であることを提唱した。そこで、本研究は同じアジア人であり、モン
ゴロイドである韓国一般女子について BMI の加齢変化をウェーブレット補間
法から導き、初経発来に対する脂肪量の臨界期を検証しようとした。そしてさ
らに、本研究によって藤井(2006c)が日本人女子で検証した論理の妥当性を韓国
人女子で再度検討するものである。
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第 2 節 方法  
 
1. 対象   
対象は韓国釜山近郊の一般高校 2 年生女子 345 名であり、アンケート調査に
より生年月日と初経年齢を把握した。また、韓国で行われている健康診断票を
後方視的に調査し、小学校 1 年(7 歳)から高校 2 年(17 歳)(1996 年から 2008 年)
までの身長と体重の縦断的発育資料を得た。これらの身長、体重の縦断的測定
値から小学校 1 年から高校 2 年までの各学年における BMI を算出した。  
尚、韓国の一般高校においては、定期的な運動部の活動は実施されておらず、
初経年齢前後における運動経験はほとんどないことを留意されたい。初経年齢
調査についてはインフォームドコンセントを踏まえて施行された。  
 
2. 解析手法  
ウェーブレット補間法は、与えられた発育データから真の発育曲線を近似的
に記述するために、データとデータをウェーブレット関数(基底関数は Meyer
の mother wavelet)によって補間し、発育現量値曲線を描き、その描かれた現量
値曲線を微分して得られた発育速度曲線を導き、思春期ピークや初経年齢時の
発育現量値を調べる方法である。ウェーブレット補間法の特性は、局所的事象
を敏感に読み取り、近似の精度が極めて高いことである。その理論的背景の詳
細や有効性の根拠については先行研究  (1995)(1999)ですでに述べてあるので、
ここではウェーブレット補間法によるデータ解析のアルゴリズムについては割
愛する。  
ウェーブレット補間法を 7 歳から 17 歳までの BMI の加齢現量値に対して適
用する。そして、描かれた加齢現量値曲線を微分して導かれた速度曲線から
MPV(Maximum Peak Velocity)年齢を特定する。この BMI の MPV 年齢は思春期
における最大加齢変化速度年齢のことで、特にウェーブレット補間法から導か
れた BMI の加齢現量値およびその微分である変化速度は、基本的にはウェーブ
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レット関数から算出され、その手続きは Unix-workstation の Sunflare によって
計算されている。それによって初経年齢時の BMI が算出でき、また、BMI の
MPV 年齢時における BMI 値も算出が可能になる。これによって、初経年齢と
BMI の MPV 年齢との関係を検証する。  
 
3. 解析の手続き  
1) 韓国人女子高校生の7歳から17歳までの身長と体重からBMI値を算出する。 
2) 韓国人女子高校生の7歳から17歳まで算出されたBMI値に対して1歳刻み
でウェーブレット補間法を適用してBMIの加齢現量値曲線を描く。   
3) 2)で得られた7歳から17歳までのBMIの加齢現量値曲線を微分して加齢変
化速度曲線を導き、得られた速度曲線から最大発育速度 (Maximum Peak 
Velocity：MPV)年齢を求める。  
4) BMIの加齢現量値曲線および加齢変化速度曲線からBMIの加齢変化を検証
し、初経年齢の対応関係を検討する  
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第 3 節 結果  
 
1. BMI の平均的加齢変化  
 BMI の小学校 1 年(7 歳)から高校 2 年(17 歳)までの平均加齢現量値に対してウ
ェーブレット補間法を適用して描かれた現量値曲線グラフを Fig 5-1 に示した。
小学校 1 年の BMI 約 15 から高校 2 年の BMI 約 21 までの加齢変化が近似的に
描かれ、BMI の平均加齢現量値曲線は、シグモイド型というよりはやや直線的
に漸増する傾向であった。次に BMI の加齢変化速度曲線をみると、身長や体重
の場合と同じように思春期のピークが示され、思春期における BMI の加齢変化
速度の最大速度(MPV：Maximum Peak Velocity)の出現が認められた。このグラ
フにおける BMI の最大加齢変化速度が出現した年齢、つまり MPV 年齢を特定
すると 13.2 歳であり、初経年齢の平均値 12.4 歳のほうが約 1 年早く、BMI の
MPV 年齢が生じていた。しかし、これは平均的なデータであるため、個々のデ
ータについて解析する必要があろう。  
 
2. BMI の個々の加齢変化と初経年齢との関係  
Fig. 5-2 は、個々における BMI の加齢現量値に対してウェーブレット補間法
を適用して描かれた 1 つのサンプルグラフである。加齢現量値曲線は漸次増加
傾向を示し、速度曲線からは思春期のピークである MPV の出現が認められた。
そこで、被験者 263 名全てについて、BMI の加齢現量値に対してウェーブレッ
ト補間法を適用し、測定日および個人の誕生月を考慮した BMI の MPV 年齢を
導いた。その結果、BMI の MPV 年齢の平均は 12.8±1.6 歳、初経年齢は 12.3±1.1
歳となり、個々で BMI の MVP 年齢を導いた場合には、初経年齢が BMI の MPV
年齢よりも 0.4 歳早まる傾向が示された。このことをさらに明確に示すために、
BMI の MPV 年齢と初経年齢の分布(Fig 5-3)から BMI の MPV 年齢および初経年
齢の正規性を正規分布関数より導いた。以下に両者の正規分布関数を示す。  
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初経年齢  
 
BMI の MPV 年齢  
 
以上の正規分布関数から χ２値を算出すると、BMI の MPV 年齢においては 32.9、
初経年齢では 18.0 となり、両者において正規分布関数に良く適合することが認
められた。したがって、初経年齢および BMI の MPV 年齢はばらつきに多少の
違いがあるものの、ともに正規性をもった分布を示すことが確認された。  
 
3. BMI の MPV 年齢と初経年齢とのズレ(interval)に関する検討  
BMI の MPV 年齢と初経年齢とのズレ(interval)の統計値および分布グラフを
Table 5-1 と Fig 5-4 に示した。初経年齢と BMI の MPV 年齢のズレ(interval)は－
0.42±1.6 歳となり、初経年齢と BMI の MPV 年齢との間には有意差が認められ
た。つまり、初経年齢が BMI の MPV 年齢よりも早いことが示された。そして、
このズレにおける分布(Fig 4)の正規性は以下に示される正規分布関数より導か
れる。  
 
BMI の MPV 年齢と初経年齢のズレ(interval) 
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以上の正規分布関数より、χ２値は 8.14 となり、その正規性の妥当性は認められ
た。藤井 (2006)による日本人女子の場合では、初経年齢は 12.11 歳±0.93、BMI
の MPV 年齢は 11.96 歳±0.97 で、両者のズレは 0.15 歳±0.81 で有意差は認め
られず、BMI の MPV 年齢が初経発来時期と推定された。しかし、韓国人女子
を同じモンゴロイドと見なせば、初経発来は BMI の MPV 年齢から判断すると
少し早まっていると推測される。  
 
4. BMI の MPV 年齢時における BMI 値について  
Table 5-1 より、BMI の MPV 年齢時での BMI をみると 19.0±2.6 となり、また、
初経年齢時の BMI は 19.2±2.7 で、両者の BMI 値における平均値の差の検定で
は有意差は認められなかった。よって、BMI の MPV 年齢と初経年齢間に若干
の差が認められているが、両年齢時の BMI 値は変わらないことが示された。  
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第 4 節 考察  
 
BMI(Body Mass Index)は元々Quetelet (1835)が創り出した体格指数であるが、
現在でもこの指数が何を意味しているのかは良く分かっていない。しかしなが
ら、肥満の程度を表す指標として活用された背景には Key et al (1972)の研究が
ある。もちろん、BMI は身長と体重の数値から導かれたもので、体脂肪量は当
然考慮されていない。そこで、彼は BMI が体脂肪率や肥満度と高い相関を示す
ことを明らかにし、身体組成研究分野に重要な指標と位置づけたのである。こ
の知見以外にも、BMI と白内障との関連を報告した研究 2)3)にもあるように、
他の事象との関連から問題解決への指針としての意味も有する。Teramoto et al 
(1999)、乙木ら (1999)、Komiya et al (2000)は幼児期の身体組成の分布から体脂
肪分布に関する性差を検討した。さらに、Garrow and Webster (1985)は Key et al 
(1972)の知見を一歩進め BMI における体脂肪率の指標としての意味を提唱した。
しかしながら、本研究で問題とした BMI の加齢変化から他の事象との関連を導
こうとした報告はない。  
渡辺と上田  (1982)のカウプ指数の追跡研究として体型の変化を乳児期から
児童期までどのように変化していくかを検討した報告がある。しかし、基本的
にはカウプ指数は BMI とおなじであるが、BMI の直接的な加齢変化を扱ったわ
けではない。これら報告は BMI の加齢変化が身長発育のように思春期ではあま
り変化を示さないために、生のデータをそのまま扱う作図法(graphic method)で
はその変化を明瞭に解析することが出来ないと考えられる。そこで、このよう
な問題点を克服する手法として藤井と山本(1995b)、Fujii and Matsuura (1999)が
提唱したウェーブレット補間法を適用したわけである。したがって、本研究で
は BMIの MPV年齢をその加齢変化からウェーブレット補間法によって決定し、
その BMI の MPV 年齢と初経年齢との関係を検討した。その結果、平均として
の BMI の加齢変化をみると(Fig5-1)、明らかに BMI の加齢変化速度において思
春期ピークが現れている。そして、BMI の MPV 年齢と初経年齢が比較的重な
っているようである。このような知見は藤井(2006c)が日本人女子で確認してい
るが、韓国人女子においても初経発来に対する体脂肪率の臨界期を提示する証
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左と推測される。しかし、平均グラフであるため個々について解析する必要が
ある。  
そこで、個々に BMI の加齢変化をウェーブレット補間法によってグラフに描
いた結果、Fig 5-2 のようなグラフが示された。個人によっては数個ピークが示
さ れ る 場 合 が あ る が 、 BMI の 加 齢 変 化 速 度 に お け る 思 春 期 ピ ー ク は
MPV(maximum peak velocity)として特定されることが可能である。したがって、
個々に算出された BMI の MPV 年齢およびその年齢と初経年齢とのズレ
(interval)の統計値から判断すると、BMI の MPV 年齢より初経年齢の方が 0.42
歳ほど早くなっていることが示された。さらにこの結果を検証するために、BMI
の MPV 年齢およびその年齢と初経年齢とのズレの頻度分布が正規性を示すか
どうか検討し、その両者の頻度分布を比較検討した。その結果、BMI の MPV
年齢と、その年齢と初経年齢とのズレの頻度分布は正規性が認められ、BMI の
MPV 年齢と初経年齢の頻度分布は僅かに初経年齢が早くなっていることが明
確化された。この点に関して、藤井  (2006c)による日本人女子の場合では、初
経年齢は 12.11 歳±0.93、BMI の MPV 年齢は 11.96 歳±0.97 で、両者のズレは
0.15 歳±0.81 で有意差は認められず、BMI の MPV 年齢が初経発来時期と推定
された。しかしながら、同じモンゴロイドでこのような差違が示されたことは
恐らく韓国人女子の初経発来のメカニズムに何らかの問題が推測される。つま
り、韓国人女子の初経発来は BMI の MPV 年齢から判断すると少し早まってい
ると推測される。  
藤井ら(2010)は一般の女子における初経遅延後の月経状態と運動実施状況に
ついて、初経遅延評価システムを適用することによって検証した結果、初経が
早まる初経早経についてある仮説を提唱した。それは、古屋と佐藤(1994)によ
れば，近年注目されてきたメラトニンの作用の１つにゴナドトロピン｛性腺刺
激ホルモン(Gonadotropin)は卵胞刺激ホルモン：FSH(follicle stimulating hormone)
と黄体形成ホルモン：LH(luteinizing hormone）がある)の抑制作用があるが、こ
のことが初経発来に何らかの影響を与えていると報告している。そして、この
知見を引用すれば、メラトニンの異常による血中濃度の低下がゴナドトロピン
の増加を促進し、結果的に初経が早まるという仮説が推測できる。特に、メラ
トニンの異常による仮説については、現在、我が国の教育システムの厳しさが
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学齢期の子どものサーカディアンリズムを狂わし、生活状況に深刻な影響を与
えている。そこにメラトニンの異常が関与するのではないかと推察されるので
ある。実は、韓国の教育システムは日本以上に厳しい実態が報告されている。
辛ら(2009)によれば、韓国の高校生は、現在の韓国における大学入試制度を基
盤とした生活スタイルが目立ち本人の意志や意欲に関わらず教育制度や環境に
よる制約が大きいと述べている。つまり、初経発来前後の中学生を含め、入試
を主とした教育政策が中学、高校生の勉強に対する大きなプレッシャーとなり、
一流大学への入学に対する精神的ストレスを与えているのである。つまり、思
春期における一般韓国人女子の生活スタイルは大学入試の準備のために、深夜
まで学習塾で勉強し、早朝から学校に行くパターンを形成している。そのため
に慢性的な睡眠不足に陥り、韓国人女子の思春期におけるサーカディアンリズ
ムを狂わしている可能性がある。このような韓国の現状を考えると、メラトニ
ンの異常仮説を否定できないかもしれない。しかしながら、本研究はこの仮説
を立証するまでには至っていない。いずれにせよ、BMI の MPV 年齢は体脂肪
が正に増大しようとしている時期であり、初経年齢が僅かに早くなっていたと
しても初経発来の臨界期と推定できよう。  
もともと限界体重説は Frisch and Revelle(1970)が提唱した理論で、一定の体重
になることが初経発来のトリガーとして働くというものである。しかし、実際
は初経発来時の体重であり、この体重を推定する手法上の問題があるのである。
よって、この説はすぐ後に Johnston et al (1971)も再度検証をしている。そして、
Johnston et al (1975), Trussell (1980)によってこの説は論議されたが否定され、体
重の代わりに脂肪が取り上げられ、限界脂肪説として提唱された。限界体脂肪
量は体脂肪率で表され、17％が目安とされている。しかしながら、体脂肪率の
加齢変化が検討されたわけではなく、初経時の体脂肪率はあくまでも推定値と
して考えられている。  
いずれにせよ、韓国女子における BMI の MPV 年齢は初経年齢と密接な関係
があり、BMIの MPV年齢を藤井(2006c)が示した初経発来の臨界期とみなせば、
初経遅延や初経早経を判断することも可能である。したがって、BMI の MPV
年齢の推定は、その年齢時点での BMI 値を求めることによって得られることに
なる。また、初経年齢時の BMI 値を推定することも初経発来の目安として重要
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な指標となる。このように BMI の加齢変化をウェーブレット補間法によって記
述することにより、BMI の MPV を検証できた新たな知見を提唱することにな
ろう。  
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第 5 節 結 論  
 
本研究は韓国人女子における BMI の小学１年から高校 2 年までの加齢変化に
対してウェーブレット補間法（WIM）を適用し、BMI の最大加齢変化速度（MPV）
年齢を特定することにより、初経年齢との関係を検証するものである。韓国釜
山地区における韓国一般女子高校 2 年生 263 名を対象に、初経年齢と運動実施
状況をアンケート調査によって得た。小学 1 年から高校 2 年まで(1996 年から
2008 年まで)の BMI の現量値に対してウェーブレット補間法を適用し、BMI の
MPV 年齢が特定された。BMI の MPV 年齢の平均は 12.7±1.6 歳、初経年齢は
12.4±1.1 歳で、両者の年齢のズレ(interval)は－0.42±1.6 歳となり、初経年齢と
BMI の MPV 年齢との間には有意差（P<0.05）が認められた。そして、BMI の
MPV 年齢は初経年齢より少し遅かったことが示された。このことは、思春期に
おける韓国人女子の生活スタイルが大学入試の準備でストレスが多く、そのた
めに慢性的な睡眠不足に陥り、サーカディアンリズムを狂わすことによってメ
ラトニン異常が仮設される。その結果として、初経が早まることが推測される。
したがって、日本女子では BMI の MPV 年齢は初経発来の臨界期と見なしたこ
とを考慮すれば、韓国人女子の BMI の MPV 年齢は初経年齢より遅いが、初経
年齢の臨界期として妥当であると推測できる。さらに、初経年齢時の BMI 値、
BMI の MPV 年齢時の BMI 値は初経発来の目安として提唱される。  
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第 6 節 図 表  
 
 
 
Table 5-1  Mean value and standard deviation about age at menarche and age at 
MPV of BMI 
 
  mean  SD 
age at menarche 12.33  1.1  
age at MPV of BMI average 13.2  ／ 
age at MPV of BMI individual data 12.76  1.6  
interval between age at MPV of BMI and age at 
menarche 0.43 1.6  
BMI of age at MPV 19.0  2.6  
BMI of age at menarche 19.2  2.6  
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Figure 5-1  Distance and velocity curve for BMI of average data from 7 to 17 years 
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Figure 5-2  Distance and velocity curve for BMI of one individual sample data from 
7 to 17 years 
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Figure 5-3  Frequency distribution in age at MPV of BMI and age of menarche 
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Figure 5-4  Frequency distribution of the interval between age at MPV of BMI and 
age at menarche 
 
f(x)＝ 0.3 × 263√2𝜋 × 1.60 𝑒 −
(𝑥௜ − 12.76)ଶ
2(1.60)ଶ  
f(x)＝ 0.5 × 263√2𝜋 × 1.10 𝑒 −
(𝑥௜ − 12.34)ଶ
2(1.10)ଶ  
f(x)＝ 0.3 × 263√2𝜋 × 1.60 𝑒 −
(𝑥 + 0.42)ଶ
2(1.60)ଶ  
 
 
 
第六章 
検討課題Ⅲ 
韓国人男子中学生における BMI に
対する筋肉率の回帰評価に基づく
体力の検証  
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第 1 節 本章の目的  
 
体力の低下傾向について、日本では、西嶋(2002)(2003)が文部科学省の統計調
査をもとに児童・青少年の体力低下を検討している。確かに、1980年から85年
をピークに体力の低下が示され、現在でもその歯止めは掛かっていないようで
ある。このような問題は西嶋以外にも青山 (1994)、加賀谷 (1997)、脇田
(1996)(1997)によっても検討されている。八田(2002)、佐々木(2002)、松元(2002)
は大学生の体力の年次推移を検討し、テスト項目によっては停滞傾向もあるが、
全般的には1985年以降低下傾向にあることを指摘している。  
一方、韓国でも体格は向上しているにも関わらず青少年の体力低下が問題と
なっている。Tomkinson ら(2007)は、1968 年から 2000 年における 6 歳から 18
歳までの韓国人児童・生徒のデータを分析したところ、1968 年から有酸素能力
は低下し続けており、一方で BMI は増加していることを報告している。現在、
韓国ではかつての日本と同じように大学受験が激化しているが、日本と異なる
のは生活パターンが入試を主体とした教育制度や環境による影響が強いことで
ある。韓国統計庁(2005)による 2004 年度の生活時間調査結果によると、高校生
では１日 10 時間程度を学習や通学に使用しており、その中で学習時間は 9 時間
程度となっている。しかし、体育の授業は選択制を取っており年間 4 単位しか
取れず、身体活動の時間は著しく少なくなっている。さらに余暇時間は 3.5 時
間程度であるが、この中でパソコンやインターネット、テレビの使用時間は半
分程度を占めることが報告されている。このような生活状況の中で脂肪や糖分
の過剰摂取、女子の過激なダイエット指向といった生活習慣も体力低下の要因
と指摘される。韓国では、1951 年から行われてきた小学校 5 年生から高校 3 年
生までを対象とした「学生身体能力検査」という体力検査システムがあるが、
測定結果がこのような問題点の指摘と一致しているとはいえない。  
BMI は肥満の指標であるが、一方で外見的に判断される体型的な肥痩度の評
価指標でもある。しかし、それは体脂肪量の蓄積度合いを表したものではなく、
筋肉量が多くても肥満と判定されてしまう。Fujii et al (2008)、田中、藤井ら
(2009)は BMI に対する体脂肪量の多項式回帰分析から、韓国中学生の形態的質
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の違いによる体力を検討し、脂肪が体力に対してネガティブに作用しているこ
とを明確にした。確かに脂肪が体力を低下させることは当然の事象と考えられ
るが、明確な報告はされていなかった。Fujii et al (2008)、田中、藤井ら(2009)
の報告によって脂肪による体力低下の仮説の検証がなされ、韓国統計庁(2005)
の報告に示されるような韓国中学生の生活状況から体力低下傾向を誘引してい
ると推察された。しかしながら、脂肪が体力に対してネガティブな作用をする
が、体力を支配している組織は筋肉である。水野(1980)は体格考慮の体力判定
評価チャートを考案した経緯がある。この論理は体格が大きければ体力も高水
準であると言うディメンション論から派生されている。つまり体格が大きくな
ることは筋力も当然高くなることに基づいている。しかし、現在の体力低下傾
向の状況ではディメンション論が成立していない可能性がある。そこで、本研
究では韓国の男子中学生を対象に、形態的質の違いを BMI に対する筋肉率の多
項式回帰分析から、つまり、BMI の割には筋肉が多い少ないによって体力にど
のように影響するかを検証しようとした。そして、筋肉が正常な筋力として体
力に直接的な影響を与えているかを、多項式回帰評価チャートにより分類され
た筋肉率の大小群における体力を比較・検討するものである。  
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第 2 節 方法  
 
1．対象  
被験者は、韓国ソウル近郊の中学校に通う 14 歳男子生徒 201 名であった。被
験者には事前に調査および測定の内容を説明し、測定参加に対する同意を得た。
被験者には急性および慢性の疾患を患っている者は含まれていなかった。測定
は 2006 年 10 月に実施された。  
 
2．体格と身体組成  
身体成分は、 segmental bioelectrical impedance analysis & multi-frequency 
bioelectrical impedance analysis 法によるボディコンポジションアナライザー
（InBody 3.2, Biospace）を用いて、体重、Total body water(TBW)、筋肉量(Soft lean 
mass : SLM)、筋肉率、体脂肪率および体脂肪量(Fat mass)を測定した。SLM は
タンパク質量を加えて算出され、筋肉率は体重に対する SLM の割合とした。
体脂肪量は体重から SLM およびミネラル量を減じて算出されている。身長の
測定は、デジタル身長計を使用した。BMI は体重(kg)を身長(m)の 2 乗で除して
算出した。  
 
3．体力測定項目  
体力測定項目の内訳については、上体起こし、長座体前屈、腕立て伏せ、20m
シャトルランであった。  
 
4. BMI に基づく体型分類  
BMIに基づく体型判定を行ない、肥満度別標準帯を類別した。BMIによる肥
満度のタイプ分類は、成人における肥満度判定のBMIを中学生に適用するこ
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とは適切ではなく、この時期における明確な肥満もしくは痩身の判定基準が
ないことから、本研究では本被験者におけるBMIの平均値と標準偏差(SD)に
よるによる平均値評価法を適用した。統計的な検討を可能にするために、平
均値+0.5SD以上を肥満タイプ、平均値-0.5SD以上+0.5SD未満の間の者を標準
タイプ、平均値-0.5SD未満を痩身タイプとして分類した。ＢＭＩ平均値は22.1、
SD=4.0であったため、ＢＭＩ25.1以上を肥満タイプ、ＢＭＩ19.1以上25.1未満
を標準タイプ、ＢＭＩ19.1未満を痩身タイプとした。  
 
5．BMI に対する筋肉率の回帰分析  
BMIに対する筋肉率の最小二乗近似多項式による推定を試みた結果、次のよう
な１次から３次までの回帰多項式を導くことができた。（ここで、3次までの
多項式だけを適用したのは、Tanaka, Fujii et al (2008)による研究において、す
でに6次の多項式まで適用した結果、2次または3次が妥当であることが示され
たからである）  
１次回帰多項式：y=-0.906x+62.526 
   {但し、y は筋肉率、x は BMI} 
決定係数 R2＝0.5769、残差平方和は 1931.80 であった。  
２次回帰多項式：y = -0.0225x2 + 0.1317x + 50.939 
  {但し、y は筋肉率、x は BMI} 
  決定係数 R2＝0.5837、残差平方和は 1900.51 であった。  
３次回帰多項式：y = 0.0105x3 - 0.7473x2 + 16.452x - 68.769 
  {但し、y は筋肉率、x は BMI} 
  決定係数 R2＝0.6197、残差平方和は 1737.85 であった。  
BMI に対する筋肉率の１次から３次までの最小二乗近似多項式において決定
係数は漸次増加傾向であり、残差平方和も３次の最小二乗近似多項式が最も少
なかった。AIC による結果も 1 次 1031.26、2 次 1029.97、3 次 1013.99 であり、
３次が最も少なく、したがって BMI に対する筋肉率の標準回帰評価の構築にお
いては３次多項式を適用することが妥当であると判断された。  
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6. BMI に対する筋肉率の標準回帰評価チャートの構築  
 BMI に対する筋肉率の３次多項式による 5 段階の回帰評価チャートを構築し
た。評価帯は平均値-0.5SD 以上+0.5SD 未満を標準、平均値+1.5SD 以上を筋肉
過多、平均値+0.5SD 以上+1.5SD 未満をやや筋肉過多、平均値-1.5SD 未満を筋
肉過少、平均値-1.5SD 以上-0.5SD 未満をやや筋肉過少と設定した。この標準
回帰評価チャートから BMI に対する筋肉率の蓄積度合いが判定される群間の
体力が検討される。  
 
7. 統計解析  
回帰多項式が共に構成するBMIに対する筋肉率の違いに基づいて判定された
体力を検証する。BMIに対する筋肉率の蓄積度合いの判定は、標準回帰評価チ
ャートの５段階評価判定をもとに群を設定した。平均値-0.5SD以上+0.5SD未満
の評価帯を標準群とし、平均値+0.5SD以上のもの、つまり、５段階評価でやや
筋肉過多と筋肉過多の評価帯に属するものを筋肉過多群とした。また平均値
-0.5SD未満のもの、つまり、５段階評価でやや筋肉過少および筋肉過少の評価
帯に属するものは筋肉過少群とした。肥満度タイプ内におけるこれら３群の体
力について各群間における分散分析をそれぞれのタイプ別に行った。  
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第 3 節 結果  
 
標準回帰評価チャートから導かれる肥痩度別筋肉率の度合いによる体力の検
証をした結果、Table6-1～6-3はBMIの肥痩度タイプ別におけるこれら3群の体力
の統計値および群間における分散分析を示したものである。標準タイプで20m
シャトルラン、腕立て伏せ、上体起こしに、肥満タイプでは20mシャトルラン
にそれぞれ有意差（P<0.05）が認められた。痩身タイプでは群間における体力
項目に差は認められなかった。さらにこれら体力項目に対し、Tukeyの多重比
較検定を用いて3群間の筋肉率度合いの体力を検討したところ、標準タイプと肥
満タイプの20ｍシャトルランにおいてすべての群間に有意差（P<0.05）が認め
られ、共通して筋肉過多群、標準群、筋肉過少群の順で優れていることが示さ
れた。標準タイプの腕立て伏せ、上体起こしにおいて筋肉過多群と標準群およ
び筋肉過少群との間に有意差（P<0.05）が認められ、いずれも筋肉過多群が優
れていることが示された。本研究で使用されたデータは4年前であるが、2007
年度国民体力実態調査結果からも、最近、身体的要素において大きな変化が示
されていないことから、本研究での知見は最近の情報として十分価値があると
いえる。  
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第 4 節 考察  
 
本研究において韓国人中学生ではあるが、BMI と筋肉率の回帰分析を導いた
知見はそれほど多くない。藤井ら(2008)、田中ら(2008)(2009)によって BMI に対
する体脂肪率の回帰評価から体力を検証した報告では、BMI のわりに脂肪蓄積
度合いが多い者の体力は劣ることが示された。つまり、脂肪は体力に対してネ
ガティブな作用をすることが明確にされたわけである。しかし北川(1999)によ
れば、肥満という身体的特異体型が有する体力が劣るのであって、脂肪が直接
体力に影響を与えるという知見は導かれていない。脂肪は体力に対して負の作
用を示すことは容易に推測できる。しかしながら、脂肪と体力の関係を直接的
に論じた知見はあまりない。恐らく、身体組成と体力の関係を検討するために
は多くの身体組成データが必要であり、同時に体力測定データも必要となるた
めに、データ収集の困難さからこれらの研究が進まなかったといえる。また、
肥満研究への傾倒が脂肪と体力との直接的な関係を研究する暇を与えなかった
のであろう。よって、その様な意味で藤井ら(2008)、田中ら(2008)(2009)の報告
は貴重なものといえる。しかしながら、本研究で採用した身体組成の計測には
BIA(Bioelectrical Impedance Analysis )法を採用している。周知のように、生体組
織の電気抵抗値（生体インピーダンス）を測定することで、体脂肪量および筋
肉量などの体組成を推定する。そのためには実際の脂肪量が判明していなけれ
ば電気抵抗からの推定ができない。つまり、DXA 法（二重 X 線吸収法）によ
って実際の体脂肪量を測定し、電気抵抗値との回帰分析によって BIA 法が確立
されている。したがって、本研究における限界がここに存在する。しかし、BIA
法を使用した場合、侵略的でないので多くのデータが収集でき、特に、学齢期
の子どもには有効である。医学的な信頼性は少し劣るかもしれないが、健康・
スポーツ科学分野では BIA 法を使用した研究も進んでいる(前田ら 2007、山本
ら 2007、Silventoinen ら 2009)。  
一方、脂肪と体力との関係を検討する場合、BMIと体力の相関分析から論じ
る方法を取る。それはBMIが体脂肪率との相関が高いことから適用されるわけ
である。服部(2006)は、BMIは確かに体脂肪率との相関は高いが、結局、身長
と体重から導かれた体格指数にすぎず、特に発育期では身体的内部の質はBMI
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には反映されない問題に注意を促している。もともとBMIが肥満判定の基準に
設定された背景は、Keys et al (1972)やGarrow and Webster (1985)の知見によって、
BMIと体脂肪率との相関が非常に高いことがその理由になっている。これによ
って、世界保健機構（WHO）では成人の肥満指標として、BMI、25以上をpreobese
とし、30以上をobeseと設定している。あくまでも成人の指標であって、発育期
には当てはまらない。それは、身体組成を除脂肪量(fat free mass)と脂肪量(fat 
mass)の２つの要素に区分すれば、発育期ではこの両要素の加齢変化傾向が異な
るからである。さらに性差によっては大きく異なることになる。  
 本研究では韓国中学生男子のBMIと筋肉率との回帰分析を実施したところ、
高い逆相関が認められた。このような知見は従来まであまり報告されてはいな
い。服部(2006)は、発育期ではBMIとFFM、FMとの依存関係が異なることを様々
な文献を引用して説明している。確かにBMIの加齢変化をみると、身長や体重
のようなシグモイド曲線を示すことを藤井(2006)は検証している。したがって、
発育期におけるBMIの増大は、Tahara et al (2002)も指摘しているように筋肉量
の増大に依存しているようだ。しかし、当然男女で依存度は異なり、男子はよ
り筋肉量に依存するが、女子では、Wang and Bachrach (1996)が指摘しているよ
うに、BMIと体脂肪率の相関は、r=0.72と高く、脂肪量への依存が示唆される。
いずれにせよ、本研究では直接的に筋肉率とBMIの関係を検討した結果、r=－
0.76と高い逆相関が認められ、明らかにBMIが大になれば筋肉率は減少する構
図を示している。つまり、BMIは体脂肪率とは正の相関が高く、筋肉率とは負
の相関が高いことが示されたことになる。この知見によって新たにBMIは体
力・運動能力の核とされる筋肉とは相反する指数として位置づけられよう。さ
らに、本研究ではBMIに対する筋肉率の回帰分析を実施し、3次の多項式回帰の
有効性が示されたことは従来までには全くない知見である。単にBMIと筋肉率
が逆相関という関係だけでなく、BMIから筋肉率を推定することができる。こ
のBMIからの推定の意味は、脂肪率が高く推定されると同時に、筋肉率は低く
推定されると言う構図を持つことになる。  
 このような観点から本研究の結果を考察すると、BMIから分類した肥痩度別
分類で標準タイプにおいては、長座体前屈のような柔軟能力ではBMIに対する
筋肉蓄積度合いの違いによって有意差は認められなかったが、20ｍシャトルラ
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ン、腕立て伏せ、上体起こしでは筋肉過多群が有意に優れており、BMIのわり
に筋肉蓄積度合いの大小により体力に差が示されたといえる。標準タイプに対
して痩身タイプや肥満タイプではBMIに対する筋肉蓄積度合いの大小が体力に
それほど大きな影響を与えていないことが示されている。それは、痩身タイプ
においては、すべての体力項目において各群間に有意差は認められず、筋肉蓄
積度合いの影響が必ずしも体力・運動能力の成就とは結びつかないようであっ
た。肥満タイプにおいては、20mシャトルランで筋肉過多群が有意に優れてい
たが、長座体前屈、腕立て伏せ、上体起こしでは有意差は認められなかった。
痩身タイプで有意差が示されなかったのはデータ数の関係が影響している可能
性はあるが、恐らく、痩身、肥満という特異体型による影響は筋肉蓄積度合い
が異なっても体力に作用しなかったと推測される。もちろん肥満タイプにおけ
る20mシャトルランのような持久能力では、肥満でも筋肉蓄積度合いの影響は
考えられる。しかし一方、標準タイプでは筋肉蓄積度合いが異なることによっ
て体力への影響が示されたことは、当然、筋肉率が高ければ柔軟能力を除き、
筋力、持久能力、瞬発力等も優れることは容易に理解できる。  
 本研究によって、BMI が新たに筋肉率に対する指標として位置づけられた
といえる。つまり、BMI が増大すれば筋肉率が減少する構図を示すことが明確
にされたと考える。この意味は、BMI から体脂肪率を推定でき、さらに筋肉率
まで推定できる両面のメリットを兼ね備えたことになる。したがって、藤井ら
(2008)、田中ら(2009)の報告によって肥痩度タイプごとの体力で明確な差が認め
られたことは、脂肪蓄積度合いや筋肉蓄積度合いを考慮しなければ、BMI の肥
痩度判定で体力が簡便に把握できることを示しているといえる。このような事
実は BMI に対する筋肉率の多項式回帰分析によって、筋肉蓄積度合いの違いに
よる体力を検討した結果から導かれた知見であり、本研究の独創性を示す論議
と考えられる。そして、本研究における BMI の割に筋肉蓄積度合いの大小から
体力を評価できた点は、肥満研究とは別に身体組成研究の新たな視点としての
学問的な貢献度が期待される。しかしながら、データ数がそれほど多いわけで
はないので、韓国の一般的中学生男子の結果として提示することは差し控えた
い。少なくとも韓国ソウル近郊の中学生の結果という認識で、今後データ数を
増やして解析を進めたい。  
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第 5 節 結語  
 
本研究では、韓国中学生において形態的質の違いが体力に及ぼす影響を明ら
かにすることを目的とした。BMIに対する筋肉率の多項式回帰評価チャートを
構築し、BMI判定による痩身、標準、肥満タイプにおける筋肉率の度合いをBMI
に対する筋肉率の多項式回帰評価から判定し、そこで判定された、筋肉過少、
標準、筋肉過多の3群に属する体力を比較検討した。  
 BMI と筋肉率との回帰分析を行った結果、高い逆相関が認められたことは、
BMI が体脂肪と正の相関を表すだけでなく、筋肉と負の相関を示す指数として
位置づけられる。標準タイプにおいて 20ｍシャトルラン、上体起こし、腕立て
伏せの体力項目において筋肉過多群が有意に優れていた。痩身、肥満タイプで
は肥満タイプの 20ｍシャトルランにおいて筋肉過多群が有意に優れていたが、
他の体力項目において有意差は認められず、筋肉率の大小が体力に対し影響を
及ぼさなかった。本研究によって筋肉蓄積度合いの違いによる体力を検討した
結果、BMI が新たに筋肉率に対する指標と位置づけられたとともに、BMI 肥満
度判定によって簡便に体力を把握することが可能となった。  
  
 
7 7  
第
6
節
 
図
 
表
 
 Table6-1 Statistics of physique, body com
position and physical fitness in underdevelopm
ent, norm
al and excessive developm
ent m
uscle 
in Thin-type, derived from
 the regression evaluation chart of %
SLM
 for B
M
I 
 
  
 
U
nder‐developm
ent 
m
uscle group 
N
orm
al group 
Excessive 
developm
ent    
m
uscle group 
A
N
O
V
A
Tukey's H
SD
 
 
 
n=11 
n=12 
n=13 
 
 
m
ean 
SD
 
m
ean 
SD
 
m
ean 
SD
 
U
M
/N
M
N
M
/EM
U
M
/EM
 
H
eight (cm
) 
155.9 
9.1  
161.0 
5.9  
161.5  
5.2  
ns 
W
eigh (kg) 
42.0  
6.1  
44.7  
4.5  
45.9  
5.2  
ns 
%
fat 
19.2  
2.7  
13.6  
1.6  
9.9  
1.4  
* 
* 
* 
* 
SLM
 (kg) 
17.9  
3.2  
20.7  
2.1  
22.4  
2.7  
ns 
%
SLM
 
42.4  
2.1  
46.4  
0.8  
48.8  
1.1  
* 
* 
* 
* 
Sit &
 reach (cm
) 
7.7  
6.5  
9.0  
6.7  
8.5  
5.7  
ns 
20m
 shuttle run (tim
es) 
36.7  
15.4 
38.5  
16.2 
50.7  
16.6 
ns 
Push-up (tim
es) 
16.6  
9.7  
21.2  
12.0 
22.8  
13.1 
ns 
Sit-up (cm
) 
33.8  
7.6  
37.5  
10.2 
40.3  
6.1  
ns 
 
 
 
 
 
 
%
fat : body fat percentage 
*(p<0.05) 
SLM
 : soft lean m
ass 
U
M
: U
nderdevelopm
ent m
uscle group 
N
M
: N
orm
al group 
EM
: excessive developm
ent m
uscle group 
  
 
7 8  
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Figure 6-1  1st order polynomial regression of SLM percentage for BMI 
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Figure 6-2  2nd order polynomial regression of SLM percentage for BMI 
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Figure 6-3  3rd order polynomial regression of SLM percentage for BMI 
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Figure 6-4  Polynomial regression evaluation chart of SLM percentage for BMI 
 
 
 
第七章 
検討課題Ⅳ 
BMI に対する筋肉率の標準回
帰評価に基づく韓国人女子中
学生の体力の検証 
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第1節 本章の目的  
 
青少年の体力・運動能力ついて、日本では、文部科学省の統計調査をもとに
西嶋(2002)(2003)が児童・青少年の体力低下を報告している。このような問題は
西嶋以外にも青山(1994)、加賀谷(1997)、脇田(1996)(1997)によっても検討され
ている。また、八田(2002)、佐々木(2002)、松元(2002)は大学生の体力の年次推
移を検討し、テスト項目によっては停滞傾向もあるが、全般的には1985年以降
低下傾向にあることを指摘している。文部科学省による平成21年度体力・運動
能力調査結果では、新体力テスト施行後でみると、多くの項目が横ばいもしく
は向上傾向に転じていることが報告されている。しかし、長期的に見れば、体
力水準が高かった昭和60年代に比べると、一部の項目を除き、依然として体力
レベルは低い水準であることも指摘されている。  
一方、韓国でも体格は向上しているにも関わらず青少年の体力低下が問題と
なっている。Tomkinson ら(2007)は 1968 年から 2000 年における 6 歳から 18 歳
までの韓国人児童・生徒のデータを分析したところ、1968 年から有酸素能力は
低下し続けており、一方で BMI は増加していることを報告している。現在、韓
国ではかつての日本と同じように大学受験が激化しているが、日本と異なるの
は生活パターンが入試を主体とした教育制度や環境による影響が強いことであ
る。韓国統計庁(2005)による 2004 年度の生活時間調査結果によると、高校生で
は 1 日 10 時間程度を学習や通学に使用しており、その中で学習時間は 9 時間程
度となっている。しかし、体育の授業は選択制を取っており年間 4 単位しか取
れず、身体活動の時間は著しく少なくなっている。さらに余暇時間は 3。5 時間
程度であるが、この中でパソコンやインターネット、テレビの使用時間は半分
程度を占めることが報告されている。このような生活状況の中で脂肪や糖分の
過剰摂取、女子の過激なダイエット指向といった生活習慣も体力低下の要因と
指摘される。韓国では、1951 年から行われてきた「学生身体能力検査」という
体格・体力検査システムがあるが、2000 年に入ってからは中学以降、走、跳、
筋持久、全身持久能力、柔軟性において低下傾向を示した。しかし、2008 年か
らは僅かに回復傾向が示されたが、前述した韓国人中学生における生活習慣不
良などの問題点が学生身体能力検査結果と一致しているとは言えない。  
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BMI は肥満の指標であるが、一方で外見的に判断される体型的な肥痩度の評
価指標でもある。しかし、それは体脂肪量の蓄積度合いを表したものではなく、
筋肉量が多くても肥満と判定されてしまう。Fujii et al(2008) 、田中ら(2009)は
BMI に対する体脂肪率の多項式回帰分析から、韓国中学生の形態的質の違いに
よる体力を検討し、体脂肪が体力に対して抑制的要因となることを明確にした。
確かに体脂肪が体力を低下させることは当然の事象と考えられるが、明確な報
告はされていなかった。Fujii et al(2008) 、田中ら(2009)の報告によって体脂肪
による体力低下の仮説の検証がなされ、韓国統計庁(2005)の報告に示されるよ
うな韓国中学生の生活状況から体力低下傾向を誘引していると推察された。し
かしながら、体脂肪は体力に対して抑制的要因として作用をするが、体力発揮
に重要な役割を果たすのは筋肉である。水野(1980)は体格考慮の体力判定評価
チャートを考案した経緯がある。この論理は体格が大きければ体力も高水準で
あると言うディメンション論から派生されている。つまり体格が大きくなるこ
とは筋力も当然高くなることに基づいている。しかし、体格は以前に比べて大
きくなっているにもかかわらず、体力が低下しているという現状においては、
ディメンション論が成立していない可能性がある。そこで、本研究では韓国の
女子中学生を対象に、形態的質の違いを BMI に対する筋肉率の多項式回帰分析
から、つまり、BMI の割には筋肉が多い少ないによって体力にどのように影響
するかを検証しようとした。そして、女子において個人の相対的な筋肉量が体
力発揮と関係しているかを、多項式回帰評価チャートにより分類された筋肉率
の大小群における体力を比較・検討するものである。  
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第 2 章 方 法  
 
１．対象  
被験者は、韓国ソウル近郊の中学校に通う14歳の女子生徒148名であった。(表
7-1)被験者には事前に調査および測定の内容を説明し、測定参加に対する同意
を得た。被験者には急性および慢性の疾患を患っている者は含まれていなかっ
た。測定は2006年10月に実施された。  
 
２．体格と身体組成  
身体成分は、 segmental bioelectrical impedance analysis & multi-frequency 
bioelectrical impedance analysis法によるボディコンポジションアナライザー
（InBody 3。2、 Biospace）を用いて、体重、Total body water(TBW)、筋肉量(Soft 
lean mass : SLM)、筋肉率、体脂肪率および体脂肪量(Fat mass)を測定した。SLM
はタンパク質量を加えて算出され、筋肉率は体重に対するSLMの割合とした。
体脂肪量は体重からSLMおよびミネラル量を減じて算出された。身長の測定は、
デジタル身長計を使用した。BMIは体重(kg)を身長(m)の2乗で除して算出した。
被験者の身体的特徴はTable1に示す。  
 
３．体力測定項目  
体力測定項目の内訳については、上体起こし、長座体前屈、腕立て伏せ、20m
シャトルランであった。  
 
４．BMIの肥痩度分類  
BMIに基づく体型判定を行ない、肥満度別標準帯を類別した。BMIによる肥
満度のタイプ分類は、成人における肥満度判定のBMIを中学生に適用すること
は適切ではなく、この時期における明確な肥満もしくは痩身の判定基準がな
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いことから、本研究では本被験者におけるBMIの平均値と標準偏差(SD)による
による平均値評価法を適用した。統計的な検討を可能にするために、平均値
+0。5SD以上を肥満タイプ、平均値-0。5SD以上+0。5SD未満の間の者を標準
タイプ、平均値-0。5SD未満を痩身タイプとして分類した。BMI平均値は20。7、
SD=3。1であったため、BMI22。3以上を肥満タイプ、BMI19。1以上22。2未
満を標準タイプ、BMI19。0以下を痩身タイプとした。  
 
５．BMIに対する筋肉率の回帰分析  
BMIに対する筋肉率の最小二乗近似多項式による推定を試みた結果、次のよ
うな1次から3次までの回帰多項式を導くことができた(図7-1～7-3)。  
1 次回帰多項式：y =-0.7641x + 53.408 
   {但し、y は筋肉率、x は BMI} 
決定係数 R2＝0.5886、残差平方和は 585.79 であった。  
2 次回帰多項式：y =0.0147x2 – 1.4004x + 60.141 
  {但し、y は筋肉率、x は BMI} 
  決定係数 R2＝0.5925、残差平方和は 580.21 であった。  
3 次回帰多項式：y =0.0006x3 – 0.0273x2 – 0.4902x + 53.699 
  {但し、y は筋肉率、x は BMI} 
  決定係数 R2＝0.5926、残差平方和は 597.01 であった。  
BMI に対する筋肉率の 1 次から 3 次までの最小二乗近似多項式において決定
係数は漸次増加傾向であったが、2 次と 3 次では数値の差はほとんど無く、残
差平方は 2 次の最小二乗近似多項式が最も少なかった。さらに赤池情報量基準
(AIC：Akaike Information Criterion)による検討をしたところ、1 次 629.6、2 次
630.2、3 次 633.0 となり、1 次が最も少なくなったが 2 次との数値の差は僅か
であった。これらの結果を総合的に検討し、BMI に対する筋肉率の標準回帰評
価の構築においては 2 次多項式を適用することが妥当であると判断された。  
 
６．BMIに対する筋肉率の標準回帰評価チャートの構築  
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BMIに対する筋肉率の2次多項式による回帰評価チャートを構築した(図7-4)。
評価帯は平均値-0.5SE(Standard Error)以上+0.5SE未満を標準、平均値+0.5SE以
上+1.5SE未満をやや筋肉過多、平均値+1.5SE以上を筋肉過多、平均値-1.5SE以
上-0.5SE未満をやや筋肉過少、平均値-1.5SE未満を筋肉過少と設定した。  
  回帰多項式が共に構成するBMIに対する筋肉率の違いに基づいて判定され
た体力の検証においては、BMIに対する筋肉率の程度の判定は、標準回帰評価
チャートの5段階評価判定をもとに群を設定した。標準群を平均値-0.5SE以上
+0.5SE未満の評価帯に属するものとし、平均値+0.5SE以上のもの、つまり、5
段階評価でやや筋肉過多と筋肉過多の評価帯に属するものは筋肉過多群とし
た。また平均値-0.5SE未満のもの、つまり、5段階評価でやや筋肉過少および
筋肉過少の評価帯に属するものは筋肉過少群とした。   
 
７．統計解析  
BMI の肥満度タイプ別における筋肉率の 3 群間の体力については一要因の分
散分析を行った。分散分析で有意差が認められた項目については、さらに Tukey
の HSD 検定を行った。統計的な有意水準は全て危険率 5％をもって有意と判断
した。
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第 3 節 結 果  
 
図7-4は、BMIに対する筋肉率の2次多項式による標準回帰評価チャートであ
る。この標準回帰評価チャートによって個々の被験者においてBMIに対して筋
肉率が多いか少ないかを判定し、BMI肥満度別に筋肉率度合いの違いによる体
力の検証を行った。表7-2～7-4はBMIの肥満度タイプ別に筋肉過多群、標準群、
筋肉過少群の体力の統計値および群間の分散分析結果を示したものである。  
分散分析の結果、BMIの痩身タイプで20mシャトルランに筋肉率度合いの違
いによる有意差が認められた。これに対しTukeyのHSD検定を用いて3群間の体
力を検討したところ、筋肉過多群、標準群、筋肉過少群のすべての群間に有意
差が認められ、BMI痩身タイプの20mシャトルランは、筋肉過多群、標準群、
筋肉過少群の順で優れていることが示された。一方、BMIの標準タイプおよび
肥満タイプでは、体力項目に筋肉率の3群間の差は認められず、筋肉率度合いに
よる体力差は明確には示されなかった。  
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第 4 節 考 察  
 
本研究は韓国人中学生を対象としているが、BMIと筋肉率の回帰分析を導い
た知見はそれほど多くない。Fujii et al(2008)、田中ら(2008)(2009)によってBMI
に対する体脂肪率の回帰評価から体力を検証した報告では、BMIのわりに脂肪
蓄積度合いが多い者の体力は劣ることが示された。つまり、体脂肪は体力に対
して抑制的要因として作用をすることが明確にされたわけである。しかし北川
(1999)によれば、肥満という身体的特異体型が有する体力が劣るのであって、
体脂肪が直接体力に影響を与えるという知見は導かれていない。体脂肪は体力
に対して負の作用を示すことは容易に推測できる。しかしながら、体脂肪と体
力の関係を直接的に論じた知見はあまりない。恐らく、身体組成と体力の関係
を検討するためには多くの身体組成データが必要であり、同時に体力測定デー
タも必要となるために、データ収集の困難さからこれらの研究が進まなかった
といえる。また、肥満研究への傾倒が体脂肪と体力との直接的な関係を研究す
る暇を与えなかったのであろう。  
 体脂肪と体力との関係を検討する場合、BMIと体力の相関分析から論じる方
法を取る。それはBMIが体脂肪率との相関が高いことから適用されるわけであ
る。服部(2006)は、BMIは確かに体脂肪率との相関は高いが、結局、身長と体
重から導かれた体格指数にすぎず、特に発育期では身体的内部の質はBMIには
反映されない問題に注意を促している。もともとBMIが肥満判定の基準に設定
された背景は、Keys et al(1972) やGarrow and Webster(1985)の知見によって、
BMIと体脂肪率との相関が非常に高いことがその理由になっている。これによ
って、世界保健機構(WHO)では成人の肥満指標として、BMI25以上をpre obese
とし、30以上をobeseと設定している。しかし、これはあくまでも成人の指標で
あって、発育期には当てはまらない。それは、身体組成を除脂肪量(FFM：fat free 
mass)と脂肪量(FM：fat mass)の2つの要素に区分すれば、発育期ではこの両要素
の加齢変化傾向が異なるからである。さらに性差によっても大きく異なること
になる。  
 本研究で韓国人女子中学生におけるBMIと筋肉率との回帰分析を実施したと
ころ、高い逆相関が認められた。このような知見は従来まであまり報告されて
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はいない。服部(2006)は、発育期ではBMIとFFM、FMとの依存関係が異なるこ
とを様々な文献を引用して説明している。確かにBMIの加齢変化をみると、身
長や体重のようなシグモイド曲線を示すことが藤井(2006)により検証されてい
る。したがって、発育期におけるBMIの増大は、Tahara et al(2002)によっても指
摘されているように、男子においては除脂肪量の増大に依存していると考えら
れる。一方で、女子では11歳から18歳までに男子ほど除脂肪量の増加が無いと
報告している。さらに、服部(2006)は除脂肪量指数と脂肪量指数から作成した
チャートより、女子のBMIは11歳以降では脂肪量指数に依存することを指摘し
ており、Wang and Bachrach(1996)は女子のBMIと体脂肪率の相関は高く、r=0.72
であったと述べている。本研究においてもBMIと体脂肪率とはr=0.84と高い相
関が示され、女子におけるBMIの体脂肪への依存が示唆される。本研究で筋肉
率とBMIの相関関係を直接的に検討したところ、r=-0.77と高い逆相関が認めら
れ、明らかにBMIが大になれば筋肉率は減少する構図を示した。これらのこと
から、BMIは体脂肪率とは正の相関が高く、筋肉率とは負の相関が高いことが
示されたことになる。この知見によって新たにBMIは体力・運動能力の核とさ
れる筋肉とは相反する指数として位置づけられよう。  
 このような観点から本研究の結果を考察すると、BMIによる肥痩度別分類の
痩身タイプにおいては20ｍシャトルランで筋肉過多群が有意に優れていること
が示された。つまり、全身持久能力において、BMIの割に筋肉蓄積度合いの大
小により能力に差が示されたといえる。呼吸‐循環機能の指標の一つある最大
酸素摂取量と除脂肪量の関係について、北川ら(1974)は一般男性において正の
相関を示すことを明らかにしており、一般人に対しては除脂肪量が最大酸素摂
取量の規定因子として強く作用することを報告している。また、平川ら(1984)
は、女子大生の12分間走の結果から、低位者が除脂肪体重当たりの最大酸素摂
取量が劣ることを明らかにし、活動筋の酸化能力および酸素運搬を行う呼吸循
環機能が劣ると結論付けている。本研究では除脂肪量ではなくBMIに対する筋
肉率の程度を体力評価の項目として用いていることや先行研究と対象の性別や
年齢は異なるものの、20mシャトルランでBMI痩身タイプの筋肉過多群が優れ
ていたことは、これらの報告と同義の結果が得られたと考えられる。田中ら
(2009)がBMIに対する体脂肪率の回帰評価から体力を検証した結果、BMIの痩身
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タイプでは体脂肪の体力への影響は確認されなかった。これらの報告と本研究
における結果から、形態の質の観点から、中学生女子においてBMIが低い場合
では、持久走能力のような走スピードを持続させる能力に筋肉蓄積度合いがプ
ラスに影響することが示唆された。一方で、BMIの標準タイプおよび肥満タイ
プにおいてはすべての体力項目において各群間に有意差は認められず、BMIの
標準タイプや肥満タイプではBMIに対する筋肉蓄積度合いの大小が体力にそれ
ほど大きな影響を与えていないことが示された。よって、BMIが標準以上の場
合、筋肉蓄積度合いは必ずしも体力・運動能力の成就とは結びつかないようで
あった。田中ら22)によればBMIの標準タイプおよび肥満タイプにおいて脂肪蓄
積度合いによる体力への影響が示されており、BMIが標準もしくは高い者では、
筋肉の蓄積度合いよりも体脂肪の蓄積による体力への抑制的要因の影響が大き
い可能性が示唆された。  
 本研究によって、BMIが増大すれば筋肉率が減少する構図を示すことが明確
にされたことは、BMIが新たに筋肉率に対する指標として位置づけられたとい
える。この意味は、BMIから体脂肪率を推定でき、さらに筋肉率まで推定でき
る両面のメリットを兼ね備えたことになる。また、BMIの痩身タイプにおいて
20mシャトルランに有意な差が認められ、BMIに対する筋肉率が高いことが全
身持久能力に影響していることが明らかにされた。したがって、Fujii et al (2008)、
田中ら(2009)の報告によって肥痩度タイプごとの体力で差が認められたことは、
脂肪蓄積度合いや筋肉蓄積度合いを考慮しなければ、BMIの肥痩度判定で体力
が簡便に把握できることを示しているといえる。このような事実はBMIに対す
る筋肉率の多項式回帰分析によって、筋肉蓄積度合いの違いによる体力を検討
した結果から導かれた知見であり、本研究の有用性を示す論議と考えられる。
しかし、これ以上の議論は本研究の限界を超えており、論議は差し控えたい。
今後、対象を増やしてさらに検討することにより、より詳細な関係性を示すこ
とが望まれる。  
 
93 
 
第 5 節 まとめ  
 
本研究では、韓国人女子中学生において形態的質の違いが体力に及ぼす影響
を明らかにすることを目的とした。そこで、BMIに対する筋肉率の多項式回帰
評価チャートを構築し、そこで判定された筋肉過少、標準、筋肉過多の3群の体
力をBMIの肥満度タイプ別に比較検討した。  
 まず、BMIと筋肉率との回帰分析を行った結果、高い逆相関が認められたこ
とはBMIが体脂肪と正の相関を表すだけでなく、筋肉とは負の相関を示す指数
として位置づけられることが示唆された。筋肉率の程度の違いによる体力の比
較では、BMI痩身タイプにおいて20mシャトルランで筋肉過多群が有意に優れ
ていることが示された。BMI標準タイプおよび肥満タイプでは体力項目に有意
差が認められず、筋肉率の大小が体力に対し明確な影響を及ぼさなかった。本
研究において、BMIによる体格評価とBMIに対する筋肉率の程度の違いによる
形態の質の評価という二つの評価を組み合わせて体力を検討することにより、
同じBMIタイプにおける身体的な質の違いによる体力への影響が明らかにされ
た。BMIが新たに筋肉率に対する指標と位置づけられたとともに、BMI肥満度
判定によって簡便に体力を把握することが可能となることが示唆された。  
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第 6 節 図表  
 
 
表 7-1 対象者の身体的特徴  
 
 身体測定項目   統計値 
身長 (cm) 
平均 157.8 
標準偏差 4.9 
体重 (kg) 
平均 51.4 
標準偏差 8.3 
BMI (kg/m2) 
平均 20.7 
標準偏差 3.1 
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表 7-2 BMI 痩身タイプにおける BMI に対する筋肉率の回帰評価から分類した
筋肉過少群、標準群、筋肉過多群の体格、身体組成、体力の分散分析の結果  
 
  筋肉過少群  
（U 群） 
普通群   
（N 群） 
筋肉過多群  
（E 群） 
ANOVA 
 Tukey の    
HSD 検定  
  n=16 n=15 n=16 
  mean SD mean SD mean SD  U-N U-E N-E
身長 (cm) 156.1 6.3 158.4 5.0 157.9 4.7 ns 
体重 (kg) 42.9 4.2 43.9 3.4 43.4 5.1 ns 
BMI 17.6 1.1 17.5 1.2 17.4 1.4 ns 
体脂肪率 (%) 27.7 3.6 23.8 2.5 20.2 3.1 * * * * 
筋肉量 (kg) 16.1 1.3 17.6 1.2 18.3 1.7 * * * * 
筋肉率 (%) 37.7 1.8 40.2 1.1 42.3 1.2 * * * * 
座位体前屈 
(cm) 
12.6 8.7 8.7 6.3 9.8 8.3 ns 
20m シャトルラ
ン (回) 
23.3 9.6 26.8 8.0 32.1 10.6 * * * * 
腕立て伏せ 
(回) 
19.0 16.7 19.1 13.6 28.9 16.8 ns 
上体起こし 
(回) 
27.4 8.0 27.9 9.3 30.7 10.7 ns      
*(p<0。05) 
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表 7-3 BMI 普通タイプにおける BMI に対する筋肉率の回帰評価から分類した
筋肉過少群、標準群、筋肉過多群の体格、身体組成、体力の分散分析の結果  
 
  筋肉過少群  
（U 群） 
普通群   
（N 群） 
筋肉過多群  
（E 群） 
ANOVA
  Tukey の    
HSD 検定  
  n=17 n=26 n=18 
  mean SD mean SD mean SD   U-N U-E N-E
身長 (cm) 156.0 5.3  158.6 5.2 159.8 4.6 ns 
体重 (kg) 49.8 4.2  52.1 4.2 51.2 3.7 ns 
BMI 20.4 0.9  20.7 0.9 20.0 0.9 ns 
体脂肪率 (%) 32.9 2.1  29.8 1.9 24.5 2.8 * * * * 
筋肉量 (kg) 17.6 1.5  19.5 1.4 20.7 1.4 * * * * 
筋肉率 (%) 35.4 1.1  37.4 0.9 40.6 1.6 * * * * 
座位体前屈 
(cm) 
11.8 7.6  12.7 8.2 15.5 6.4 ns 
20m シャトル 
ラン (回) 
21.9 7.0  24.2 9.5 28.4 12.5 ns 
   
腕立て伏せ 
(回) 
20.1 15.0 19.0 13.3 21.3 13.0 ns 
上体起こし 
(回) 
23.1 8.7  23.3 9.7 26.2 11.0 ns       
*(p<0。05) 
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表 7-4 BMI 肥満タイプにおける BMI に対する筋肉率の回帰評価から分類した
筋肉過少群、標準群、筋肉過多群の体格、身体組成、体力の分散分析の結果  
 
 
 
 
  
筋肉過少群  
（U 群） 
普通群    
（N 群） 
筋肉過多群  
（E 群） 
ANOVA 
 Tukey の    
HSD 検定  
  n=13 n=14 n=13 
  mean SD mean SD Mean SD  U-N U-E N-E
身長 (cm) 156.7  3.0  158.2 5.2 157.1 3.4 ns 
体重 (kg) 60.9  5.5  62.2 6.5 60.8 6.0 ns 
BMI 24.8  2.0  24.8 1.9 24.6 2.3 ns 
体脂肪率 (%) 38.9  2.3  36.3 2.9 32.5 3.3 * * * * 
筋肉量 (kg) 19.9  1.4  21.3 1.8 22.2 1.4 * * * * 
筋肉率 (%) 32.6  1.2  34.3 1.4 36.7 1.7 * * * * 
座位体前屈 
(cm) 
11.7  8.3  13.4 8.1 14.6 7.7 ns 
20m シャトル 
ラン (回) 
21.9  8.8  20.4 7.2 24.3 6.8 ns 
腕立て伏せ 
(回) 
16.9  11.0 18.3 12.2 23.2 13.2 ns 
上体起こし 
(回) 
19.9  7.2  18.9 7.5 24.6 9.5 ns      
*(p<0。05) 
98 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-1 BMI に対する筋肉率の 1 次回帰多項式  
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図 7-2 BMI に対する筋肉率の 2 次回帰多項式   
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図 7-3 BMI に対する筋肉率の 3 次回帰多項式   
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図 7-4 3 次回帰多項式を適用した BMI に対する筋肉率の標準回帰評価チャート   
 
 
第八章  
検討課題Ⅴ  
肥痩度別脂肪蓄積度合いの違い  
による体力の検証  
－韓国人男子中学生における 9 分類
の形態的質の違いによる体力構図－ 
102 
 
第 1 節 本章の目的  
 
現在、韓国では日本と同様に体格の増大に反する青少年の体力低下が
問題となっている ( K i m  e t  a l  2 0 0 2 ) 。韓国で行われている国民体力実態
調査の 1 9 8 9 年から 2 0 0 7 年までの 3 年毎の調査結果によれば、 1 9 8 9 年
から 2 0 0 7 年まで体格の増大が示されている反面、体力・運動能力では、
走、跳、持久能力が低下傾向を示している（筋持久能力は向上を示す）。
T o m k i n s o n  e t  a l  ( 2 0 0 7 ) は、韓国人児童・生徒を対象にした報告では、
1 9 6 8 年から有酸素能力は低下している一方で B o d y  M a s s  I n d e x ( B M I )
は増加していることを指摘した。このような傾向は韓国社会における経
済の高度成長がもたらした便利さ故の結果と考えられる。特に、大学受
験の激化が進み、一般中学、高校生達の睡眠時間が減少していると同時
に学校での体育時間が減少していることも報告されている ( 2 0 1 0 ) 。さら
に、 Y a m a u c h i ( 2 0 0 7 ) の報告では、韓国の児童は中国の児童に比べて男
女 と も に 体 脂 肪 率 が 有 意 に 高 い 結 果 が 示 さ れ て い る 。 田 中 、 藤 井 ら
( 2 0 0 9 ) も韓国人男子中学生は日本人男子中学生よりも B M I が高値であ
ると述べている。このことから、韓国の青少年は近隣のアジア諸国と比
較して肥満傾向の可能性が示唆され、体力の低下傾向とともに重大な問
題が提起される。  
ところで、中学期は周知のように第二次成長期と言われる時期であり、
S c a m m o n ( 1 9 3 2 ) の 発 育 曲 線 の 一 般 型 に 代 表 さ れ る 発 育 機 序 で あ る 。
T a n n e r ( 1 9 6 2 ) はこの発育機序を思春期急増 ( a d o l e s c e n t  g r o w t h  s p u r t )
現象と呼び、人であれば誰でも出現する現象として G r a n d  t h e o r y を展
開してきた。特に男子では、この時期にタンパク同化作用が促進され、
体脂肪の増大は抑制されて身体組成に変化が表れる。このメカニズムの
異常によって、体脂肪の増大が促進されるか極端な体脂肪の燃焼によっ
て形態の質的な変化が生起することになる。このような形態の質的な変
化は肥痩度判定を基盤として、体型の割には体脂肪量が多い、少ない場
合が考えられる。  
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肥満判定には、 B M I 、 R o h r e r 指数、 L i v i 指数、 K a u p 指数等を使用す
る方法があり、教育現場でもよく使用されている ( 藤原ら  2 0 0 6 ) 。これ
らの指標は身長と体重による体格指数であり、外見的な大きさを判断す
るだけで、体脂肪量を判定しているわけではない。それは、筋肉量が多
い場合でも肥満と判定されることがあり、隠れ肥満等の場合では標準と
判断される危険性がある。このような学齢期における肥満判定の問題に
対し、藤原ら ( 2 0 0 6 ) は脂肪量や筋量を考慮した指導の必要性を指摘して
いる。さらに、服部 ( 2 0 0 6 a ) は、 B M I だけでなく、周径や皮下脂肪厚な
どの情報を同時に用いることを主張し、体格と身体組成の双方を考慮し
た身体組成チャートを作成している ( H a t t o r i  1 9 9 7 、服部 2 0 0 6 b ) 。田中、
藤井ら ( 2 0 0 8 ) も日本人男子中学生に対し、 B M I に対する体脂肪率の蓄積
度合いを判定する回帰評価チャートを作成し、形態の質的な違いを判定
した。そして、形態的質の違いと体力の検討を行った。また、韓国人中
学生に対して、 F u j i i  e t  a l  ( 2 0 0 8 ) 、田中、藤井ら ( 2 0 0 9 ) は形態的質の
違いによる体力を検討し、 B M I 判定が同じグループでも脂肪蓄積が多け
れば体力は劣ることを示し、体脂肪が体力に対してネガティブに作用す
ることを明示した。  
これらの研究によって、思春期における体脂肪の体力への影響が僅かで
はあるが解明されてきた。しかし、個人内において肥痩度タイプ別に脂
肪蓄積度合の違いによる体力の特性を検討した報告はない。つまり、肥
満タイプの割に筋肉率が高ければ体力が優れている可能性があり、逆に、
標準、痩身タイプの割に脂肪率が高ければ体力が劣る可能性がある。こ
のような肥痩度タイプ別による形態的質の違いによる体力の構図につい
てはほとんど明らかにされていない。さらに、体脂肪率と筋肉率の蓄積
度合いによって体力にどの程度の変化があるのか全く情報がない。そこ
で本研究は、韓国人男子中学生を対象に B M I による肥痩度判定によって
分類された肥満、中等、痩身タイプをさらに脂肪蓄積度合いによって判
断し、少なくとも９分割される形態的質の違いによる体型に分類された
体 力 を 検 討 す る も の で あ る 。 脂 肪 蓄 積 度 合 い の 判 定 に は 、 F u j i i  e t  a l  
( 2 0 0 8 ) 、田中、藤井ら ( 2 0 0 9 ) が適用した、 B M I に対する体脂肪率の多
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項式回帰評価チャートを構成し、脂肪過多、標準、脂肪過少に分類する
ことによって、 B M I と脂肪蓄積度合いの二元的方向の評価基準を融合し、
体型に対する脂肪蓄積や筋蓄積度合いによる体力構図を明らかにするこ
とである。  
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第 2 節 方法  
  
1 .  対象   
被験者は、韓国ソウル近郊の中学校に通う 1 4 歳男子生徒 2 0 1 名であった。被
験者には事前に調査および測定の内容を説明し、測定参加に対する同意を得た。
被験者には急性および慢性の疾患を患っている者は含まれていなかった。測定は
2 0 0 6 年 1 0 月 に 実 施 さ れ た 。 年 齢 、 身 長 、 体 重 は 、 1 3 . 6 ± 0 . 3 y e a r s ,  
5 9 . 0 ± 1 2 . 8  k g ,  a n d  1 6 3 . 1 ± 7 . 4  c m , （平均値 ± 標準偏差）であった。   
 
2 .  体格と身体組成  
身 体 成 分 は 、 s e g m e n t a l  b i o e l e c t r i c a l  i m p e d a n c e  a n a l y s i s  &  
m u l t i - f r e q u e n c y  b i o e l e c t r i c a l  i m p e d a n c e  a n a l y s i s 法によるボディコ
ンポジションアナライザー（ I n B o d y  3 . 2 ,  B i o s p a c e ）を用いて、体重、
筋肉量 ( S o f t  l e a n  m a s s  :  S L M ) 、体脂肪率および体脂肪量 ( F a t  m a s s )
を測定した。 S L M はタンパク質量を加えて算出され、体脂肪量は体重か
ら S L M およびミネラル量を減じて算出されている。身長の測定は、デジ
タル身長計を使用した。 B M I は体重 ( k g ) を身長 ( m ) の 2 乗で除して算出し
た。  
 
3 ．体力測定項目  
体力測定は、上体起こし、長座体前屈、腕立て伏せ、 2 0 m シャトルラ
ンの 4 種目を実施した。  
 
4 .  解析の手続き   
1 )  B M I による肥痩度判定の基準は、 B M I の平均値（ m e a n ＝ 2 2 . 1 ）と標
準偏差 ( S D = 4 . 0 ) による平均値評価法を適用した。平均値 + 0 . 7 5 S D 以上
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を 肥 満 タ イ プ ( F a t t y - t y p e ) 、 平 均 値 - 0 . 7 5 S D 以 上 + 0 . 7 5 S D 未 満 を 標 準
タイプ ( N o r m a l - t y p e ) 、平均値 - 0 . 7 5 S D 未満を痩身タイプ ( S l i m - t y p e )
として 3 つの群に分類した。  
2 )  B M I に対する体脂肪率の回帰分析を行い、 B M I と体脂肪率の関係構図
を確認し ( F i g u r e 8 - 1 ) 、 B M I に対する体脂肪率の回帰評価が可能であ
ることを確認する。  
3 )  脂肪蓄積度合いを判定するために、 B M I に対する体脂肪率の標準回帰
評価チャートを構築する。そのために、 B M I に対する体脂肪率の 1 次
から 3 次までの最小二乗近似多項式を適用し、最適な次数の回帰多項式
を決定する。最適な次数の決定は、決定係数、残差平方和、赤池情報
量 基 準 ( A k a i k e  I n f o r m a t i o n  C r i t e r i o n  :  A I C ) に よ っ て 判 断 さ れ た
（ T a b l e 8 - 1 ）。  
4 )  B M I に 対 す る 体 脂 肪 率 の 標 準 回 帰 評 価 チ ャ ー ト に は 、 標 準 曲 線 -
0 . 5 S E 以上 + 0 . 5 S E 未満を普通 ( S t a n d a r d ) 、標準曲線 + 1 . 5 S D 以上を
脂肪過多 ( E x c e s s i v e  d e v e l o p m e n t ) 、標準曲線 + 0 . 5 S D 以上 + 1 . 5 S D
未 満 を や や 脂 肪 過 多 ( S o m e w h a t  e x c e s s i v e  d e v e l o p m e n t ) 、 標 準 曲
線 - 1 . 5 S D 未満を脂肪過少 ( E x c e s s i v e  u n d e r d e v e l o p m e n t ) 、標準曲
線 - 1 . 5 S D 以 上 - 0 . 5 S D 未 満 を や や 脂 肪 過 少 ( S o m e w h a t  e x c e s s i v e  
u n d e r d e v e l o p m e n t ) とした 5 段階の評価帯が設定された（ F i g u r e 8 -
2 ）。  
 
5 .  肥痩度別脂肪蓄積度合いによる形態的質の体型分類  
 B M I による肥痩度および B M I に対する体脂肪率の脂肪蓄積度合いによ
る二元的方向からの判定を用いて形態の質を決定した。  
平 均 値 評 価 法 を 用 い た B M I に よ る 肥 痩 度 は 、 2 5 . 1 以 上 を 肥 満 タ イ プ
( F a t t y - t y p e ) 、 1 9 . 1 以上 2 5 . 1 未満を標準タイプ ( N o r m a l - t y p e ) 、 1 9 . 1 未
満を痩身タイプ ( S l i m - t y p e ) とした。次に、脂肪蓄積度合いの判定は標
準 回 帰 評 価 チ ャ ー ト の 5 段 階 評 価 判 定 を 基 に 、 標 準 曲 線 - 0 . 5 S D 以 上
+ 0 . 5 S D 未満の普通 ( S t a n d a r d ) 、標準曲線 + 0 . 5 S D 以上のもの、つまり、
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5 段 階 評 価 の や や 脂 肪 過 多 と 脂 肪 過 多 評 価 帯 は 脂 肪 過 多 ( E x c e s s i v e  
d e v e l o p m e n t ) とした。また標準曲線 - 0 . 5 S D 未満のもの、つまり、 5 段階
評 価 の や や 脂 肪 過 少 お よ び 脂 肪 過 少 評 価 帯 は 脂 肪 過 少 ( E x c e s s i v e  
u n d e r d e v e l o p m e n t ) とした。以上の B M I および脂肪蓄積度合いの各判定
により被験者を以下のように 9 群に分類した ( T a b l e 8 - 2 ) 。  
B M I の痩身タイプについて、脂肪蓄積度合いの脂肪過少を ” 痩型脂肪
過 少 ( S l i m - E x c e s s i v e  u n d e r d e v e l o p m e n t ,  S U ) ” 、  脂 肪 蓄 積 度 合 い の
普 通 を ” 痩 型 普 通 ( S l i m - S t a n d a r d ,  S S ) ” 、  脂 肪 蓄 積 度 合 い の 脂 肪 過 多
を ” 痩型脂肪過多 ( S l i m - E x c e s s i v e  d e v e l o p m e n t ,  S D ) ” とした。 B M I の
標 準 タ イ プ で は 、 ” 標 準 型 脂 肪 過 少 ( N o r m a l - E x c e s s i v e  
u n d e r d e v e l o p m e n t ,  N U ) ” 、 ” 標準型普通 ( N o r m a l - S t a n d a r d ,  N S ) ” 、 ”
標準型脂肪過多 ( N o r m a l - E x c e s s i v e  d e v e l o p m e n t ,  N D ) ” とした。 B M I
肥満タイプでは、 ” 肥型脂肪過少 ( F a t t y - E x c e s s i v e  u n d e r d e v e l o p m e n t ,  
F U ) ” 、 ” 肥 型 普 通 ( F a t t y - S t a n d a r d ,  F S ) ” 、 ” 肥 型 脂 肪 過 多 ( F a t t y -
E x c e s s i v e  d e v e l o p m e n t ,  F D ) ” と分類した。  
 
6 .  統計解析  
B M I および脂肪蓄積度合いにより分類された 9 群の体格、身体組成、
体力の差の検定には、一元配置の分散分析を用いた。さらに分散分析で
有意性が認められた測定項目に対しては、 T u k e y の H S D 検定にて多重
比較を行なった。分散分析および多重比較検定は、全て p < 0 . 0 5 で統計
的に有意であると判断した。  
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第 3 節 結果  
  
1 .  形態的質の違いによる 9 群における体格および身体組成の比較  
本研究における決定係数は、 1 次から 3 次まで漸次増加傾向であり、残
差平方和は 3 次が最も少なくなった ( T a b l e 8 - 1 ) 。また、 A I C による結果
は 1 次 1 1 8 5 . 8 、 2 次 1 1 8 7 . 3 、 3 次 1 1 7 3 . 8 となり、 3 次が最も少なくなった
( T a b l e 8 - 1 ) 。これらの結果から、 B M I に対する体脂肪率の標準回帰評価
チャートの構築は 3 次多項式を適用することが妥当であると判断した。
よって、二元的方向からの判定により分類された形態的質の 9 群の体格、
身体組成の統計値と群間における分散分析の結果は、 T a b l e 8 - 3 に示した。  
分 散 分 析 の 結 果 、 全 て の 項 目 で 有 意 差 が 認 め ら れ 、 全 測 定 項 目 で
T u k e y の H S D 検定を行った。 F i g u r e  8 - 3 は、身長の 9 群における平均
値分布を示したグラフである。身長では 9 群間すべてにおいて有意差が
認められ、各 B M I タイプの脂肪過少は身長が高く脂肪過多は身長が低い
構図が明らかにされた。また、 S U 、 N U 、 F U および S S 、 N S 、 F S の各
群では、 B M I が高くなれば身長もそれに従って高くなる傾向が明示され
た。一方で S D 、 N D 、 F D では、 B M I による明確な上昇傾向はなく、
B M I の高低に関わらず分布はほぼ一定であることが示された。 F i g u r e 8 -
4 は筋肉率における 9 群の平均値分布を示したグラフである。筋肉率で
も 9 群のすべての群間に有意差が認められ、それぞれの B M I タイプに
おいて脂肪過少は筋肉率が高く、脂肪過多は筋肉率が低いことが示され
た。さらに詳細に 9 群の関係構図を見てみると、 S S と N U 、 S D と N S 、
N D と F U の各群には有意差が認められ、筋肉率は同じ程度であること
が示された。  
 
2 .  形態的質の違いによる 9 群における体力の比較  
9 群に分類された体力の統計値および群間における分散分析の結果は
T a b l e 8 - 4 に示した。 分散分析の結果、 2 0 m シャトルラン、腕立て伏
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せ、上体起こしに有意差が認められ、これらの項目に対しては、さらに
T u k e y の H S D 検定により 9 群間における差の検討を行った。 F i g u r e 8 -
5 は 2 0 m シャトルランにおける 9 群の平均値分布を示したものである。
2 0 m シャトルランでは、 S U に他の 8 群との間に有意差が認められ、全
9 群の中で最も優れており、 F D は他の 8 群に比べ有意に劣る結果が示さ
れた。また、 S S と S D 、 N D と F U の各群間には有意差が認められず、
これらの群では 2 0 m シャトルランにおける形態的質の違いによる明確な
差は認められなかった。腕立て伏せの平均値分布は F i g u r e 8 - 6 に示した。
T u k e y の H S D 検定の結果、腕立て伏せでは N U と他の 8 群との間には
有意差が認められ、全 9 群の中では最も優れていた。また、 F S は同じ
B M I グループ内で有意差は認められなかったが、 9 群全体では最も劣っ
ていた。一方で、 S U と S D 間には有意差は認められず、 S D 、 N D 、 N S 、
F U 、 F D の各群間でもそれぞれに有意差は認められなかった。これら群
間では腕立て伏せにおける形態的質の違いによる明確な差は認められな
かった。上体起こしにおける 9 群の平均値分布は F i g u r e 8 - 7 に示された。
T u k e y の H S D 検定の結果、 S U 、 S S 、 N U の 3 群が他の 6 群に比べて有
意に優れていることが示された。また、 F D では他の 8 群との間に有意
差が認められ、 9 群の中で最も劣っていた。一方、 N S と N D 、 S D と F U
と F S の各群間には有意差が認められず、これらの群間では上体起こし
における形態的質の違いによる明確な差は認められなかった。  
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第 4 節 考察  
 
発育期の肥痩体型と体力の関係を検討した報告において、肥痩体型の
判定には B M I を基準とした知見が多い ( K i m  e t  a l ,  2 0 0 5 、 C h e n  e t  a l ,  
2 0 0 6 、 B o v e t  e t  a l ,  2 0 0 7 、 D u m i t h  e t  a l ,  2 0 1 0 ) 。しかし一方で、横
山 ( 1 9 9 3 ) は、肥痩係数を用いたり、金ら ( 1 9 9 2 、 1 9 9 3 ) は体脂肪率から
の判定によって、肥満者と非肥満者の体力を比較検討している。これら
の知見は、北川 ( 2 0 0 2 ) が結論付けたように、体重移動のある体力発揮で
は、肥満者は非肥満者より劣り、体重移動のない体力発揮では両者の差
は示されないと述べている。いずれにせよこのような報告は、肥満者の
体力が劣るという立場を主張しているが、一般的な理解としては肥満者
の体力が劣るのは当然と見なされる。したがって、 B M I や体脂肪率の一
元的方向から導かれた肥満判定では、肥満を呈する身体的要因の何が体
力・運動能力に影響しているか検討するのに限界がある。  
F u j i i ( 2 0 0 8 ) 、田中、藤井ら ( 2 0 0 8 、 2 0 0 9 ) は B M I と体脂肪率を考慮
した二元的方向から形態的な質を分類し、同一 B M I グループにおける形
態的質の異なる群間の体力を検討した。特に本研究は、形態的質の違い
による９群の形態的質グループを分類した。そして、９群の体格、身体
組成、体力を比較、検討した。先ず、身長について、基本的には B M I が
高くなるにしたがって身長は高くなる傾向がある。しかし、各 B M I  タ
イプの脂肪過多群ではそのような傾向は示されず、どの B M I タイプでも
脂肪過多の身長は低かった。藤井ら ( 2 0 0 8 ) は、学齢期では早熟者は高身
長の傾向であることを示しており、 H a n  e t  a l ,  ( 1 9 8 7 ) はさらに高身長の
傾向に加え、脂肪量が多いことを報告している。したがって、これら報
告を考慮すれば、 B M I の高さと高身長の関係は成熟度の早さと推測され
る。しかしながら、どの B M I タイプでも脂肪過多の身長が低いのは従来
にない報告であり、今までの研究手法では見落とされてきた知見である。
恐らく、同一の B M I では脂肪蓄積が多い者は早熟故の低身長の傾向があ
り、脂肪蓄積が結果的に骨発育を抑制していると推測される。  
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 体力では、 B M I タイプが痩身、標準で脂肪過少の者は 2 0 m シャトル
ラン、腕立て伏せ、上体起こしで優れた結果を示した。一方、 B M I タイ
プが肥満で脂肪過多の者は上述した体力項目では明らかに劣っていた。
このことは、肥満者は非肥満者に比べて体力が劣るというこれまでの報
告 ( K i m  e t  a l ,  2 0 0 5 、 C h e n  e t  a l ,  2 0 0 6 、 B o v e t  e t  a l ,  2 0 0 7 、 D u m i t h  
e t  a l ,  2 0 1 0 ) をより詳細に再検証したことになる。また、 B M I タイプが
肥満で脂肪過少の者の長座体前屈以外の体力項目では、 B M I タイプが痩
身 、 標 準 で 脂 肪 過 多 の 者 と 同 等 で あ る こ と が 示 さ れ た 。 こ の こ と は 、
B M I が低くても体脂肪の蓄積度合いが多ければ低体力であることを示唆
する知見である。 H a n  e t  a l ( 1 9 8 7 ) は、成熟度別に身長、体脂肪率、最
大酸素摂取量、最大静的筋力を検討し、これら要素において早熟群が高
い数値を示したことを報告している。また、 M o t a  e t  a l ( 2 0 0 2 ) は、 8 歳
から 1 6 歳の男子における成熟度の段階は有酸素能力のパラメーターと
しての有効性を示唆している。 J o n e s  e t  a l ( 2 0 0 0 ) は、思春期前後の男子
では成熟度が体力に大きく影響しており、体力評価における生物学的成
熟度の重要性を述べている。このような観点から、本研究において B M I
が低値の者は晩熟であると推測され、つまり、発育期における低体力の
要因には成熟度の影響が考えられる。  
しかし、 B M I が高値の者は成熟度が進んでいる分だけ体力の成就も早く、
歴年齢時点では体力は高いことになる。よって、本研究における B M I が
高く脂肪蓄積が少ない者は、 B M I が低く脂肪蓄積の多い者と体力ではそ
れ ほ ど 変 わ ら な か っ た と す る 知 見 の 妥 当 性 が 認 め ら れ よ う 。 引 原 ら
( 2 0 0 7 )  は、思春期における日常の身体活動量と体力の関連について報
告しており、戸田ら ( 2 0 0 7 )  は日常の身体活動量が多い者は体力が高い
こと、安部ら ( 2 0 0 3 ) は肥満者は非肥満者に比べて身体活動量が少ないこ
と を 報 告 し た 。 ま た 、 中 学 期 に お け る 男 子 の 身 体 組 成 に つ い て 、 金 ら
( 1 9 9 2 ) は、体脂肪率と食習慣、朴ら ( 1 9 9 0 ) は皮脂厚と遊び状況、栄養摂
取状況との間に強い関連性を報告している。これらの報告を考慮すると、
発育期の体力は身体活動量、生活環境や食習慣、成熟の要素が複合的に
関連しており、この時期の体力評価は関連要因を整理して多元的方向か
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ら検討することが必要である。したがって、本研究における B M I タイプ
およびタイプ別脂肪蓄積度合いに基づく二元的方向からの形態的質の違
いによる体力評価は、中学期男子の体力評価の基礎的かつ有効な情報と
考えられる。特に、形態的質の違いによる 9 分類の体力評価によって、
今まで検証できなかった肥満タイプでも脂肪蓄積が少ない者の体力、標
準、痩身タイプでも脂肪蓄積が多い者の体力が把握できた点は、本研究
で導かれた新たな知見といえよう。  
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第 5 節 結語  
 
本 研 究 で は 、 韓 国 人 男 子 中 学 生 に 対 し 、 B M I に よ る 肥 痩 度 お よ び
B M I に対する体脂肪率の脂肪蓄積度合いによる二元的方向から形態の質
を決定した。そして、形態の質の違いにより分類された 9 群の体格、身
体組成および体力の評価を行った。その結果、身長については、 B M I が
高くなるにしたがって高くなる傾向が明確に示された。しかし、脂肪蓄
積度合いが脂肪過多の者については全ての B M I タイプで身長はそれ程変
わらない傾向が示され、 B M I タイプに係わらず低身長であることが示唆
された。体力では、 B M I が痩身タイプもしくは標準タイプで脂肪過少の
者が 2 0 m シャトルラン、腕立て伏せ、上体起こしで優れた結果を示し、
反対に B M I が肥満タイプで脂肪過多の者はこれらの体力項目が明らかに
劣ることが示された。一方で B M I が肥満タイプで脂肪蓄積が少ない者と
B M I が痩身タイプで脂肪蓄積の多い者との体力はそれほど変わらないこ
とが明らかとなり、 B M I が標準的もしくは低くても体脂肪の蓄積度合い
が多ければ低体力であることを示唆する知見が導かれた。  
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5.1
159.8±
5.3
１58.3±
10.6 
166.3±
5.5
164.7±
6.7
157.7±
7.0
169.0±
5.4
165.5±
5.9
158.0±
7.0
*
Weight (kg)
45.7±
5.2
43.9±
4.3
43.6±
6.8
58.3±
5.2
57.8±
6.5
54.2±
6.2
79.3±
9.1
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BMI (kg/m
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*
BMI:Body Mass Index, % fat:Body fat percentage, %SLM:Soft lean mass percentage
*p<0.05
SU Slim-Excessive Underdevelopment, SS Slim-Standard, SD Slim-Excessive Development
NU Normal-Excessive Underdevelopment, NS Normal-Standard, ND Normal-Excessive Development
FU Fatty-Excessive Underdevelopment, FS Fatty-Standard, FD Fatty-Excessive Development
ANOVA
 1 1 7  
T
able 8-4. S
tatistics of sit and reach, 20m
 shuttle run, push-up and sit-up in nine m
orphological quality categories 
derived from
 the B
M
I and regression evaluation   chart of %
 fat for B
M
I 
 
 
        
SU
SN
SD
NU
NS
ND
FU
FS
FD
ANOVA
Sit&Reach (cm)
9.5±
5.1
7.9±
6.6
8.7±
7.3
11.8±
6.1
9.1±
5.7
8.1±
6.1
7.6±
6.5
8.6±
5.5
8.7±
4.7
ns
20m shuttle run (times)
48.8±
16.3
39.4±
15.4
37.2±
18.6
46.6±
18.7
40.5±
13.1
34.3±
11.4
33.9±
8.8
29.4±
10.6
21.0±
8.1
*
Push-up (times)
23.2±
12.9
21.7±
12.6
15.4±
7.1
26.0±
11.3
17.1±
12.2
15.6±
9.4
14.3±
8.9
8.2±
6.7
11.5±
13.1
*
Sit-up (times)
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8.0
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8.3
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*
SU Slim-Excessive Underdevelopment, SS Slim-Standard, SD Slim-Excessive Development
NU Normal-Excessive Underdevelopment, NS Normal-Standard, ND Normal-Excessive Development
FU Fatty-Excessive Underdevelopment, FS Fatty-Standard, FD Fatty-Excessive Development
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第九章 
検討課題Ⅵ 
身体健康度指標活用のための  
フィードバックシステム構築の 
基礎的研究 
－学齢期における回帰多項式による  
体力評価チャートの作成－ 
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第1節 本章の目的  
 
中学期に生起する思春期発育スパートは、人の発育においては2番目に急激な
増大を示す現象で、この時期を経過することによって成人に近づく重要な発育
機序といえる。Tanner(1978)はこの現象を思春期急増(adolescent growth spurt)と
呼び、人であれば誰でも出現する現象として統一的論理体系を展開してきた。
この時期、男子においては思春期急増のメカニズムによりタンパク同化作用が
促進され、体脂肪の増大は抑制される。もしこのメカニズムに異常が生じれば
体脂肪の増大が促進されるか、極端に体脂肪の燃焼が進み形態の質的な変化が
起きる。もちろん、メカニズムの異常が起こる場合、それは、中学生の生活状
況から派生されるに違いなく、運動時間が短くテレビゲームに熱中する者では
消費カロリーに対して摂取カロリーが過度になり結果として肥満となったり、
受験勉強によるストレスからの代理摂食による肥満も見逃せない。これらの形
態的質の違いは肥満または痩身に大別されるであろうが、さらに体型の割には
脂肪量が多い場合、または少ない場合が考えられる。中学期を含めた青少年の
体力の低下傾向について、日本では、西嶋(2002)(2003)が文部科学省の統計調査
をもとに児童・青少年の体力低下を検討した。確かに、1980年から85年をピー
クに体力の低下が示され、現在でもその歯止めは掛かっていないようである。
これらの青少年の体力低下問題の要因には、経済の高度成長と発展による都市
化が影響した極端な活動不足とスポーツ至上主義の二極化が根底にある。その
結果、受験やコンピューターゲームにのめり込む者は益々体力低下を余儀なく
し、このようなライフスタイルの変化が同時に身体組成にも影響を及ぼしてい
ると考えられる。  
一方、韓国ではかつての日本と同じように大学受験が激化しており、その教
育熱は社会問題となっている。韓国統計庁による2009年度の生活時間調査結果
によると、10代の青少年では、ウィークデイで学習時間は9時間程度と報告され
ている。また、余暇時間は1週間の平均で3.5時間程度であるが、スポーツや屋
外での身体活動は1時間弱と報告されており、ウィークデイではさらにその時間
が短くなっている。加えて、体育の授業は選択制で年間4単位しか取れず、大学
受験を主体とした教育制度による身体活動時間の減少が顕著である。また、日
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本と同様に体格の増大に反する青少年の体力低下も問題となっている (Kim et 
al 2002)。韓国で行われている国民体力実態調査の1989年から2007年までの3年
毎の調査結果によれば、中学生では、身長、体重などの体格要素は明らかに増
大していることが示されている一方で、体力・運動能力では、筋持久能力は向
上の傾向を示すが、跳能力においては1990年代から、走、持久能力は1989年か
ら低下の傾向が示されている。さらに、朴(2006)は、韓国の少子・高齢化につ
いて言及し、 2005年の合計特殊出生率は 1.08となり OECD(Organization for 
Economic Co-operation and Development)加盟国では最低水準となったと述べて
いる。将来の人的資産の確保のみならず、その質の向上が現在の韓国にとって
重要な課題となるであろう。  
田中、藤井ら(2009)は、韓国における体力低下問題に対し、韓国人中学生の
形態の質の違いによる体力の検討を行い、肥満形質の低体力傾向の知見を導い
ている。また、引原ら(2007)は、思春期における日常の身体活動量と体力の関
連について報告しており、戸田ら(2007) は日常の身体活動量が多い者は体力が
高いこと、安部ら(2003)は肥満者は非肥満者に比べて身体活動量が少ないこと
を報告している。このような体力低下および肥満改善に有用な知見が教育現場
に理解されるとともにうまく還元され、活用されれば現在の韓国や日本におけ
る問題解決に役立つと考えられる。  
ところで、教育現場における、教育者から学習者へのフィードバックシステ
ムについては、遠隔授業システムやWBT(Web Based Training)、レスポンスアナ
ライザなど、コンピュータやコンピュータネットワークを利用したe-ラーニン
グに関する報告は多くなされており、様々なシステムが開発されている(桑原
2004, 松河ら2007, 中島2008)。これらの特徴は、インターネットを含めたコン
ピュータネットワークにより、学習者、もしくは教育者はその場でレスポンス
を得ることができうる点であろう。しかし、現在、我々が取り組んでいる身体
情報科学、健康・スポーツ科学の研究領域においては、研究機関において検証
された結果を教育現場に効果的にフィードバックさせるシステムは構築されて
いない。そこで本研究は、田中ら(2010)の報告に続き、韓国人男子中学生を対
象とした身体健康指標の活用を目指したフィードバックシステムの構築を模索
するための基礎的情報を得ようとした。そこで、BMIの肥満、痩身判定による
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体型分類およびBMIに対する筋肉率の多項式回帰評価による形態の質の評価チ
ャートを構築し、個々の形態的質の違いから体力評価が可能となるか検討しよ
うとするものである。さらに、ここから導かれる知見が教育現場において有効
利用できるかどうか考察し、その議論の展開から効果的、効率的なフィードバ
ックシステムの可能性を探った。  
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第 2 節 方 法  
 
１．対象  
被験者は、韓国ソウル近郊の中学校2年生男子201名であった。被験者とその
保護者には事前に調査および測定の内容を説明し、これに対するインフォーム
ドコンセントを得た。測定時の被験者に急性および慢性の疾患を患っている者
はいなかった。測定は2006年10月に行われた。  
 
２．体格と身体組成  
 身体成分は、 segmental bioelectrical impedance analysis & multi-frequency 
bioelectrical impedance analysis法によるボディコンポジションアナライザー
（InBody 3.2, Biospace）を用いて、体重、体水分量、筋肉量(Soft lean mass : SLM)、
体脂肪率(percentage of body fat)および体脂肪量(Fat mass)を測定した。SLMは体
重より脂肪量と骨量を減じて算出され、体脂肪量は体重からSLMおよび骨量を
減じて算出されている。身長の測定は、デジタル身長計を使用して1mm単位で
測定した。BMI(Body mass index)は身長(m)の二乗を体重(kg)で除して算出した。 
 
３．体力測定項目  
体力・運動能力には韓国で取り上げられている体力テスト項目を採用した。
テスト項目の内訳は、長座体前屈、20mシャトルラン、上体起こし、腕立て伏
せであった。  
 
４．解析の手順  
1) BMIの統計値を求め、平均値と標準偏差から平均値評価法により3段階の体
型肥痩度分類を行う。  
2) BMIに対する筋肉率の1次から3次までの回帰多項式を構成し、妥当性の検
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討を行う。  
3) 1次から3次までの最適な次数による多項式を用いてBMIに対する筋肉率の
多項式評価チャートを構築し、5段階による形態的質評価を行う。  
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第3節 結 果  
 
１．BMIの正規性の検討  
BMI分布の正規性を検討するために次の式から理論値を導いた。  
 
 
 
｛ただし、yは理論値、ｘ iは級間値：1、nはデータ数：201、σ2は分散：4.0、a
は平均値：22.1} 
上式に各統計値を代入して求められたBMIのχ2値は73.9となり、正規分布関数
に適合していることが確認された。  
 
２．BMIの肥痩度による対象者の体型分類  
BMIによる肥痩度の体型分類は、本被験者のBMIの平均値 (22.1)、標準偏差
(4.0)による平均値評価法を適用し、さらに統計的な検定が可能となることを考
慮し、表9-1のような基準を設定した。これらの判定基準を被験者に適用して
BMIの肥痩度を分類し、その頻度分布を図9-1に示した。  
 
３．最小二乗近似多項式によるBMIに対する筋肉率の推定の妥当性の検討  
BMIと筋肉率の相関分析を行ったところ、相関係数はr=-0.76(P<0.01)となり、BMIと
筋肉率の間には明らかな有意性が認められた。この結果から、BMIに対する筋肉率の
回帰分析を行った。本研究では、1次から3次までの回帰多項式による最小二乗近似
を適用し、以下に示される多項式が導かれた。図9-2～9-4には、1次から3次までの回
帰多項式の適用を示す。 
① 1次多項式 ： y = -0.906x + 62.526  (標準誤差(SE)=1.64) 
 ｛但し、yは筋肉率、xはBMI値｝ 
② 2次多項式 ： y = -0.0225x2 + 0.1317x + 50.939 
  22
2
2
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   ｛但し、yは筋肉率、xはBMI｝  
③ 3次多項式 ： y = 0.0105x3 - 0.7437x2 + 16.452x – 68.769 
｛但し、yは筋肉率、xはBMI｝ 
以上の回帰多項式について、その妥当性を検討するためにそれぞれの方程式の決
定係数および残差平方和を算出した(表9-2)。残差平方和は3次多項式で大きく減少
し、決定係数は3次多項式で増加した。また、赤池情報量基準 (AIC)は3次多項式に
おいて最も減少した。したがって、多項式の次数を上げることによりBMIの対する筋肉
率の推定の精度が変わることが示され、本研究におけるBMIに対する筋肉率の推定
は、決定係数、残差平方和、AICの算出結果は3次において最も当てはまりが良いこと
が示された。よって、BMIに対する筋肉率の標準回帰評価チャートの構築には、3次多
項式の適用が妥当であると判断した。 
 
４．BMIに対する筋肉率の標準回帰評価チャートの構築  
BMIに対する筋肉率の回帰評価チャートは、3次多項式の回帰平面と標準誤差
(3.11)から作成した（図9-5）。 
この回帰評価におけるBMIに対する筋肉率の高低による判定基準は以下のように
設定した。評価チャートで+1.5σを超えた範囲に分布しているものはBMIの割に筋肉率
が高いと判断した。この評価帯の形態的質は「筋肉過多」と評価し、数値による評価は
2+とすることにした。同様に+1.5σから+0.5σの評価帯はBMIの割に筋肉率がやや高く、
形態的質は「やや筋肉過多」とし、評価は1+とした。+0.5σから-0.5σの評価帯はBMIの
割に筋肉率が標準的で形態的質は「普通」とし、評価は0とした。-0.5σから-1.5σの評
価帯はBMIの割に筋肉率がやや低く、形態的質は「やや筋肉過少」とし、評価は1-とし
た。-1.5σ以下の評価帯はBMIの割に筋肉率が低く、形態的質は「筋肉過少」とし、評
価は2-とした。このように標準回帰評価チャートから形態的質の評価を判定し、BMIの
肥痩度タイプ別における人数の分布を図9-6に示した。図9-6では、「筋肉過多」を+2、
「やや筋肉過多」を+1、「普通」を0、「やや筋肉過少」を-1、「筋肉過少」を-2とした。
BMI肥満タイプにおいては、やや筋肉過多から右肩下がりの人数分布となったが、
BMI標準タイプ、BMI痩身タイプでは、ともに正規分布に近い型が示された。 
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第 4 節 討 論   
 
本研究では、BMIとBMIの割に筋肉率が高いか低いかを判断する二つの身体
健康指標を用い、学齢期の体格および形態の質の評価基準の構築を行った。ま
ず、BMIの評価であるが、本研究では平均値評価法を用いて肥満、標準、痩身
を判断した。ところで、Tomkinsonら(2007)は韓国人児童・生徒を対象にした報
告において、1968年から有酸素能力は低下し、逆にBody Mass Index(BMI)は増
加していることを指摘している。さらに、Yamauchi(2007)の報告では、韓国の
児童は中国の児童に比べて男女ともに体脂肪率が有意に高い結果が示されてお
り、田中、藤井ら(2009)も韓国人男子中学生は日本人男子中学生よりもBMIが
高値であると述べていることから、本韓国の青少年は近隣のアジア諸国と比較
して肥満傾向の可能性が示唆されている。本研究における被験者のBMI平均値
は22.1となり、2007年の国民体力実態調査と比較すると高校2年生に該当する値
となっていた。また、WHO(2007)が示している基準との比較でも、14.5歳では、
WHOの中央値は19.4、本研究の中央値は21.3となり、BMIが高い集団であるこ
とが理解された。青少年のBMIの評価基準の相違に関しては、このように集団
の特性を大きく反映することが考えられる。評価基準の設定は慎重な検討が必
要であると考えられるが、地域および生活習慣等の差異の少ない対象における
測定評価という観点から考えれば、平均値評価法は有効であろう。次に、形態
の質を評価するための標準回帰評価チャートは、BMIに対する筋肉率の回帰分
析による最小二乗近似の適用から構築を試みた。田中ら(2010)の報告では、日
本人男子中学生の形態の質をBMIに対する体脂肪率の回帰分析による最小二乗
近似の適用から判断し、2次多項式を用いて評価チャートを構築している。本研
究では、同様な手法を用いて多項式の妥当性を検討した。最小二乗近似多項式
の適用による有効な知見として、Matsuura and Kim(1991)による身長、体重発育
に対して最小二乗近似多項式を適用し、その発育パターンを検討した報告、
Largo et al(1978)のSpline平滑化を適用して身長発育のパターンを検討した報告
がある。本研究では、Matsuura and Kim[1991]が採用している残差平方和の検討
およびAICによって多項式の妥当な次数を判断した。その結果、3次多項式の適
用が妥当であることが認められた。標準回帰評価チャート構築のための回帰分
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析では、対象により多項式の最適な次数が異なり、これまでの検討(Fujii et al  
2008、田中、藤井ら2008, 2009)では、2次もしくは3次多項式の適用において妥
当性が認められている。本研究においては、3次多項式を基準に形態の質を評価
した。まず、本研究の被験者におけるBMIの最小値であった13.2から最大値の
32.3まで、0.1刻みでBMI値を設定した。このBMI値を結果に示した3次多項式に
代入することにより標準式を構築した。この標準式から、13.3から0.1刻みで設
定された各BMI値に対する標準値となる筋肉率が計算される。次に、形態の質
の評価として、BMIに対する筋肉率の判定を5段階で評価するために標準式に
±0.5σおよび±1.5σを付加し、筋肉過少形態から筋肉過多形態までの判定基準と
なる筋肉率値を算出した。これらの作業により、BMIに対する筋肉率の評価基
準値を設定することが可能となり、個々の対象においてBMIの割に筋肉率が高
いか低いかが判定できた。Tanaka, Fujii et al(2010)はこの手法を用いて、韓国人男
子中学生における筋肉率による形態の質の違いが体力に及ぼす影響を明らかした。
その報告から、有意差にばらつきはあるものの、筋肉過多形態であれば体力が優れ、
筋肉過少形態では体力が劣る傾向が把握できる。 
前田ら(2010)によれば、韓国では、NEIS(National Education Information System)と
いう全国教育行政情報システムが構築され、教育行政の情報化が進んでいる。児童
生徒の学校生活の記録は電子化されデータベースに登録され、教育現場で活用され
ているという。このような取り組みは、研究機関と教育現場をつなぐフィードバックシステ
ムの模索においての有用な手がかりとなると考えられる。しかし、現在では、健康科学、
スポーツ科学においては測定結果を教育現場へフィードバックする流れをシステム化
した研究は見当たらない。測定調査を必要とする研究において、測定から結果のフィ
ードバックまでの流れをシステム化することができれば、研究結果の有効活用の可能性
が広がるであろう。 
本研究ではBMIによる肥痩判定およびBMIに対する筋肉率の多項式回帰評価チャ
ートの構築から形態の質を評価した。そして、これらの評価基準を用いた体力評価を
身体健康指標として構築した。これらの身体健康指標を活用し、現在の子どもたちが
抱えている問題を解決するために、教育現場でのニーズを把握するとともに、研究結
果から得られた知見の理解、測定の実施、測定結果の検討、現場へのフィードバック
といった流れのシステム化に向けた模索が今後の課題となるであろう。 
134 
 
第 5 節 図 表  
 
表 9-1 BMI タイプの判定基準値  
 
BMI タイプ 評価の基準  BMI 分類の判定値  
痩身タイプ 平均値－0.75SD    BMI ＜ 19.1 
標準タイプ 平均値±0.75SD 19.1 ≦ BMI ＜ 25.1 
肥満タイプ 平均値＋0.75SD 25.1 ≦ BMI     
 
 
 
 
 
 
 
 
表 9-2 1 次から 3 次までの多項式の決定係数、残差平方和、AIC の算出結果  
 
次数  回帰多項式 (y=筋肉率、x=BMI) 決定 
係数  
残差 
平方和  AIC 
1 次  y=-0.906x+62.526 0.58  933.6  1031.3 
2 次  y = -0.0225x2 + 0.1317x + 50.939 0.58  941.3  1030.0 
3 次  y = 0.0105x3 - 0.7473x2 + 16.452x - 68.769 0.62  772.5  1014.0 
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図 9-1 BMI 痩身、標準、肥満タイプの度数分布  
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図 9-2 BMI に対する筋肉率の 1 次回帰多項式の適用  
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図 9-3 BMI に対する筋肉率の 2 次回帰多項式の適用  
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図 9-4 BMI に対する筋肉率の 3 次回帰多項式の適用  
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図 9-5 3 次多項式を適用した BMI に対する筋肉率の標準回帰評価チャート  
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図 9-6 BMI に対する筋肉率の標準回帰評価チャートに基づき分類された形態
の質群の度数分布  
 
 
第十章 
検討課題Ⅶ 
企業労働者に対する 
身体健康度指標のフィードバ
ック戦略の模索 
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第 1 節 本章の目的 
 
我が国では、平成 18 年に「健康づくりのための運動指針 2006：生活習慣病
予防のために~エクササイズガイド 2006 ~」が策定された。これは、健康な成
人を対象に、運動基準の内容に基づいて安全で有効な運動を広く国民に普及す
ることを目的としており、個人の身体活動・運動量の評価と目標設定の方法、
個人の身体的特性および状況に応じた運動の選択、それらを達成するための方
法を具体的に示したものである(下光，2006)。  久野(2006)は、国民の健康づく
りにおける運動の役割がこれほど国レベルで認識され、具体的な施策として遂
行されようとしているのは、初めてのことであろうと述べており、これまでの
研究者や健康運動に関わる現場指導者の努力によるものであることを明示した。
このことは、運動の生活習慣病予防や健康増進への関与が科学的に明らかにさ
れ、現代社会において多くの人に運動実施が求められている結果と言えるであ
ろう。近年のわが国は、科学技術の発展により労働形態が変化し、労働負担の
増大が労働者の心身の健康にかかわる問題として取り上げられている。大西
(2007)は、労働は械化され、エネルギー消費量的には著しく軽減されたが、神
経的緊張の継続する細分化された労働負担は、疲労回復を容易にしない側面が
あることを指摘している。さらに、このような労働の機械化の他にも雇用形態
の多様化や長時間労働、高年齢労働者の増加、成果主義や業績主義のような労
働環境も労働者の心身の健康保持を阻害する要因となっている。また、労働形
態や環境の変化だけでなく高度経済成長以降の日常生活習慣における省力化は、
日常生活における身体活動量を減少させ体力低下(佐々木ら，1995)、生活習慣
病の増加を招いている。特に、労働者の高齢化が進み若年労働者の労働力は重
要な位置を占めると考えられる中で、若年者の体力低下は食い止めなければな
らない課題であろう。Ohta ら(2004)は余暇を活用した生活習慣修正指導は体力
を改善することを通じてワークアビリティを増加させることに寄与すると考え
られると述べて生活習慣や身体活動に対する改善指導の有効性を示しており、
この知見からは日常の身体活動や余暇の活動の充実は職場における能力の向上
につながることを示唆していると考えられる。  
厚生労働省が平成 19 年に発表した労働者健康状況調査結果では、1000 人未
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満の事業所においては労働者の健康保持・増進の取り組みが進んでおらず、特
に体力テストを実施している事業所は 1 割を切ることが示された。健康保持・
増進のための第 1 歩は、現状の健康状態を自分自身が把握することであると考
えられる。現状を知ることで、改善に必要な情報を求め、個々に必要な情報を
得て、自身での改善への取り組みの実施が欠かせない。心身の健康管理を効果
的かつ効率的に推進し、定着させていくためには、健康測定、健康指導、健康
情報提供による健康保持増進プロセスにおけるフィードバックのシステム化が
必要となると考えられるが、このようなフィードバックシステムには、科学的
根拠に基づく介入が必要であり、特に個人の健康状態に合わせた個別のプログ
ラム提供が必須なことからも研究機関が果たせる役割は大きいのではないかと
推測する。  
本研究は、研究機関から発信した健康管理情報を如何に企業に就労する労働
者の健康に役立たせるか、つまり、身体健康度指標のフィードバックシステム
構築を模索したいと考えた。しかしながら、従来までに現場への有効なフィー
ドバックシステムを構築したモデルがない。そこで、流通システムの考え方の
核となるロジスティクス理論から、フィードバックシステムをサプライチェー
ンプロセスと見なせば、研究機関から企業内の労働者にスムーズなフィードバ
ックモデルを模索することができると考えた。そして、戦略的な視点に立った
効果的かつ効率的な健康保持増進指導の確立を目指すことを目的とした。  
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第 2 節 身体健康度指標構築の模索  
 
本研究における身体健康度は、健康と体力の関連の観点から、体力、運動能
力を一つの軸に、また、近年の肥満増加や若年者の体力低下の観点から、体格
指数である BMI(Body mass index)、体脂肪率をもう一つの軸にすることとした。
そして、BMI および体脂肪率と体力、運動能力との関係から身体健康度の指標
を構築した。  
 
1．対象  
高校生の被験者は、岐阜県の男子高校 1 年生 146 名であった。測定は平成 19
年 10 月に実施した。被験者およびその保護者には事前に調査および測定の内容
を説明し、これに対するインフォームドコンセントを得た。  
 
2．測定項目  
 身長の測定は、タニタ制デジタル身長計を使用した。BMI は体重  (kg)を身長 
(m)の 2 乗で除して算出した。身体成分は、segmental bioelectrical impedance 
analysis & multi-frequency bioelectrical impedance analysis 法によるボディコンポ
ジションアナライザー  (InBody3.2, Biospace)を用いて、体重、体水分量  (Total 
body water：TBW)、筋量 (Soft lean mass : SLM)、骨量  (Bone mass)、体脂肪率
および体脂肪量 (Fat mass)を測定した。SLM は除脂肪量からミネラル量を減じ
て算出され、体脂肪量は体重から SLM およびミネラル量を減じて算出されて
いる。  
 
3．身体健康度指標の作成  
 1)BMIから体型の判定を行い、肥痩度の影響による体力を解析する。  
 2)BMIに対する体脂肪率の回帰分析を行い、1次から3次までの回帰多項式を
算出し、AIC、決定係数、残差平方和から妥当な次数の回帰多項式を決定
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する。  
 3)決定された回帰多項式による評価チャート(10-1)を構築し、形態的な質の違
いを判定する。  
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第 3 節 身体健康度指標のフィードバックシステムの模索  
 
経営活動では、生産者から消費者に製品やサービスなどの商品を供給するこ
とで様々な価値が生み出されるが、消費者の立場からは、消費者が要求する商
品を、要求するときに要求する場所まで供給することが重要である。本研究で
は、苦瀬(2003)が示したロジスティクスの基本的な考え方である「必要な商品
や物資を適切な時間に、場所に、価格で、品質と量をできるだけ少ない費用で
供給すること」を参考に、ロジスティクスにおける効率化や最適化を目指した
活動をモデルとして、労働者の効果的な健康保持増進に役立つフィードバック
システムを模索した。  
 手塚(2001)が示した Lambert,D M, Stock and Ellram,L M を引用したロジスティ
クス・マネジメントの諸要素を参考に、まず、本研究におけるロジスティクス
のインプット、ロジスティクスのアウトプットへの適用を検討した。本研究に
おいてはロジスティクス・マネジメントの要素における「供給者」は研究機関、
「顧客」は企業に就労する従業員になるであろう。また、ロジスティクスのイ
ンプット要素である、「物的資源」には身体組成、体力測定、骨密度測定等の各
種機器や研究機関が保有するコンピュータ等が含まれると考えられる。また、
「人的資源」には研究者および研究補助者が、「資金」については研究助成費が、
「情報資源」には、これまでに蓄積されたエビデンスや研究成果が該当すると
考えられる。一方、アウトプットに関しては、「顧客に対する効率的な財の提供」
は健康促進のための方策や知識、「無形資産の創出」は健康そのものが該当する
と考えられる。これらのことを踏まえ、身体健康指標のフィードバックシステ
ムは、「広報システム」、「測定システム」、「分析・評価システム」、「健康改善シ
ステム」の 4 つのシステムをベースに考えることとした。各システムの内容は
表 1 に示した。また、それぞれのシステムが果たす役割については以下のよう
に考えられる。  
「広報システム」：これまでに明らかにされている健康や生活習慣と運動に関す
る知見や、運動による介入が健康や生活習慣病予防に役立つ
知見、さらには研究機関特有の蓄積データに基づいて明らか
にされたエビデンスを講演会などにより労働現場に示し、説
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明を行う。これは、健康状態や体力測定の重要性と必要性を
理解してもらうための第 1 歩であり、研究機関主導による測
定の受け入れにつながる重要な活動である。  
「測定システム」：体力測定や身体組成測定の実施には、測定・評価に関する正
確な知識を有した専門家が必要なこと、測定施設や器具が必
要なこと、実施のための時間が必要である。つまり、これら
の基盤がそろわなければ測定は実施できず、労働者の健康保
持増進も推進は不可能である。研究機関は労働者に対して体
格、身体組成、体力測定の各種測定と、生活習慣、労働や勤
務状況などの質問紙による調査を行い、データを回収する。
測定システムにおいては、精密機械を含む測定機器の運搬、
測定者の移動をいかに効率よく行うかが検討の課題となる。
各種測定については、それぞれの測定方法を熟知し、複数の
測定を一挙に行うことに精通している測定者が担当すること
により効率的に行うことが可能となるであろう。  
「分析・評価システム」：「測定システム」において実施された各種測定から回
収されたデータは、個人の身体的および精神的な健康状態の
現状についての把握と健康保持・増進を目的とした個別の目
標設定、運動プランおよび運動プログラムの立案に活用され
る。これらには研究機関による多種の分析が必要となる。こ
こでは、数値による解析を行った後、個々の特性を明らかに
し、それを次の「健康改善システム」に活かすようなデータ
を得ることが必要である。そこで、「分析・評価システム」は
研究機関における活動となるであろう。  
「健康改善システム」：研究機関の「分析・評価システム」において明らかにさ
れた個々の健康状態や体力の現状から、個人に合った健康増
進プログラムを立案するとともに生活習慣の改善案を考案す
る。また、個人の今後の健康改善のための取り組みについて
指導する。運動プログラムを継続的に行うために援助をする
ことも必要であり、定期的な運動効果の確認を行う。よって、
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「健康改善システム」は、研究機関と労働現場の直接的およ
び間接的な関わりが必要となる。  
これらのシステムの中で、「広報システム」を除く「測定システム」、「分析・
評価システム」、「健康改善システム」は一つのサイクルをつくり、「測定」、「分
析と評価」、「運動、生活習慣改善プランとプログラムの作成」を繰り返して行
うことで、健康保持増進を推進することが可能になると考えられる。(図 10-2) 
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第 4 節 身体健康度指標のフィードバックモデルの構築  
 
健康度指標のフィードバックモデルの全体像は図10-3のように考えた。  
しかし、これはまだ模索の段階であるために、今後さらなる検討が必要であ
る。久野2)は、自治体における健康づくりについてビジネスモデルを提示し、
多くの参加者が継続した健康づくりを実現していることを報告した。また、久
保ら14)は、中高年が日常生活の中で楽しみながら運動を継続して実施できるシ
ステムの構築を試みている。これらの報告に共通するのは、インターネットを
うまく活用して運動継続を実践していることである。久野 (2006)の場合は、
e-wellnessというシステムを開発している。これは体力テスト結果やそれに基づ
く運動可否判定、日々のトレーニング記録のモニタリングや個人情報および健
診データを集めたデータベースを構築することにより、個別のプログラムの提
供や継続支援といった対象者へのサービス提供を行うとともに、管理者による
トレーニング効果の判定や出席率の低い参加者の抽出が可能となるなど、参加
者のデータ分析ができるようになっている。一方、久保ら14)は、自宅で体操を
実施できるようなウェブサイトを構築し、中高年が自分の自由な時間に運動が
実施できるようなシステムを開発している。ロジスティクスの基本的な概念の
もとに身体健康度評価をフィードバックする場合、このようなインターネット
の活用は欠かせないものとなる可能性も考えられる。しかしそのためには、情
報を提供する側と情報を受け取る側の環境の設定が重要となる。今後の課題は、
研究機関から現場へのフィードバックに対する評価やフィードバックに関して
現場にどのような要求があるかを調査により明らかにし、より効果的で効率的
なフィードバックシステムの構築を検討することである。  
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第 5 節 図 表  
 
 
表 10-1 健康度指標フィードバックのための各システムの内容  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
広報システム 
・身体組成、体格と健康、体力について 
・身体活動量と健康、体力について 
・食習慣と健康について 
・ストレスと健康について 
測定システム 
・体格、BMI(Body Mass Index) 
・身体組成(体脂肪率、筋肉量等) 
・骨密度  
・体力  
・血圧  
・蓄積疲労度やストレス、精神健康状態  
・労働状態や勤務状況  
分析・評価システ
ム 
・身体肥満、痩身状態の把握  
・体力の現状把握  
・生活習慣の問題点の抽出  
・健康保持、改善に向けたプランの考案  
健康改善システム 
・身体健康状態や体力の現状提示  
・身体健康状態の改善目標、体力の目標設定  
・食時に関する指導および食事内容の指導  
・日常生活身体活動量の目標設定と実施指導  
・余暇時間の活動指導  
・健康改善のためのアドバイス 
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図 10-1 BMI に対する体脂肪率の多項式回帰評価チャート  
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図 10-2 各システムの一連の流れと循環  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図10-3 身体健康度指標のフィードバックモデル  
広報システム
測定システム
分析・評価システム  健康改善システム
蓄積されたエビデンス  
労働現場 
測定の受け入れ  
研究機関 
・エビデンスのアピー
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第十一章 
検討課題Ⅷ 
健康管理促進システム活用の
実際 
－実業団スポーツ選手・大学生女子
への活用－ 
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第 1 節 本章の目的 
 
近年、労働負担の増大が労働者の心身の健康にかかわる問題として取り上げ
られている。労働の機械化や日常生活における省力化は、筋力や心肺持久能力
の低下など身体機能の低下につながると考えられる。また、労働環境の変化だ
けでなく、日常生活環境の変化や高齢化により我が国の疾病構造は変化し、肥
満や生活習慣病が増加している。厚生労働省は平成 12 年に「健康日本 21」を
策定し、健康を増進し、疾病を予防するという概念を打ち出した。生活習慣病
における指導には、個別評価、個別介入が重要であり、また、個人が自身の健
康状態を把握するための調査や測定を受けることのできる環境が必要となる。
さらに調査、測定結果については科学的根拠に基づく情報提供が有効であると
考えられる。  
我々はこれまでに学齢期の生徒に対して、体格および身体組成データを用い
た最小二乗近似多項式による標準回帰評価チャートを構築し、個人の身体健康
度を評価する指標としての提案を行ってきた。これらの身体健康度指標は
BMI(Body Mass Index)を基準として、BMI の割に体脂肪の蓄積が多いか少ない
か、もしくは BMI の割に筋肉の割合が多いか少ないかを評価できるものであ
り、。このような手法を企業で働く労働者に応用させ、フィードバックすること
ができれば、労働者の健康保持・増進を促進させることが可能になると考えた。
我々は、身体健康度指標のフィードバックシステムに関して、ロジスティクス
モデルを参考に「広報システム」をスタートに設定し、「測定システム」「分析・
評価システム」「健康改善システム」の 3 つのシステムの循環により構築できる
のではないかとの提案を行った。本研究では、「測定システム」により労働者の
実際の測定データを回収し、「分析・評価システム」により身体健康度評価を行
うことにより、健康保持・増進に有用な情報が得られるか検討するとともに、
身体健康度指標のフィードバックシステムの活用可能性を探ることを目的とし
た。
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第 2 節 測定の概要 
 
1．対象  
身体健康度評価指標の構築は、愛知県内のフィットネスクラブに通う 20 代の
一般女性 94 名を対象とした。また、身体健康度の評価は、愛知県内の 20 代の
実業団女子ソフトボール選手 15 名と青森県の某短期大学生女子 89 名に対して
行った。実業団女子ソフトボール選手には、2007 年 3 月から 2009 年 6 月にか
けて計 8 回の測定を行い、個人の縦断的測定データを得た。また、大学生女子
に対しては、2011 年 12 月に測定を行った。  
測定対象者には事前に測定の内容について説明し、これに対する同意を得た。 
 
2．測定項目  
 20 代一般女性の身体成分は、 segmental bioelectrical impedance analysis & 
multi-frequency bioelectrical impedance analysis 法によるボディコンポジションアナラ
イザー（InBody 3.2, Biospace）を用いて、体重、体水分量、筋肉量、体脂肪率および
体脂肪量を測定した。また、体格項目として身長を測定し、身長(m)の 2 乗を体
重(kg)で除して BMI を算出した。測定は、2007 年 7 月から 2008 年 10 月に行っ
た。  
実業団女子ソフトボール選手には、皮脂厚計（栄研式，明興社製）を用いて
上腕後部、肩甲骨下部、腹部、側腹部、大腿部の皮下脂肪厚の測定を行った。
体脂肪率は、長嶺と鈴木の式を用いて身体密度を算出し、Brozek らの体脂肪率
換算式によって求めた。また、体格項目として身長と体重の測定を行い、体重
(㎏)÷身長(m)2 の式から BMI を算出した。  
女子短期大学生には、マルチ周波数体組成計（MC-190，タニタ社製）を用い
て体重、身体組成を測定した。身長は体組成測定の直前に測定し、申告させた。 
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第 3 節 身体健康度評価指標の模索  
 
20 代一般女性における BMI と体脂肪率の相関分析を行ったところ、
r=0.87(P<0.01)を示し、明らかな有意性が認められた。BMIに対する体脂肪率の 1次
から 3次の回帰多項式は、表 11-1に示すとおりである。導かれた BMIに対する体脂
肪率の回帰多項式について、妥当性を検討するためにそれぞれの AIC を算出したと
ころ、AIC は 1 次多項式で減少した（表 11-1）。よって、AIC の算出結果より、1 次多
項式において最も当てはまりが良いことが確認された。20 代一般女性の BMI に対す
る体脂肪率の評価チャートは 1 次の回帰平面と標準誤差（SE:3.02）を適用し
て構築した（図 11-1）。身体健康度評価の指標は標準曲線±0.5SE の範囲を「標
準」、標準曲線+0.5SE から+1.5SE の範囲を「やや脂肪過多」、標準曲線+1.5SE
以上を「脂肪過多」、標準曲線-0.5SE から-1.5SE の範囲を「やや脂肪過少」、
標準曲線-1.5SE 以下を「脂肪過少」と設定した。  
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第 4 節 身体健康度評価の活用  
 
構築された一般女性の身体健康度評価指標に、ソフトボール選手の 8 回目(最
終)の測定データを当てはめた結果を図 11-2 に示した。この結果をみると、一
般女性に対してソフトボール選手は BMI に対する体脂肪率が低いことが明ら
かに示された。ソフトボール選手が一般女性に比べて BMI に対する体脂肪率が
低いことは、実業団女子選手のトレーニングの量、質、時間を一般女性と比べ
れば妥当な判定であると考えられる。身体健康度の評価は、15 人のうち 14 名
が「脂肪過少」、1 名が「やや脂肪過少」と評価された。一方、8 回目の測定結
果では、15 名のうち、14 名が「脂肪過少」、1 名が「標準」という評価であっ
た。1 回目の測定から 8 回目の評価結果を表 11-2 に示した。1 回目の測定と 8
回目の測定で身体健康度の評価が変わった選手は、2 名であり、1 名は「標準」
から「脂肪過少」へ、もう 1 名は「脂肪過少」から「やや脂肪過少」への変化
であった。一方、2 年 3 ヶ月に渡る計 8 回の測定での評価の変動を見ると、6
名が「脂肪過少」と「やや脂肪過少」の間で変動を繰り返し、3 名が「標準」、
「やや脂肪過少」、「脂肪過少」間での変動を繰り返していることが明らかとな
った。また、「脂肪過少」から「やや脂肪過多」の比較的広範囲で変動するもの
も 1 名いた。測定期間中の身体健康度評価に変動が全くない選手は、15 名中 5
名であった。  
一般に、肥満や生活習慣病予防の観点からは、体脂肪は少ない方が良いとさ
れている。しかし、女性の健康という観点からは、必ずしも脂肪が少ないこと
が良いこととは限らない。つまり、女性においては、体脂肪が性ステロイドホ
ルモンの代謝と関連して性機能の面においても重要であることを考えなければ
ならない。本研究における「脂肪過少」の判定に該当する選手の中には、女性
の月経異常など身体機能に異常をもたらす危険性が高くなる者もいると考えら
れ、女子スポーツ選手特有のスポーツ障害を引き起こさないよう個々の健康管
理には十分な配慮が求められる。また、多くの選手の体脂肪率は年間を通して
変動しており、その選手に求められる身体的条件を明確にし、それを適正にコ
ントロールできるよう、フィードバックすることの重要性が示唆された。  
次に、女子短期大学生 89 名の個人データを身体健康度評価チャートに当ては
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めた。図 11-3 に示される女子短期大学生の身体健康度評価結果を見ると、脂肪
過少が 1％（1 名）、やや脂肪過少が 5％（4 名）、標準が 22％（20 名）、やや脂肪
過多が 48％（43 名）、脂肪過多が 24％（21 名）となり、本研究で対象とした女
子短期大学生は、脂肪蓄積が多い傾向を持つ集団であることが明らかにされた。
これについては若い年齢からの適正体重の保持と脂肪蓄積量の減少に対する指
導の必要性が考えられる。また、BMI が低い者ほど脂肪過多傾向にあることが
示され、隠れ肥満者の多さも身体健康度評価チャートにより、簡易に把握するこ
とが可能であった。 
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第５節 まとめ  
 
本研究において構築された一般女性の身体健康度評価チャートから、実業団
女子選手個人の脂肪蓄積度合いの妥当性が明確にされた。これは、今後の選手
の競技活動を含め、選手らの健康管理に関わる重要な指標として位置づけられ
る。特に、本研究における継続的な測定による縦断的データが得られれば、個
人の身体的な変化が評価でき、その知見が選手の競技成績や健康評価に有効な
情報となりうるであろう。したがって、身体健康度評価としてのフィードバッ
ク活用の可能性がここに提唱されたと言えよう。  
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第 5 節 図 表  
 
 
 
 
 
表 11－1 20 代一般女性の BMI に対する体脂肪率の 1 次から 3 次の回帰多項
式と AIC、残差平方和、決定係数  
 
次数  多項式  AIC 残差平方和  決定係数
1 次  y=2.17722x - 19.45467 478.6 840.1 0.753 
2 次  y=-0.03401x2 + 3.68321x – 35.85513 479.7 831.4 0.756 
3 次  y=-0.01436x3 + 0.95074x2 – 18.48515x + 128.18814 479.3 810.8 0.762 
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表11－2 実業団女子選手の身体健康度評価の縦断的変化  
2007年3月 2007年6月 2007年12月 2008年3月 2008年6月 2008年12月 2009年3月 2009年6月
選手A 標準 標準 やや脂肪過多 やや脂肪過少 やや脂肪過少 やや脂肪過少 標準 脂肪過少
選手B 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少
選手C 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少
選手D 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少
選手E 脂肪過少 やや脂肪過少 標準 やや脂肪過少 脂肪過少
選手F 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少
選手G 脂肪過少 脂肪過少 やや脂肪過少 やや脂肪過少 標準 脂肪過少 標準 脂肪過少
選手H 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少
選手I 脂肪過少 やや脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 標準 やや脂肪過少
選手J 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少
選手K 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少
選手L 脂肪過少 標準 やや脂肪過少 やや脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少
選手M 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少
選手N やや脂肪過少 やや脂肪過少 標準 やや脂肪過少 標準 標準 標準 脂肪過少
選手O 脂肪過少 標準 脂肪過少 やや脂肪過少 やや脂肪過少 やや脂肪過少 脂肪過少
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図 11－1 20 代一般女性の身体健康度評価チャート  
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図11－2 実業団女子選手の8回目の身体健康度評価  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
162 
 
 
 
 
 
 
 
図11－3 大学生女子の身体健康度評価  
 
 
第十二章 
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第 1節 要 約  
 
1．基礎研究  
 
基礎的研究では、乳幼児および青少年の身体発育研究および身体健康度
指標の評価チャート構築を行った。  
 まず、厚生労働省から 10 年ごとに発表される乳幼児身体発育調査結果
から、身長、体重、頭囲、胸囲の 0 から 6 歳までの 0.5 歳刻みの横断的測
定値資料を得た。得られた資料の 1960 年度と 2000 年度のそれぞれのデー
タにウェーブレット補間法を適用し、描かれた発育現量値曲線と発育速度
曲線から各年齢時における発育現量値と LPV、LPV 年齢、FLPV、FLPV 年
齢の出現を明らかにした。現代日本の乳幼児の身体発育状態を明らかにす
るために、両年度の発育現量値と LPV、LPV 年齢、FLPV、FLPV 年齢を比
較し、現代日本の乳幼児における身体発育について検証した。  
 次に、一般女子における初経発来と初経時の BMI の関係を検証するた
めに、韓国の一般高等学校に通う女子高校生を対象に 7 歳から 17 歳まで
の身長、体重の縦断的調査および初経年齢のアンケート調査を行った。ま
た、BMI の加齢現量値にウェーブレット補間法を適用して描かれた BMI
の加齢現量値曲線および加齢速度曲線から MPV および MPV 年齢を特定し
た。さらに BMI の MPV 年齢と初経年齢との差（ interval）から韓国人女子
の初経臨界期について検証した。  
 次に、学齢期の生徒に対して身体健康度評価を構築するために、韓国ソ
ウルの中学生男女の身長、体重、BMI、体脂肪率、筋肉率の測定資料を得
て、BMI に対する体脂肪率もしくは筋肉率の多項式回帰分析を行った。回
帰分析から妥当と判断された次数の多項式において標準回帰評価チャー
トを構築し、個々の身体健康度評価を判定した。  
 これら基礎的研究より、次に示す結論が導かれた。  
 
（1）乳幼児期の身体発育の 1960 年度と 2000 年度の比較による時代的変化  
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1）  身長、体重については、1960 年と 2000 年を比較すると男女とも出生
時には 2000 年が減少したが、0.5 歳から 6 歳までは逆に 2000 年が増
大していることが明らかとなった。身長では LPV 年齢は男女とも
2000 年度でわずかに早まっており、体重でも女児に同様な傾向が見
られた。LPV の数 値 は、男 女 ともに 2000 年 度 にかけて増 大 した。  
2）  胸 囲 、頭 囲 では、出 生 時 は 2000 年 度 の数 値 が減 少 したが、0.5 歳 時 から 6
歳 時 には逆 に 2000 年 度 が増 大 した。LPV 年齢は男女とも変化はなかっ
たが、女児のみ FLPV 年齢の若干の早まりが示された。LPV の数 値 は
男 女 時 とも 2000 年 度 にかけて増 大 を示 した。  
3）  BMI では、出 生 時 は 1960 年 度 の男 子 で 12.4，女 子 で 12.1，2000 年 度 の
男 子 で 12.7，女 子 で 12.6 と両 年 度 であまり変 わらなかった。加 齢 変 化 速 度
曲 線 における最 凹 点 をみると、1960 年 度 の男 子 で 0.7 歳 、2000 年 度 は 0.9
歳 となり年 齢 が高 くなり、女 子 では 0.8 歳 から 0.9 歳 となり、女 子 でも若 干 高
くなるようであった。  
4）  各 項 目 の発 育 速 度 曲 線 をみると、FLPV の後 の変 動 はすべての項 目 で
1960 年 度 には波 動 の振 幅 が大 きい挙 動 を示 し、2000 年 度 にはほとんど滑
らかな挙 動 を示 していた。BMI においても加 齢 変 化 速 度 曲 線 は 2000 年 度
には滑 らかな挙 動 を示 した。  
これらの検証から、現代の乳幼児は 40 年前と比較すると、出生時の体
格が小さくなり、出生後の身体発育が大きいことが明らかとなった。これ
と同時に成熟の早さも指摘される。また、ウェーブレット補間法による解
析から、乳幼児の身体発育は出生直後の 1 か月が最も顕著であることが明
確にされた。  
 
（2）韓国人女子における BMI の加齢変化と初経年齢との関係  
1) ウェーブレット補間法をサンプルの全体平均値に適用し、BMI の平均
的加齢変化を解析したところ、BMI の MPV 年齢は 13.2 歳と特定され、
初経年齢の平均値 12.34 歳と約 1 年の差が生じた。  
2) 個々の BMI データにウェーブレット補間法を適用し、測定日および個
人の誕生月を考慮した個人の BMI の MPV 年齢を導き、その平均値を
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求めたところ、BMI の MPV 年齢は 12.76 歳となり、初経年齢よりも
BMI の MPV 年齢がわずかに遅れることが示唆された。初経年齢と BMI
の MPV 年齢の正規性を以下の正規分布関数から算出した。  
初 経 年 齢  
f(x)＝ 0.5 × 263√2𝜋 × 1.10 𝑒 −
(𝑥௜ − 12.34)ଶ
2(1.10)ଶ  
 
BMI の MPV 年 齢  
  
f(x)＝ 0.3 × 263√2𝜋 × 1.60 𝑒 −
(𝑥௜ − 12.76)ଶ
2(1.60)ଶ  
 
以 上 の正 規 分 布 関 数 から両 者 は正 規 分 布 関 数 に良 く適 合 することが認 められ
た。したがって、初 経 年 齢 および BMI の MPV 年 齢 はばらつきに多 少 の違 いがあ
るものの、ともに正 規 性 をもった分 布 を示 すことが確 認 された。  
 
（ 3）韓国人女子における BMI の MPV 年齢と初経年齢との差（ interval） 
BMI の MPV 年 齢 と初 経 年 齢 との差 (interval)は-0.42（SD=1.6）歳 となり、初 経
年 齢 と BMI の MPV 年 齢 を比 較 すると有 意 差 が認 められた。つまり、初 経 年 齢 が
BMI の MPV 年 齢 よりも早 いことが示 された。そして、このズレにおける分 布 の正 規
分 布 関 数 を求 めると以 下 のようになる。  
BMI の MPV 年 齢 と初 経 年 齢 のズレ(interval)  
f(x)＝ 0.3 × 263√2𝜋 × 1.60 𝑒 −
(𝑥 + 0.42)ଶ
2(1.60)ଶ  
 
 BMI の MPV 年齢と初経年齢との差 (interval)に正 規 性 が認 められたことから、
韓 国 人 女 子 の初 経 発 来 は BMI の MPV 年 齢 から判 断 すると少 し早 まっていると
推 測 される。  
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 BMI の MPV 年 齢 時 での BMI 値 は 19.6（SD=2.6）歳 、初 経 年 齢 時 の BMI 値
は 19.3（SD=2.7）歳 であり、両 者 の平 均 値 の差 の検 定 における有 意 差 は認 められ
なかったことから、両 年 齢 時 の BMI 値 は変 わらないことが示 された。  
 以上のことから、韓国人女子の初経発来は BMI の MPV 年齢から判断す
ると、少し早まっていることが示唆された。  
 
（4）男子中学生における BMI に対する筋肉率の多項式回帰分析  
BMI に対する筋肉率の最小二乗近似多項式による推定の結果、1 次から
3 次までの以下の回帰多項式を導くことができた。  
①  1 次 回 帰 多 項 式 ：y=-0.906x+62.526   {但 し、y は筋 肉 率 、x は BMI} 
（決 定 係 数 R2＝0.5769、残 差 平 方 和 1931.80、AIC 1031.26）  
②  2 次 回 帰 多 項 式 ：y = -0.0225x2 + 0.1317x + 50.939 
 {但 し、y は筋 肉 率 、x は BMI} 
  （決 定 係 数 R2＝0.5837、残 差 平 方 和 1900.51、  AIC 1029.97）  
③  3 次 回 帰 多 項 式 ：y = -0.0225x2 + 0.1317x + 50.939 
  {但 し、y は筋 肉 率 、x は BMI} 
（決 定 係 数 R2＝0.6197、残 差 平 方 和 1737.85、AIC 1013.99）  
 決定係数、残差平方和、AIC から 3 次多項式の妥当性が示され、BMI と
筋肉率から判断する身体健康度評価指標には、3 次多項式を適用すること
が妥当であると判断された。  
 
（5）男子中学生における BMI と筋肉率から導く身体健康度評価指標の構築  
 BMI に対する筋肉率の 3 次多項式による 5 段階の身体健康度評価チャー
トが構築された。評価帯は 3 次多項式の近似曲線を基準とし、基準曲線
±0.5SE の範囲を “標準 ”、基準曲線＋0.5SE 以上＋ 1.5SE 未満を “やや筋肉過
多 ”、基準曲線＋1.5SE 以上を “筋肉過多 ”、基準曲線－0.5SE 以上－1.5SE 未
満を “やや筋肉過少 ”、基準曲線－1.5SE 未満を “筋肉過少 ”とした。  
 
（6）男子中学生における BMI に対する体脂肪率の多項式回帰分析  
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BMI に対する体脂肪率率の最小二乗近似多項式による推定の結果、1 次
から 3 次までの以下の回帰多項式を導くことができた。  
①  1 次 回 帰 多 項 式 ：y=1.8572x -  18.891   {但 し、y は体 脂 肪 率 、x は BMI} 
（決 定 係 数 R2＝0.852、残 差 平 方 和 4167.1、AIC 1185.8）  
②  2 次 回 帰 多 項 式 ：y= 0.0125x2 + 1.2795x -  12.441 
 {但 し、y は体 脂 肪 率 、x は BMI} 
   （決 定 係 数 R2＝0.853、残 差 平 方 和 4157.5、  AIC 1187.3）  
③  3 次 回 帰 多 項 式 ：y= -0.0146x3 + 1.0242x2 -  21.499x + 154.64 
  {但 し、y は体 脂 肪 率 、x は BMI} 
（決 定 係 数 R2＝0.865、残 差 平 方 和 3886.8、AIC 1173.8）  
 決定係数、残差平方和、AIC から 3 次多項式の妥当性が示され、男子中
学生における BMI と体脂肪率率から判断する身体健康度評価指標には、3
次多項式を適用することが妥当であると判断された。  
 
（7）男子中学生における BMI と体脂肪率から導く身体健康度評価指標の構築  
 BMI に対する体脂肪率の 3 次多項式による 5 段階の身体健康度評価チャ
ートが構築された。評価帯は 3 次多項式の近似曲線を基準とし、基準曲線
±0.5SE の範囲を “標準 ”、基準曲線＋0.5SE 以上＋ 1.5SE 未満を “やや脂肪過
多 ”、基準曲線＋1.5SE 以上を “脂肪過多 ”、基準曲線－0.5SE 以上－1.5SE 未
満を “やや脂肪過少 ”、基準曲線－1.5SE 未満を “脂肪過少 ”とした。  
 
（8）女子中学生における BMI と筋肉率の多項式回帰分析  
BMIに対 する筋 肉 率 の最 小 二 乗 近 似 多 項 式 による推 定 を試 みた結 果 ，次 の
ような1次 から3次 までの回 帰 多 項 式 が導 びかれた。  
①  1 次 回 帰 多 項 式 ：y =-0.7641x + 53.408   {但 し，y は筋 肉 率 ，x は BMI} 
（決 定 係 数 R2＝0.5886、残 差 平 方 和 585.79、AIC629.6）  
②  2 次 回 帰 多 項 式 ：y =0.0147x2 - 1.4004x + 60.141 
  {但 し，y は筋 肉 率 ，x は BMI} 
  （決 定 係 数 R2＝0.5925、残 差 平 方 和 580.21、AIC 630.2）  
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③  3 次 回 帰 多 項 式 ：y =0.0006x3 - 0.0273x2 - 0.4902x + 53.699 
  {但 し，y は筋 肉 率 ，x は BMI} 
  （決 定 係 数 R2＝0.5926、残 差 平 方 和 597.01、AIC 633.0）  
決定係数、残差平方和、AIC の結果から総合的に判断し、女子中学生に
おける BMI と筋肉率から判断する身体健康度評価指標の構築には、2 次多
項式の適用が妥当であると判断した。  
 
（9）女子中学生における BMI と筋肉率から導く身体健康度評価指標の構築  
BMI に対する筋肉率の 2 次多項式による 5 段階の身体健康度評価チャー
トが構築された。評価帯は 2 次多項式の近似曲線を基準とし、基準曲線
±0.5SE の範囲を “標準 ”、基準曲線＋0.5SE 以上＋ 1.5SE 未満を “やや筋肉過
多 ”、基準曲線＋1.5SE 以上を “筋肉過多 ”、基準曲線－0.5SE 以上－1.5SE 未
満を “やや筋肉過少 ”、基準曲線－1.5SE 未満を “筋肉過少 ”とした。  
 
2．応用研究  
 
 応用研究おいては、企業従業員の身体健康状態の管理と促進のためシス
テム構築を模索するために、健康管理及び促進に関連する項目を研究機関
において実施可能な内容と企業などの労働現場もしくは個人において実
施可能な内容とに分けてピックアップし、分類した各項目をまとめた基本
的枠組みを作った。さらに研究機関と企業（労働現場）との連携を主眼に
置いて一つ一つの枠組みをつなげ、企業従業員の健康管理促進が可能とな
る一流れのシステム構築を模索した。また、構築されたシステムの活用可
能性を探るために、一般成人女性を対象とした身体健康度評価指標の構築
と企業従業員（実業団女子スポーツ選手）および女子短期大学生を対象と
した身体健康度評価について検証した。一般 20 代女性を対象に身長、体
重、BMI、体脂肪率の測定資料を得て、BMI と体脂肪率の多項式回帰分析
から身体健康度評価チャートを構築した。構築された評価チャートに実業
団女子スポーツ選手および女子短期大学生の BMI および体脂肪率のデー
タをあてはめ、個々の身体健康度を評価できるか検討した。  
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 これら応用研究より、次に示す結論が得られた。  
 
（1）健康管理促進のための関連項目の枠組み  
 研究機関および企業（労働現場）もしくは従業員個人において実施可能
な健康管理促進に必要となる関連項目の枠組みは、以下のように考えられ
た。  
1）  広報関連項目：身体組成、体格と健康、体力との関係  
       身体活動量と健康、体力との関係について  
       食習慣と健康との関係について  
       ストレスと健康について  
  
2）  測定関連項目：体格、BMI、身体組成、骨密度、体力・運動能力、血      
圧、疲労蓄積度やストレス状態、精神健康状態  
勤務・労働状況  
 
3）  分析・評価関連項目：身体肥満・痩身状態（身体健康度）の評価  
          体力の現状評価  
          生活習慣、労働状態の問題点の抽出  
          健康保持もしくは改善に向けたプランの考案  
 
4）  健康改善関連項目：身体健康状態、体力の現状の提示  
         身体健康状態の改善目標等の目標設定  
         食事内容や日常生活の活動内容指導  
   
（ 2）企業（労働現場）と研究機関との連携による健康管理促進システム
構築の模索  
 「広 報 システム」：研 究 機 関  → 企 業 （労 働 現 場 ） 
これまでに明 らかにされている健 康 や生 活 習 慣 と運 動 に関 する知 見 や、運 動 に
よる介 入 が健 康 や生 活 習 慣 病 予 防 に役 立 つ知 見 、さらには研 究 機 関 特 有 の蓄
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積 データに基 づいて明 らかにされたエビデンスを労 働 現 場 に示 す。自 分 自 身 の
健 康 状 態 の把 握 や体 力 測 定 の重 要 性 と必 要 性 を理 解 してもらうための第 1 歩 で
あり、研 究 機 関 主 導 による測 定 の受 け入 れにつながる重 要 な活 動 である。 
「測 定 システム」：企 業 （労 働 現 場 ）  
研 究 機 関 は労 働 者 に対 して体 格 、身 体 組 成 、体 力 測 定 の各 種 測 定 と、生 活
習 慣 、労 働 や勤 務 状 況 などの質 問 紙 による調 査 を行 い、データを回 収 する。精
密 機 械 を含 む測 定 機 器 の運 搬 、測 定 者 の移 動 をいかに効 率 よく行 うかが課 題 で
ある。各 種 測 定 については、それぞれの測 定 方 法 を熟 知 し、測 定 を一 挙 に行 うこ
とに精 通 している複 数 の測 定 者 が担 当 することにより効 率 的 に行 うことが可 能 にな
ると考 えられるため、研 究 者 同 士 の連 携 も重 要 である。 
「分 析 ・評 価 システム」：研 究 機 関  
「測 定 システム」において実 施 された各 種 測 定 から回 収 されたデータを解 析 し、
個 人 の身 体 的 および精 神 的 な健 康 状 態 の現 状 についての評 価 を行 う。ここでは、
数 値 による解 析 を行 った後 、個 々の特 性 を明 らかにし、それを次 の「健 康 改 善 シ
ステム」に活 かすようなデータを得 ることが必 要 である。また、わかりやすく評 価 票 に
まとめ、アドバイスを入 れるなどの工 夫 が必 要 である。 
「健 康 改 善 システム」：研 究 機 関  → 企 業 （労 働 現 場 ） 
研 究 機 関 の「分 析 ・評 価 システム」において明 らかにされた個 々の健 康 状 態 や
体 力 の現 状 から、個 人 への評 価 票 を提 示 する。また、個 人 の要 望 に合 った健 康
増 進 プログラムを立 案 や生 活 習 慣 の改 善 案 の提 案 をする。「健 康 改 善 システム」
は、研 究 機 関 と労 働 現 場 の直 接 的 および間 接 的 な双 方 の関 わりが必 要 となる。 
 
これらのシステムの中 で、「測 定 システム」、「分 析 ・評 価 システム」、「健 康 改 善 システム」
は一 つのサイクルをつくり、「測 定 」、「分 析 と評 価 」、「健 康 度 の評 価 提 示 」「運 動 、生 活
習 慣 改 善 プランとプログラムの作 成 」を繰 り返 して行 うことで、健 康 保 持 増 進 を推 進 する
ことが可 能 になると考 えられた。 
 
（3）健康管理促進システムの活用可能性の検証  
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 1）一般 20 代女性における BMI と体脂肪率の相関分析を行った結果、 r
＝0.87（P<0.01）となり、明らかな有意性が認められた。これにより、
成人を対象にした身体健康度評価指標の構築が可能であることが確
認された。  
 2）一般 20 代女性の BMI に対する体脂肪率の最小二乗近似多項式の推定
による結果、以下の 1 次から 3 次の回帰多項式が導かれた。  
①  1 次 回 帰 多 項 式 ：y＝2.17722x ‐  19.45467    
{但 し，y は体 脂 肪 率 ，x は BMI} 
（決 定 係 数 R2＝0.753、残 差 平 方 和 840.1、AIC 478.6）  
②  2 次 回 帰 多 項 式 ：y=-0.03401x2  + 3.68321x – 35.85513 
  {但 し，y は体 脂 肪 率 ，x は BMI} 
  （決 定 係 数 R2＝0.756、残 差 平 方 和 831.4、AIC 479.7）  
③ 3 次 回 帰 多 項 式 ：y=-0.01436x3 + 0.95074x2 – 18.48515x + 128.18814 
  {但 し，y は体 脂 肪 率 ，x は BMI} 
  （決 定 係 数 R2＝0.762、残 差 平 方 和 810.8、AIC 479.3）  
決定係数、残差平方和、AIC から 1 次多項式の妥当性が示され、一般
20 代女性の BMI と体脂肪率から判断する身体健康度評価指標には、1
次多項式を適用することが妥当であると判断された。  
3）BMI に対する体脂肪率の 1 次多項式による 5 段階の身体健康度評価チ
ャートが構築された。評価帯は 3 次多項式の近似曲線を基準とし、基準
曲線±0.5SE の範囲を “標準 ”、基準曲線＋0.5SE 以上＋1.5SE 未満を “やや
脂肪過多 ”、基準曲線＋1.5SE 以上を “脂肪過多 ”、基準曲線－0.5SE 以上
－1.5SE 未満を “やや脂肪過少 ”、基準曲線－1.5SE 未満を “脂肪過少 ”とし
た。  
4）構築された身体健康度評価チャートに実業団女子スポーツ選手の測定
データを当てはめ、個人の身体健康度を評価した結果、8 回の測定のう
ち「脂肪過少」「やや脂肪過少」の “脂肪過少評価帯 ”での変動を繰り返
す選手が 8 名（40%）、「脂肪過少」「やや脂肪過少」「標準」の “標準以
下評価帯 ”で変動する選手が 3 名（20%）、「脂肪過少」から「やや脂肪
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過多」の広範囲の評価変動を示す選手が 1 名（7%）であった。また、
「脂肪過少」のまま変動しない選手は 5 名（ 33%）であった。  
5）女子短期大学生のデータを身体健康度評価チャートに当てはめたとこ
ろ、脂肪過少が 1 名（1%）、やや脂肪過少が 4 名（5%）、標準が 20 名（22%）、
やや脂肪過多が 43 名（48%）、脂肪過多が 21 名（24%）となった。  
6）これらの結果から、一般 20 代女性を対象とした身体健康度評価チャートは有効
に活用できることが示唆された。また、「測定システム」「分析・評価システム」の
両システムの手順は、研究機関主導のもとにスムーズに行われる可能性が推
察された。   
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第2節 本研究の結論  
   
以上の結果をまとめると、第四章の検討課題Ⅰでは、ウェーブレット補
間法を用いて現代(2000 年)の乳幼児の身体発育傾向を 40 年前（1960 年）
と比較し、現代の子どもは 40 年前と比較して小さく産まれるが、発育発
達の速度は速いことを明らかにした。このことにより、現代の子どもの身
体発育傾向が明らかになり、それ以降の児童期、第 2 次性徴を含む思春期
における身体発育の解析による知見に結びつく結果が得られた。さらに第
五章の検討課題Ⅱでは、青少年期女子の BMI と初経発来の関係について検
討した。特に本研究における韓国人女子中学生においては、BMI の MPV 年
齢よりも前に初経発来している傾向が検証され、 
第六章から第八章の検討課題ⅢからⅤでは、身体健康度評価指標の構築
に関する基礎的研究を行った。ここでは身体健康度の評価指標の構築にお
いて、BMI と体脂肪率もしくは筋肉率から導いた最小二乗近似多項式の適
用による回帰評価チャートを試案した。また、回帰評価チャートを用いた
身体健康度評価から体力の比較検討を行い、身体健康度の違いによる体力
に体脂肪蓄積の影響があることを明らかにした。これらの検証により、本
研究で構築された身体健康度指標が十分に有効であることが証明され、こ
こで最小二乗近似多項式を用いた身体健康度評価指標構築の手法が確立
された。 
 第九章と第十章の検討課題ⅥおよびⅦでは、基礎研究において構築した
身体健康度評価指標を企業従業員の健康保持・増進に対して活用するため
の健康管理促進システム構築の検討を行った。健康管理促進システムの構
築には、次の 4 つのシステムが提案された。①研究機関による科学的知見
や根拠の提示を行う「広報システム」、②効率的に各種測定を実施する「測
定システム」、③研究機関による詳細な分析・評価を行う「分析・評価シ
ステム」、④分析・評価結果と改善計画を提示する「健康改善システム」
である。これら 4 つのシステムは「広報システム」→「測定システム」→
「分析・評価システム」→「健康改善システム」の順に展開され、特に「測
定システム」「分析・評価システム」「健康改善システム」は一つのサイク
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ルを作り、これらを循環させスパイラルのように繰り返していくことで個
人の健康の保持・増進が可能になると考えられた。 
 第十一章の検討課題Ⅷでは、健康管理促進システムと身体健康度指標の
活用可能性の模索を行った。ここでは「測定システム」と「分析・評価シ
ステム」の運用と同時に、身体健康度評価指標の活用可能性を模索した。
企業従業員として実業団女子ソフトボール選手、将来の労働現場を担う大
学生女子に対する健康管理促進システム活用について検討した。その結果、
回帰評価チャートによる身体健康度評価指標は、企業従業員および大学生
においても活用可能であることが示された。 
 以上の検討課題Ⅰ～Ⅷの検証から、本研究では以下のような結論を得た。 
1. 身体健康情報であるBMIと体脂肪率、筋肉率を用いて構築した健康度指
標の評価は学齢期の青少年のみならず成人においても有効であり、特に
成人においては肥満や痩身の進行予防につながる形態的な視点からの
健康指導に役立てることが可能である。 
2. 健康管理促進システムにおける「測定システム」および「分析・評価シ
ステム」の実践において、両システムの運用が可能であることが確認さ
れた。また、「測定システム」および「分析・評価システム」では、研
究者のネットワークを活用することが作業の円滑化を促進したと考え
られる。 
3. 研究機関、もしくは研究者によるネットワークの活用と業務分担により
各システムは円滑に機能すると考えられる。「測定システム」の実施に
は、“なぜ測定する必要があるのか”、“測定することによる効果”な
どの提示により、測定に関する合意を得ていることが前提となる。つま
り、「測定システム」をスタートさせるためには「広報システム」が必
要不可欠であることが再確認された。 
4. 身体健康状態の改善や増進には、長期的な視野での健康行動が必要不可
欠であるが、現状から健康的生活への行動変容やその継続には、前述の
サイクルが必須である。つまり、定期的な測定と分析評価、そして、そ
の結果の提示の継続が重要となる。  
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第3節 今後の課題 
 
本研究における身体健康度評価指標は一つの提案であり、一方向からの
評価に過ぎない。測定システムの内容においても提示した通り、その健康
を判断する基準は多様であることから、今後は新たな評価指標の構築を行
うことで、個人の要望にも応えやすくなると考えられる。また、「健康改
善システム」において、評価結果をどのような方法で個人に提示するかに
ついて、より効果的な健康保持・増進の手立てとなる検討を行う必要があ
る。 
個人の健康行動においても、研究機関の健康測定においても大きなス
テップを設定することは両者の行動そのものを阻害する要因になりかね
ない。また、生産年齢層を対象とする場合は企業などの事業所の意向や
健康保持増進の捉え方、方針、計画なども考慮する必要があり、測定の
対象に応じた測定内容、評価の検討は欠かすことができないポイントと
なる。 
人の健康行動は、その人の健康観や人生観に基づいて行われることが
望ましい。このような主観的健康観の重要性を個人が理解し、健康保持・
増進に努めるための環境を企業などの事業所や学校といった教育現場が
整備することも重要であると考えられる。また、個人に健康管理を任せ
るのではなく、企業や学校といった集団全体で健康への意識向上が重要
であることからも研究機関と企業・学校などの現場との連携の促進が望
まれる。 
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